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1. はじめに 

 
1.1  背景と目的 

本事業は、平成 25～28 年度地層処分技術調査等事業（地質環境長期安定性評価確証技術開発）

及び平成 29 年度高レベル放射性廃棄物等の地層処分に関する技術開発事業（地質環境長期安定

性評価確証技術開発）として、経済産業省資源エネルギー庁（以下、「資源エネルギー庁」という）

から国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下、「原子力機構」という）が受託したもので

ある。本報告書は、5 か年にわたる本事業の成果を取りまとめた報告書という位置づけである。 

わが国においては、これまでの原子力発電の利用に伴って既に放射性廃棄物が発生しており、

その処理処分対策を着実に進める必要がある。高レベル放射性廃棄物の地層処分計画を円滑に進

めていくためには、地層処分の技術的信頼性をさらに高め、国民の理解と信頼を得ていくと同時

に、実際の処分事業や安全規制の基盤となる技術を整備・強化していくための研究開発を着実に

行っていく必要がある。また、研究開発の推進においては、全体として計画的かつ効率的に進め、

その成果が実施主体や国の安全規制へ効果的に反映されるよう、関係研究機関の連携の強化も念

頭に、体系的かつ中長期的な視点で研究開発計画を検討・調整する必要性が認識されてきた。 

このような認識に鑑み、資源エネルギー庁及び国の基盤研究開発を担う関係機関（原子力環境

整備促進・資金管理センター、電力中央研究所、産業技術総合研究所、放射線医学総合研究所（現、

量子科学技術研究開発機構）、原子力機構、産業創造研究所[平成 19 年 4 月に解散]）を中心とし

て、平成 16 年度以降、国の基盤研究開発を対象とした「研究開発全体マップ」を策定した。平

成 17 年 7 月には、資源エネルギー庁の主導のもと、「地層処分基盤研究開発調整会議」（以下、「調

整会議」という）が設置され、中長期的かつ体系的な視点から研究開発計画の検討・調整が行わ

れてきた。平成 18 年 12 月には、調整会議により「高レベル放射性廃棄物の地層処分基盤研究開

発に関する全体計画」（資源エネルギー庁, 20061)）（以下、「全体計画」という）が策定され、関

係研究機関は、この全体計画に基づき、それぞれの分野の研究開発を進めてきている。全体計画

は、研究開発の進捗状況などを踏まえた継続的な見直しに加え、研究開発を取り巻く最近の状況

などへの対応を加味して、全体計画の策定・改訂が適宜行われている（資源エネルギー庁, 20092), 

20103)）。平成 25 年 3 月には、平成 25 年度以降の 5 か年を対象とした「地層処分基盤研究開発

に関する全体計画」が取りまとめられており（地層処分基盤研究開発調整会議, 20134)）、今後は

地質環境特性の時間的な変化や地層処分システムの超長期的な安全性を検討するための体系的な

手法の構築（例えば、過去から現在までの地質環境の長期的な変化を表現できる地質環境長期変

動モデルの構築や、そのモデル構築に必要な要素技術の開発など）が求められている。また、全

体計画における国の基盤研究開発の役割は、実施主体である原子力発電環境整備機構や安全規制

関係機関が、調査・評価などを十分な技術的信頼性をもって円滑に行えるよう、先行的に技術基

盤を整備していくことであるとされている。 

地層処分は、人工バリアと天然の地層を適切に組み合わせた多重バリアシステムによって、数

万年以上にも及ぶ極めて長い時間スケールの安全を確保しようとするものである。このため、地

層処分システムの長期的な変化をモデル計算によって予測・評価しつつ、その結果に基づいてシ

ステムの性能や安全性の判断が行われることになる。こうした評価にあたっては、遠い将来まで

を対象とする長い時間スケールに伴う不確実性に細心の注意を払うことが必要である（地層処分

基盤研究開発調整会議, 20134)）。日本列島は変動帯に位置していることから、諸外国に比べて地

殻変動や火成活動などが活発である。そのため、将来の自然現象に伴う地質環境の変動スケール

やそのレジリアンス（復元性）を把握しておくことが重要であり、特に変動スケールを把握する

技術の開発が必要となる。今後、地層処分の技術的信頼性をさらに高めていくうえでも、実際の
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地質環境を構成する様々な要素について、過去の変動の履歴や現象プロセスなどを把握するため

の調査技術を整備するとともに、これらの科学的知見を統合しつつ、三次元的に表現できる数値

モデルを開発することが極めて有効である。このため、本事業では、将来の自然現象に伴う超長

期の地質環境の変動を考慮できる数値モデル及びその解析評価に必要な調査技術を整備すること

を目的とした。 

 

1.2  事業概要 

地層処分において重要となる数万年以上にわたる長期の自然現象の予測に関しては、これまで

もその方法論や予測結果の信頼性が議論されてきた（楠瀬・小出, 20025)；田中, 20116)；梅田ほ

か, 20147)）。その主な方法としては、1)外挿法による予測、2)類推法による予測（予測しようと

する現象と類似の事例を過去のデータから探索し、そのアナロジーによって将来の変動を予測す

る方法で、いわゆるナチュラルアナログと呼ばれている手法；湯佐, 20028)）、3)確率論による予

測（例えば、Martin et al., 20129); NUMO, 201710)）、4)モデルを用いたシミュレーションによる

予測、とがある。長期の自然現象のように、プレート運動の枠組みで生じる永続性がある現象の

場合、外挿法による予測が特に有効であると考えられている（日本地質学会地質環境の長期安定

性研究委員会編, 201111)）。 

外挿法では、過去から現在までの変動の履歴を検討し、その中から時間的、空間的な変動の普

遍性、法則性を見いだすことによって、その傾向を将来に延長（外挿）して予測することになる。

時系列解析モデル（例えば、自己回帰移動平均モデル；北川, 200512)）の研究例によると、過去

の期間（N）に成り立っていた関係性（定常性）は、将来になればなる程、その関係性そのもの

が変化していると考えられるので、0.1～0.2 N 程度であれば関係性が継続する確率が高いと考え

られている（ビュー・コミュニケーションズ, 201013)）。この考えに基づくと、数万年～十万年程

度の将来にわたる地質環境の変動を外挿法によって高い信頼性で予測するためには、数十万年～

百万年程度の期間の過去から現在までの地質環境の長期変動を把握しておく必要がある。 

地層処分の安全評価では、隆起・侵食などにより高レベル放射性廃棄物と人間との物理的距離

が接近することによって人間環境に影響が及ぶことを想定した「接近シナリオ」に加え、地下水

によって放射性物質が処分施設から最終的に人間環境に運ばれることを想定した「地下水シナリ

オ」が考慮すべき重要なシナリオとなる。その観点において、地質環境の長期変動を表現する要

素としては、地形・地質、地表環境（古気候・古環境など）、水理（地下水流動）、地球化学（地

下水の水質など）とがあるが、これらはそれぞれ密接に相互作用を及ぼしている。例えば、山地

の隆起などの地形の変化によって動水勾配が変化し、地下水流動に影響が及んだり、地下水流動

の変化が水と岩石との反応に影響を及ぼし、地下水の水質が変化したりといった関係である。し

たがって、地質環境の長期変動を地層処分の安全評価に対し効果的に反映できるような形で表現

していくためには、個別の分野のモデルを構築・評価する技術を高度化するのみならず、各分野

のモデル間の相互作用を考慮した統合モデルを構築し、評価していくことが重要である。 

以上に基づき、本事業では、百万年ないしそれ以上の時間スケールで過去から現在までの地質

環境の長期変動を評価する技術を確立するため、これまで個別に進められてきた「地形・地質モ

デル」、「地表環境モデル」、「水理モデル」及び「地球化学モデル」を統合化した地質環境長期変

動モデルを構築するとともに、それに必要な可視化・数値化技術や不確実性の評価手法などの開

発を進めてきた。同時に、個別モデルの精度・確度の高度化や統合モデルの信頼性を向上させる

ために必要となる新たな要素技術の開発も行ってきた。本事業では、これらをそれぞれ「地質環

境長期変動モデルの開発」と「革新的要素技術の開発」と呼ぶこととした（図 1.2-1）。 
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図 1.2-1 研究開発に係る全体フレーム 

 
なお、研究開発によって得られた科学的知見やノウハウについては、「次世代型サイト特性調査

情報統合システム」（調査全体の管理と迅速な判断を支援し、知識の統合・共有化などを行うシス

テム；日本原子力研究開発機構, 201314)）に適宜取り入れることとした。 

 
1.2.1  地質環境長期変動モデルの開発 

過去から現在までの地質環境の長期的な変化を表現できる地質環境長期変動モデルの開発に向

け、深地層の研究施設から得られた地表及び地下の地質環境データが豊富に蓄積されている東濃

地域と幌延地域をそれぞれ山間部と平野部の事例としてモデル構築手法を検討した。これまで個

別に進められてきた「地形・地質モデル」、「地表環境モデル」、「水理モデル」及び「地球化学モ

デル」といった各分野のモデルを統合的に取り扱い（統合数値モデル化）、地質環境の長期的な変

動を表現できる三次元地質環境長期変動モデル（Geological-Evolutionary Model；GEMs）の開

発を進め、モデル構築の方法論を整備すると同時に、モデルの妥当性の確認及び不確実性の評価

のための方法論、モデルを効果的に表現する可視化技術の検討を進めた（図 1.2-2）。これらの研

究開発と並行して、個別のモデルの構築に係る技術的検討も併せて行った。 

 

 
図 1.2-2 地質環境長期変動モデルの構成 
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（1） 統合数値モデル化、モデル検証及び不確実性の検討 

統合数値モデル化にあたり、まず、東濃地域（山間部）と幌延地域（平野部）を事例とした各

分野のモデル（地形・地質、地表環境、水理及び地球化学のモデル）に影響を与える特徴（Features）、

事象（Events）及びプロセス（Processes）の（以上を FEP と呼ぶ）抽出と相互関係の整理を行

った。その結果に基づき、長期変遷シナリオの整備を進め、統合モデル構築のイメージを示した。 

地層処分で留意すべき地質環境特性の変動幅が相対的に小さい領域とは、安全評価を行う時間

スケールにおいて自然現象による影響が小さく、長期的にみて地質環境特性の変化が非常に小さ

い（安定である）と考えられる領域である。特に、安全評価上重要な地質環境特性である地下水

流動特性及び地球化学特性については、自然現象により地形や涵養量の変化が生じた場合におい

ても、安全評価の時間スケールで地下水の動きが小さい領域（長期的滞留域）や、岩盤のもつ化

学的緩衝能力により、pH や酸化還元状態といった化学的な条件が一定の範囲内に保たれている

領域が重要であると考えられる。 

このような地質環境特性の長期的な変動幅の評価手法を整備するためには、様々な時間・空間

スケールに応じて自然現象の発生から地質環境特性が変化していくプロセスを把握するとともに、

それらをモデル化する必要がある。モデル化に際しては、まず自然現象の過去の履歴を整理して

現在までのシナリオを作成する。シナリオの作成においては、最も確からしい（蓋然性が高い）

と考えられる基本シナリオに加え、得られたデータやシナリオ構築に包含された不確実性を考慮

したオプションシナリオを作成し、それぞれのシナリオに沿って「地形・地質モデル」と「地表

環境モデル」を構築する。その後、「水理モデル」として、この地形・地質モデルと地表環境モ

デルを基盤とした過去から現在までの地下水流動特性の変化を推定するための地下水流動解析を

行う。さらには、地下水の地球化学特性の変遷に関わるプロセスを整理して「地球化学モデル」

を開発し、物質移行の観点から「水理モデル」との整合性を検討する。このように開発したモデ

ルに基づき、地質環境特性の空間的な変動幅を把握することにより、例えば、地下水流動特性の

場合には長期的滞留域を推定することができる。推定した長期的滞留域の妥当性については、現

在の地下水理の情報からは検証が困難であることから、地下水年代や溶存成分濃度・分布といっ

た化学的指標を利用した方法を検討する。また、これらのモデルや、モデル開発に必要な情報に

基づき、地質環境特性のみならず地表環境の変化を推定することが可能となる。このような考え

方によって地質環境長期変動モデルを統合化し、信頼性の高い評価結果を導出できるとともに、

推定結果の妥当性を検討することができると考えられる（図 1.2-3）。 

データ取得からモデル化に至る一連のアプローチには不確実性が内在する。統合数値モデルを

地層処分の安全評価に活用するためには、モデルの不確実性が定量的に示されていることが望ま

しい。この不確実性の検討について、本事業で構築した地形・地質モデル及び地表環境モデルの

長期変遷を考慮した水理モデルに対し感度解析（移流分散解析など；今井ほか, 200915)）を行い、

その結果を用いて、不確実性の定量化に向けた手法について取りまとめるとともに、モデルの妥

当性の検証も行った。モデルの妥当性検証については、地形・地質モデルに対し、河川の土砂運

搬・堆積過程を模擬して地形の大局的な変化を再現する地形変化シミュレーション（谷川ほか, 

201616)）を適用することによる検討も実施した。 

さらに、地質環境の長期安定性に係る評価技術の共有化や理解促進を図るため、構築した統合

数値モデルを効果的に可視化する技術を提示した。 
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図 1.2-3 地質環境長期変動モデルの開発における統合化のイメージ 

 

（2） 個別モデル構築における検討 

①  地形・地質モデル 

百万年ないしそれ以上の時間スケールでの地史（テクトニクス）の検討や、古地形の推定及び

地質・地質構造の復元を行い、地形・地質モデルの構築やその方法論の整備を行った。 

そのため、事例研究対象地域である東濃地域（山間部）と幌延地域（平野部）での研究成果を

整理し、地形・地質モデルの開発における問題点と課題を抽出するとともに、抽出した課題に対

しての調査・解析などを実施した。そのうえで、不確実性を考慮しつつ、事例研究対象地域（山

間部・平野部）の約百万年前以降の三次元地形・地質モデルを提示した。さらに、異なる環境に

おけるモデル構築の普遍化を目指したそれぞれの作業フローを提示し、フロー内の各作業に内在

する不確実性の幅を比較しながら整理した。また、地形・地質モデルの高度化に必要な科学的知

見を蓄積するため、断層の発達史や岩石風化過程の復元などに関し、当該分野の専門家との共同

研究を実施した。 
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②  水理モデル 

地形・地質モデルをベースに古気候・古環境を考慮した水理パラメータの設定と数値モデルの

作成及びその数値モデルを用いた地下水流動の感度解析を実施し、過去から現在までの水理ポテ

ンシャルや流動系の変化を明らかにするための方法論を整備するとともに、定量的な指標を用い

て地下水流動特性の長期変動幅の空間分布の評価や水理モデルに与える重要因子の抽出を行った。

さらに、これらの検討内容を踏まえ、地形・地質モデル及び地表環境モデルの情報に基づく水理

モデル構築と解析条件設定の作業フローを異なる環境の特徴に着目して提示した。また、感度パ

ラメータの変化に基づく地下水流動特性の変化量や影響度の評価手法を作業フローと組み合わせ、

フロー内の各作業に内在する不確実性の幅を異なる環境で比較しながら整理した。 

 
③  地球化学モデル 

地形・地質モデル、水理モデルを利用した解析結果及び古水理地質学的な検討結果に基づき、

過去から現在までの地下水の水質、pH 及び酸化還元状態などの変化を明らかにしつつ、地下水

流動解析結果の妥当性を化学的指標から評価するための方法論を整備した。すなわち、地下水流

動解析により得られた長期的な地下水流動の変遷と、地下水の水質や年代などの地球化学特性に

ついての比較などを行うとともに、これまでに構築した水理モデルや条件設定に基づき、塩分濃

度の変化に着目した移流分散解析を行った。また、現在の観察から明らかにされている地下水年

代に基づき、地下水流動解析に用いる入力パラメータの妥当性を確認するとともに、地球化学特

性の長期変動幅を推定した。さらに、モデルの妥当性確認に有効な化学的指標（地下水の年代値

や割れ目充填鉱物の化学組成など）に関する知見を蓄積した。 

 
④  地表環境モデル 

古地形・古気候・古環境や表層水環境などを考慮した地表環境条件を明らかにするとともに、

地表環境の領域や状態の設定に関する検討を行い、地表環境モデルを構築するための方法論を整

備した。 

そのためにまず、本事業で開発した地下水涵養量推定技術を適用し、過去の降水量・流出量・

蒸発散量の推定に係る解析とデータ整理を行い、様々な地形に対する地下水涵養量推定技術の適

用可能性を検討した。また、長期変遷を考慮した地表環境の状態設定の作業フローを作成し、流

出量などの推定結果と合わせて古地形・古気候・古環境を考慮した地表環境の状態設定の時間的

変遷を整理するとともに、フロー内の各作業に内在する不確実性の幅を異なる環境間で比較して

取りまとめた。 

 
1.2.2  革新的要素技術の開発 

本事業では、百万年ないしそれ以上の時間スケールを扱うが、日本列島におけるこの時間スケ

ールの自然現象として、山地や丘陵の形成などが考えられる。このような現象を考慮した信頼性

の高い地形・地質モデルを構築するためにも、地形形成過程が記録されている堆積物から必要な

情報を取得するための後背地解析技術や地殻変動の一様継続性に起因する様々な現象の発生に伴

う不確実性を考慮するための地殻変動予測技術が重要となる。また、時間変化を考慮した信頼性

の高い水理モデルを構築するためには、地下水流動系の上部境界条件となる地下水涵養量につい

て、地形、気候及び水文環境などの変化を考慮した推定技術が重要となる。さらにこれらを統合

したモデルの信頼性を向上させるためには、モデルの妥当性を検証する方法も合わせて整備する

必要がある。検証には地下水の流れや水質などに関する過去の情報が必要であり、その情報源と

して、地下水中で沈殿した二次鉱物が有用である。この二次鉱物の中で長期的な変遷を推定する
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ために特に有効なものが炭酸塩鉱物であり、その生成年代や元素組成及び生成環境などの地球化

学的特性を把握する技術が重要である。 

これらの点から、地質環境長期変動モデルを構築していくうえで、個別モデルの構築に必要と

なる情報やモデルの検証に用いるデータを取得するための革新的な要素技術として、以下の技術

開発を進めてきた（図 1.2-4）。 

 

（1） 後背地解析技術 

山地の形成過程を明らかにするための有効な手法の一つとして、供給源となる山地の下流域に

分布する砕屑物の堆積学的・岩石学的アプローチによる後背地解析が挙げられる。 

従来から行われてきた後背地解析では、露頭観察によって礫種組成や堆積構造を記載し、砕屑

物の種類や古流向を明らかにすることにより、後背地の推定が行われてきたが、露頭の分布に制

約がある場合などは、これらの手法のみで後背地を推定することがしばしば困難となる。一方、

限られた露頭やボーリングコアなどの試料から細粒の砕屑物を大量に分析することができれば、

後背地解析技術の有効性が格段に向上する。また、砕屑物はしばしば風化の影響を受けているこ

とがあるが、ジルコンなど一部の重鉱物や石英は風化に強く、かつ比較的広く存在するため、こ

れらの鉱物に着目した分析による後背地解析技術の整備が望まれる。 

そこで本事業では、砕屑物の供給源を特定する手法として、ジルコンなどの重鉱物に着目した

化学組成分析や、石英の電子スピン共鳴（ESR）信号、光ルミネッセンス（OSL）信号などを用

いた後背地解析技術の開発を進めてきた。また、古流向の推定については、肉眼では堆積構造の

識別が難しい細粒の堆積物（シルト～細粒砂）に対しても適用可能な帯磁率異方性を用いた手法

の整備を行ってきた。これらの手法の適用性の検討については、モデル構築の事例研究の場とな

っている東濃地域（山間部）と幌延地域（平野部）を対象に進めてきた。 

後背地解析においても、堆積物の形成時期の把握は重要なテーマである。本事業では、数万年

～十万年以上の年代に対しても適用可能な OSL 年代測定技術の開発に加え、日本列島の鮮新世

～更新世にかけてのテフラカタログの整備を行った。 

 
（2） 地殻変動予測技術 

地形・地質モデルの構築にあたっては、地殻変動の一様継続性に起因する様々な現象の発生に

伴う不確実性を考慮する必要があるため、長期に及ぶ地殻変動を予測するための技術開発として、

数値シミュレーションによる地殻変動解析を行ってきた。 

まず、過去の変動に基づいたプレート間の力学的相互作用モデルの構築のため、活断層の変位

速度に基づくひずみ速度分布やプレート境界における運動学的モデルの構築を行った。さらに、

測地学的及び地形・地質学的な変位やひずみ速度などの観測データに基づき、地殻物性の検討、

時間スケールに応じた地殻変動の予測に係る不確実性評価の指標の検討及び過去から現在の地殻

変動モデルを構築するための数値シミュレーションによる解析を行った。 

 一方で、解析結果の検証及び地下構造の不均質による非弾性変形に関する検討のため、九州南

部のせん断帯を事例とした古地磁気測定・解析を行うとともに、Global Navigation Satellite 

System（GNSS）による事例観測・解析を実施した。 
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（3） 地下水涵養量推定技術 

汎世界的な気候変動を考慮しつつ、微化石分析データなどに基づくローカルな古気候・古環境

（特に水文環境）の推定や、古地形の推定などに基づき涵養量（降水量、蒸発散量及び流出量な

ど）を推定するための技術について検討を行った。例えば、過去の地形的特徴に着目した河川流

出量の推定手法について提示した。 

 

（4） 炭酸塩鉱物測定技術 

岩石の割れ目を充填する炭酸塩鉱物の放射年代測定及び元素分布情報を取得する微小領域分析

システムを構築した。 

本事業では、炭酸塩鉱物の微小領域を対象としたウラン系列年代測定及び元素分布情報取得の

ための分析技術開発として、レーザーアブレーション付き誘導結合プラズマ質量分析計による年

代測定に必要な標準試料の選定及び分析条件の最適化を図り、水理・地球化学モデルの構築や妥

当性評価に必要な技術として成果を取りまとめた。 

また、地下水から炭酸塩鉱物が生成する際に起きる水－鉱物間のミクロスケールの微量元素分

配を推定する技術を構築するとともに、カソードルミネッセンス像などを用いた微小領域の結晶

成長と微量元素との関連性の検討を行った。 

なお、本技術の開発は挑戦的な側面を持っていることから、微小領域分析などの専門家との共

同研究のもと進めてきた。 

 

 
図 1.2-4 革新的要素技術開発の構成 
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2. 地質環境長期変動モデルの開発 

 
2.1  統合数値モデル化、モデル検証及び不確実性の検討 

2.1.1  長期変遷シナリオの整備 

地質環境長期変動モデルは、地殻変動や火成活動などといった将来の自然現象による深部地質

環境の変化を定量的に記述することを目的とする。そのためには、一つのイベントが様々なプロ

セスを経て次のイベントを引き起こし、これがさらに次のプロセス、イベントを誘発するという

一連のメカニズム（事象）として明示的に捉えられるようにすることが重要となる。このような

イベント間の相関関係を明示したものとして Features, Events and Processes（FEP）がある。

そこでまず、研究対象として、山間部（東濃地域）及び平野部（幌延地域）での地表環境と地質

環境における各分野（地形、地質、水理、地球化学）に関する調査結果について、国際 FEP リ

スト（BIOMOVS II, 19961); OECD/NEA, 20002)）に基づき、FEP ごとに調査結果及び課題を整

理した。そのうえで、各分野における FEP の相互関係を検討し、問題点や新たな着眼点を洗い

出すとともに、地質環境特性の長期変遷を全体的に（各分野のモデルで）矛盾なく説明するため

の統合モデル構築の方法論の検討に反映した。この際、地層処分技術ワーキンググループ（WG）

が示した地質環境の長期安定性への影響要因（地層処分技術 WG, 20143)）についても参照した。 

山間部及び平野部の両地域における蓋然性が高いシナリオ（各分野のシナリオを統合したシナ

リオ）を、時間スケールとともに図 2.1-1 及び図 2.1-2 にそれぞれ示す。それぞれの図において

は、各モデルの範囲において、どのような地質環境特性が変化しているかを示した（図中、左側）。

なお、本事業では地質環境特性に影響を与える要因が分布する領域（「広域スケール」）（地層処分

技術 WG, 20143)）における地質環境特性の長期的な変化を把握することが目的となるため、ロー

カルスケールで取り扱う物質移動などについては検討対象外としている。 

東濃地域を対象事例とした山間部における統合シナリオ（図 2.1-1）では、土岐花崗岩が形成

されたと考えられる約 75～70 Ma（Yuguchi et al., 20164)）を起点としてシナリオを示している。

中新世の瑞浪層群の堆積時からは海進、海退の影響により地下水の水質が変化したことが、花崗

岩中の割れ目に産する鉱物の化学的特徴から推定ができる（Iwatsuki et al., 20025)）。数 Ma 以

降は山地の形成に伴い、動水勾配の増加や涵養域・流出域が変化したと考えられる（尾上ほか, 

20096)）。また、動水勾配の増加に伴い、より深部まで地表水が従来よりも早く浸透することによ

り地下水の地球化学特性も変化したと考えられる。 

幌延地域を対象事例とした平野部における統合シナリオ（図 2.1-2）では、声問層が堆積して

いたと考えられる約 3 Ma（安江ほか, 20067); 新里ほか, 20078)）を起点としている。稚内層と声

問層の地層境界が最大埋没深度に到達する時期までは、続成作用に伴う圧密による鉱物相の変化

や水圧の上昇、透水性の低下などが推定できる。隆起場へと変化した時期は場所によって異なる

が、その後は東濃と同様に山地・丘陵の形成による動水勾配の増加や構造性割れ目の発達による

水理学的変化並びに地表水の浸透による地下水の地球化学特性の変化が推定できる。これらのよ

うに対象領域における地質環境の変化を分野ごとに整理し、それらを統合することにより地質環

境の長期的な変化がどのように相互作用し発生したかを示すことができる。 

次に、表 2.1-1 に、上記で検討した重要な地質環境の変化が、どのような要因及びプロセスに

よって発生しているかを整理した（Mizuno et al., 20149)）。今回のマトリクス形式による整理で

は、長期的な地表・地質環境に影響を及ぼす駆動力となる外的要因に関する FEP（表 2.1-1 の左

側）と、それらの駆動力により影響を受ける地表・地質環境に関する FEP（表 2.1-1 の上段）の

マトリクスとして、それらが相互作用することにより、どのような変化が生じるかを示した。地

表・地質環境に関する FEP については、熱（T）、水理（H）、力学（M）、化学（C）及び幾何形
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状（G）に分類し、駆動力となる各 FEP が、それぞれの地表・地質環境特性にどのような影響を

与えるかを把握できるようにした。また、表 2.1-1 の赤字で示したプロセスについては、地層処

分技術 WG が示した地質環境特性に著しい影響を与える事象及び課題としてあげられた項目で

ある。表 2.1-2 及び表 2.1-3 は、表 2.1-1 を基準として、東濃及び幌延の両地域において考慮す

べき FEP 及び既存のモデルで考慮している FEP を区分した。表 2.1-2 及び表 2.1-3 の赤色で示

した箇所は、既存の数値モデルにおいて考慮されている FEP、灰色で示した箇所は両地域におい

て考慮する必要がないと考えられる FEP、黒色で示した箇所は発生する可能性はあるものの、既

存の数値モデルでは考慮されていない FEP を示す。東濃地域（山間部）を例とすると、既存の

数値解析において、「構造運動と造山運動」による「山地の形成」や「母岩」の「分布・形状の変

化」については考慮されている。一方、「周氷河現象の影響」や「局所的な氷河と氷床の影響」に

ついては、東濃地域ではこれまで周氷河の影響や氷河が存在していないと考えられるため、考慮

する FEP とはならない。東濃地域（山間部）と幌延地域（平野部）を比較した場合、「地質プロ

セスとその影響」による地表・地質環境の変化において考慮すべき FEP については、ほとんど

差がないことがわかった。ただし、「気候プロセスとその影響」による地表・地質環境については、

幌延地域が寒冷地及び沿岸域に位置することから、「海面変化」及び「周氷河現象の影響」を考慮

する必要がある点で東濃地域とは異なる。 

これらの検討から、地質環境の長期変動において考慮すべき FEP について、原因となる FEP

と結果となる FEP に関する因果関係を明確にすることができる。なお、図 2.1-1 や図 2.1-2、表 

2.1-1 において、外的要因によって生じる長期的な地質環境の変化は、地形や地質構造の変化を

経て、最終的には地下水の流動状態や化学的性質へと影響する。そのため、統合数値モデルの構

築では、地下水の流動状態や化学的性質の長期的な変化を示すモデルを構築することが目的とな

る。 

また、本事業では、モデル化を行う対象領域や個別モデルの時間分解能についても検討を行っ

た。モデル化の対象領域については、過去百万年以上を対象とした場合、山間部の事例である東

濃地域では現在の地下水流動の涵養域から流出域までの領域（20 km 四方程度）、平野部の事例

である幌延地域では海退時の海岸線までを含む領域（数十 km 四方）を考慮する必要があり、こ

れらの領域が対象となる評価時間スケールと地質環境条件に応じて変化することを示した。各地

質環境モデルに取り込まれる情報の時間分解能（情報がどの程度の時間スケールにおける地質環

境を把握するための情報か）については、千年オーダから千万年オーダまでの様々な時間分解能

を有すると考えられた。 
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図 2.1-1 地質環境長期変動モデルにおける各分野の関係（山間部：東濃地域の事例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2.1-2 地質環境長期変動モデルにおける各分野の関係（平野部：幌延地域の事例） 
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食

・
堆

積
に
伴

う
分

布
・

形
状

の
変

化
侵

食
・
堆

積
に
伴

う
分

布
・
形

状
の
変

化
―

―
涵

養
域
・
流

出
域

・
涵

養
量

・
動

水
勾

配
の
変

化

既
存

地
下

水
と
は

異
な
る
地

下
水

の
混

合
に
よ
る
水

質
形

成
プ

ロ
セ
ス
の
変

化

―

1.
3.

04
周

氷
河

現
象

の
影

響
分

布
・
形

状
の
変

化
―

―
―

―
涵

養
域
・
流

出
域

・
涵

養
量

の
変

化
―

―

1.
3.

05
局

所
的

な
氷

河
と
氷

床
の
影

響
分

布
・
形

状
の
変

化
分

布
・
形

状
の
変

化
―

―
―

涵
養

域
・
流

出
域

・
涵

養
量

の
変

化
氷

河
・
氷
床

溶
解

時
に
お

け
る

酸
化

的
な
地

下
水

の
浸

透
―

1.
3.

06
暖

か
い

気
候

の
影

響
（
熱

帯
と
砂

漠
）

侵
食

量
の
変

化
―

―
―

―
涵

養
量
の
変

化
―

―

幾
何

形
状

（
G
）

1.
2 
地

質
プ
ロ
セ

ス

と
そ
の
影

響

1.
2.

07
侵

食
と
堆

積
分

布
・
形

状
の
変

化
分

布
・
形

状
の
変

化
，
風

化
帯

の
形

成
侵

食
・
堆

積
に
よ
る
分

布
・
形

状
の
変

化
地

層
の
堆
積

に
よ
る
地

層
境

界
の
形

成
除

荷
・
載

荷
に
よ
る
応

力
場
の

変
化

涵
養

域
・
流

出
域

・
流

動
経

路
の
変

化
水

頭
変
化

既
存

地
下

水
と
は

異
な
る
地

下
水

の
混

合
に
よ
る
水

質
形

成
プ

ロ
セ
ス
の
変

化

―

1.
3 　

気
候

プ
ロ
セ

ス
と
そ
の

影
響

表
 2

.1
-1

 マ
ト
リ
ク
ス
形
式
に
よ
る

F
E

P
の
整
理
結
果
（
汎
用
）
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力
学

（
M
）

水
理

（
H
）

化
学

（
C
）

熱
（

T
）

2.
3.

01
地

形
と
形

態

2.
2.

02
母

岩

2.
2.

03
そ

の
他

の
地

質
ユ
ニ
ッ
ト

2.
2.

04
大

規
模

な
不

連
続

性

2.
2.

06
力

学
的

プ
ロ
セ
ス
と
そ
の
状

態

2.
2.

07
水

理
学

／
水

文
地

質
学

的
プ
ロ
セ
ス
と
そ
の
状

態

2.
2.

08
化

学
／

地
球

化
学

的
プ

ロ
セ
ス
と
そ

の
状

態

2.
2.

10
熱

的
プ
ロ
セ
ス
と
そ

の
状

態

1.
2.

01
構

造
運

動
と
造

山
運

動
（
含

む
，
隆

起
沈

降
）

山
地
の
形

成
分
布

・
形
状

の
変
化

分
布
・
形

状
の
変
化

断
層

・
破

砕
帯

の
形
成

発
達
，

岩
脈

の
貫
入

広
域
応
力

場
の
変

化
，
物
性

（
空
隙
率

・
圧

縮
強
度

・
せ
ん
断

強
度
）
の
変

化

涵
養

域
・
流
出

域
・
流

動
経

路
の
変
化

水
頭

変
化

既
存
地

下
水
と
は

異
な
る
地

下
水

の
混
合

に
よ
る
水
質

形
成

プ
ロ
セ
ス
の
変
化

熱
伝
導

率

1.
2.

02
弾

性
，
塑

性
ま
た
は

脆
性

的
変

形
分
布
・
形

状
の
変

化
―

―
断
層

・
破

砕
帯

・
割
れ

目
の
形

成
・
発
達

地
域
的
・
局

所
的

応
力
場

の
変
化

流
動

経
路

の
変
化

新
た
な
流
動

経
路
の
発

達
に
よ

る
水

質
形

成
プ
ロ
セ
ス
の
変
化

―

1.
2.

03
地

震
活

動
―

分
布

・
形
状

の
変
化

分
布
・
形

状
の
変
化

断
層

・
破

砕
帯

・
割
れ

目
の
形

成
・
発
達

地
域
的
応

力
場

の
変
化

涵
養

域
・
流
出

域
・
流

動
経

路
の
変
化

水
頭

変
化

既
存
地

下
水
の
混

合
状

態
の
変

化
，
深

部
地

下
水

の
流
入

―

1.
2.

04
火

山
・
マ
グ
マ

活
動

―
―

―
―

―
既

存
地

下
水
と
は

異
な
る
地

下
水

の
混
合

に
よ
る
水
質

形
成

プ
ロ
セ
ス
の
変
化

地
温
の
上

昇

1.
2.

06
熱

水
活

動
―

鉱
物

組
成

の
変
化

鉱
物
組

成
の
変
化

鉱
物

組
成
の
変

化
―

密
度

・
温
度
勾

配
の
変

化
既

存
地

下
水
と
は

異
な
る
地

下
水

の
混
合

に
よ
る
水
質

形
成

プ
ロ
セ
ス
の
変
化

地
温
の
上

昇

1.
2.

08
続

成
作

用
―

分
布

・
形
状

の
変
化
，
鉱

物
組

成
の
変

化
分

布
・
形

状
の
変
化

，
鉱
物
組

成
の
変
化

割
れ

目
の
形
成

・
発
達

物
性
（
空
隙

率
・
圧

縮
強
度

・
せ
ん
断

強
度

）
の
変

化
透
水

性
の
変

化
鉱

物
か
ら
の
脱

水
に
よ
る
水

質
の
変

化
―

1.
3.

01
地

球
規

模
の
気

候
変

動
侵
食
量

の
変
化

―
―

―
―

涵
養

量
の
変

化
―

―

1.
3.

02
地

域
的

及
び

局
所

的
な
気

候
変

動
侵
食
量

の
変
化

―
―

―
―

涵
養

量
・
動
水

勾
配

の
変
化

―
―

1.
3.

03
海

面
変

化
侵
食
量

の
変
化

，
汀

線
の
変

化
侵
食

・
堆
積

に
伴
う
分
布

・
形
状

の
変
化

侵
食
・
堆

積
に
伴
う
分

布
・
形

状
の
変

化
―

―
涵
養

域
・
流
出

域
・
涵

養
量

・
動

水
勾

配
の
変

化

既
存
地

下
水
と
は

異
な
る
地

下
水

の
混
合

に
よ
る
水
質

形
成

プ
ロ
セ
ス
の
変
化

―

1.
3.

04
周

氷
河

現
象

の
影

響
分
布
・
形

状
の
変

化
―

―
―

―
涵
養

域
・
流
出

域
・
涵

養
量

の
変
化

―
―

1.
3.

05
局

所
的

な
氷

河
と
氷

床
の

影
響

分
布
・
形

状
の
変

化
分
布

・
形
状

の
変
化

―
―

―
涵
養

域
・
流
出

域
・
涵

養
量

の
変
化

氷
河
・
氷
床

溶
解

時
に
お

け
る

酸
化
的

な
地
下
水

の
浸
透

―

1.
3.

06
暖

か
い

気
候

の
影

響
（
熱

帯
と
砂

漠
）

侵
食
量

の
変
化

―
―

―
―

涵
養

量
の
変

化
―

―

除
荷
・
載
荷

に
よ
る
応

力
場
の
変

化
涵
養

域
・
流
出

域
・
流

動
経

路
の
変
化

水
頭

変
化

既
存
地

下
水
と
は

異
な
る
地

下
水

の
混
合

に
よ
る
水
質

形
成

プ
ロ
セ
ス
の
変
化

―

1.
3 　

気
候

プ
ロ
セ

ス
と
そ
の
影

響

幾
何

形
状

（
G
）

1.
2 
地

質
プ
ロ
セ
ス

と
そ
の
影

響

1.
2.

07
侵

食
と
堆

積
分
布
・
形

状
の
変

化
分
布

・
形
状

の
変
化
，
風

化
帯

の
形
成

侵
食
・
堆

積
に
よ
る
分

布
・
形

状
の
変

化
地
層

の
堆
積
に
よ
る
地
層

境
界

の
形
成

表
 2

.1
-2

 マ
ト
リ
ク
ス
形
式
に
よ
る

F
E

P
の
整
理
結
果
（
山
間
部
：
東
濃
地
域
の
例
）
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力
学

（
M

）
水

理
（

H
）

化
学

（
C
）

熱
（

T
）

2.
3.

01
地

形
と
形

態

2.
2.

02
母

岩

2.
2.

03
そ

の
他

の
地

質
ユ

ニ
ッ
ト

2.
2.

04
大

規
模

な
不

連
続

性

2.
2.

06
力

学
的

プ
ロ
セ

ス
と
そ

の
状

態

2.
2.

07
水

理
学

／
水

文
地

質
学

的
プ

ロ
セ

ス
と
そ

の
状

態

2.
2.

08
化

学
／

地
球

化
学

的
プ

ロ
セ

ス
と
そ
の

状
態

2.
2.

10
熱

的
プ
ロ
セ
ス
と
そ
の

状
態

1.
2.

01
構

造
運

動
と
造

山
運

動
（
含

む
，
隆

起
沈

降
）

山
地
の
形
成

分
布
・
形
状
の
変
化

分
布
・
形
状
の
変
化

断
層

・
破
砕
帯
の
形
成
発
達
，

岩
脈

の
貫
入

広
域
応
力
場
の
変
化
，
物
性

（
空
隙
率
・
圧
縮
強
度
・
せ
ん
断

強
度
）
の
変
化

涵
養
域
・
流
出
域
・
流
動
経
路

の
変
化

水
頭
変
化

既
存
地
下
水
と
は
異
な
る
地
下

水
の
混
合
に
よ
る
水
質
形
成
プ

ロ
セ
ス
の
変
化

熱
伝
導
率

1.
2.

02
弾

性
，
塑

性
ま
た

は
脆

性
的

変
形

分
布
・
形
状
の
変
化

―
―

断
層

・
破
砕
帯
・
割
れ
目
の
形

成
・
発
達

地
域
的
・
局
所
的
応
力
場
の
変

化
流
動
経
路
の
変
化

新
た
な
流
動
経
路
の
発
達
に
よ

る
水
質
形
成
プ
ロ
セ
ス
の
変
化

―

1.
2.

03
地

震
活

動
―

分
布
・
形
状
の
変
化

分
布
・
形
状
の
変
化

断
層

・
破
砕
帯
・
割
れ
目
の
形

成
・
発
達

地
域
的
応
力
場
の
変
化

涵
養
域
・
流
出
域
・
流
動
経
路

の
変
化

水
頭
変
化

既
存
地
下
水
の
混
合
状
態
の
変

化
，
深
部
地
下
水
の
流
入

―

1.
2.

04
火

山
・
マ

グ
マ

活
動

―
―

―
―

―
―

既
存
地
下
水
と
は
異
な
る
地
下

水
の
混
合
に
よ
る
水
質
形
成
プ

ロ
セ
ス
の
変
化

地
温
の
上
昇

1.
2.

06
熱

水
活

動
―

鉱
物
組
成
の
変
化

鉱
物
組
成
の
変
化

鉱
物

組
成
の
変
化

―
密
度
・
温
度
勾
配
の
変
化

既
存
地
下
水
と
は
異
な
る
地
下

水
の
混
合
に
よ
る
水
質
形
成
プ

ロ
セ
ス
の
変
化

地
温
の
上
昇

1.
2.

08
続

成
作

用
―

分
布
・
形
状
の
変
化
，
鉱

物
組
成
の
変

化
分
布
・
形
状
の
変
化
，
鉱
物
組

成
の
変

化
割
れ

目
の
形
成
・
発
達

物
性
（
空
隙
率
・
圧
縮
強
度
・
せ

ん
断
強
度
）
の
変
化

透
水
性
の
変
化

鉱
物
か
ら
の
脱
水
に
よ
る
水
質

の
変
化

―

1.
3.

01
地

球
規

模
の

気
候

変
動

侵
食
量
の
変
化

―
―

―
―

涵
養
量
の
変
化

―
―

1.
3.

02
地

域
的

及
び

局
所

的
な

気
候

変
動

侵
食
量
の
変
化

―
―

―
―

涵
養
量
・
動
水
勾
配
の
変
化

―
―

1.
3.

03
海

面
変

化
侵
食
量
の
変
化
，
汀
線
の

変
化

侵
食
・
堆
積
に
伴
う
分

布
・

形
状
の
変
化

侵
食
・
堆
積
に
伴
う
分
布
・
形
状

の
変
化

―
―

涵
養
域
・
流
出
域
・
涵
養
量
・
動

水
勾
配
の
変
化

既
存
地
下
水
と
は
異
な
る
地
下

水
の
混
合
に
よ
る
水
質
形
成
プ

ロ
セ
ス
の
変
化

―

1.
3.

04
周

氷
河

現
象

の
影

響
分
布
・
形
状
の
変
化

―
―

―
―

涵
養
域
・
流
出
域
・
涵
養
量
の

変
化

―
―

1.
3.

05
局

所
的

な
氷

河
と
氷

床
の

影
響

分
布
・
形
状
の
変
化

分
布
・
形
状
の
変
化

―
―

―
涵
養
域
・
流
出
域
・
涵
養
量
の

変
化

氷
河
・
氷
床

溶
解
時
に
お
け
る

酸
化
的
な
地
下
水
の
浸
透

―

1.
3.

06
暖

か
い

気
候

の
影

響
（
熱

帯
と
砂

漠
）

侵
食
量
の
変
化

―
―

―
―

涵
養
量
の
変
化

―
―

除
荷
・
載
荷
に
よ
る
応
力
場
の

変
化

涵
養
域
・
流
出
域
・
流
動
経
路

の
変
化

水
頭
変
化

既
存
地
下
水
と
は
異
な
る
地
下

水
の
混
合
に
よ
る
水
質
形
成
プ

ロ
セ
ス
の
変
化

1.
3 　

気
候

プ
ロ
セ

ス
と
そ

の
影

響

―

幾
何

形
状

（
G
）

1.
2 
地

質
プ

ロ
セ

ス

と
そ

の
影

響

1.
2.

07
侵

食
と
堆

積
分
布
・
形
状
の
変
化

分
布
・
形
状
の
変
化
，
風

化
帯
の
形
成

侵
食
・
堆
積
に
よ
る
分
布
・
形
状

の
変
化

地
層

の
堆
積
に
よ
る
地
層
境
界

の
形
成

表
 2

.1
-3

 マ
ト
リ
ク
ス
形
式
に
よ
る

F
E

P
の
整
理
結
果
（
平
野
部
：
幌
延
地
域
の
例
）

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



16 

 
2.1.2  統合モデル構築のためのフローの提示 

モデル化のための作業手順は、これまでも取りまとめられてきているものの（日本原子力研究

開発機構, 201310)）、それらは個別分野モデルの手順に留まっており、各分野を統合したモデル構

築のための手順については、十分に検討がなされてきていなかった。そこで、統合数値モデルに

含まれる個別分野のモデルの内容・範囲を明確にしたうえで、統合数値モデル構築のためのデー

タの流れをフロー図として整理した。 

各モデルの相関関係を整理したものが図 2.1-3 である。ここでは、統合数値モデル構築までの

全体像を把握することを目的とし、どのようなデータや地質環境要素が各モデルを相互に関連付

けているかに着目した。図 2.1-3 から、長期的な地質環境の変動を対象とした統合数値モデルを

構築する際には、外的要因である構造運動や気候変動及び堆積岩が分布する地域であれば地質環

境要因である地層の堆積に関する情報が始点となる。これらの情報に基づき、断層の形成・発達

や海水準変動、続成作用などの地質環境要素に関する情報を整理し、地形モデル及び地質モデル

を構築する。地形・地質モデルからは、地質分布、地表形状の情報が得られ、それらに対象とす

る領域の水理特性に関する情報を追加することで水理地質構造モデルが構築できる。水理地質構

造モデルからは水理特性分布が得られ、水深や涵養量の情報を利用することにより、地下水流動

モデルが構築できる。本事業で構築した水理モデルは、この水理地質構造モデルと地下水流動モ

デルを組み合わせたものである。地下水流動モデルにより得られた地下水の流動系に関する情報

を塩分濃度分布と統合することにより、最終的に地形・地質モデル及び水理モデルを考慮した地

球化学モデルが統合数値モデルとして構築できる。地表環境については、地形・地質モデルから

得られる地表形状や、地下水流動モデルから得られる流出域に関する情報、降水量・気温のデー

タなどを考慮し、モデル化する。 

ここで示した統合数値モデル構築のための方法論については、事例対象地域である東濃及び幌

延において検討した内容に基づいているものの、具体的な地域を想定していない。そのため、汎

用的な方法論として利用することが可能である。 
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図 2.1-3 統合数値モデル構築までのフロー図 
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地質環境長期変動
モデル

広域スケール（数十km以上）

天然現象などの
不適格範囲の除外

地質環境特性
の推定

次段階調査地区
の選定

地下水流動状態の
長期変動性

安全評価など

2.1.3  地下水流動状態の長期変動性評価に関する統合化データフローの提示 

本事業における東濃地域及び幌延地域をそれぞれ山間部、平野部の事例とした検討の結果、地

形変化及び気候変動が、地下水流動状態の長期的な変動性を評価するにあたっての重要な影響因

子であることが確認できたとともに、それらが地下水流動状態に及ぼす長期的な変動性を定量的

に評価する手法を構築した。構築した評価手法の概要は 2.3 に示す。図 2.1-4 に示すように地層

処分事業では地質環境特性の推定が実施されるが、その際に構築した評価手法を適用することで、

地下水流動状態の長期変動性を定量的に評価することができるため、より現実的なサイト選定が

可能となる。地形変化及び気候変動が及ぼす影響の評価手法の体系化に資することを目的として、

地下水流動状態の長期変動性評価を実施するための各分野のモデル間の関連性や統合の流れ、必

要となるデータを統合化データフロー形式で提示した（図 2.1-5）。統合化データフローには、地

下水流動状態の長期変動性評価を実施するための各モデル間の関連性や統合の流れを整理した。

また、本事業において革新的な要素技術として技術開発を進めてきた後背地解析技術、涵養量推

定技術及び炭酸塩鉱物年代測定技術の反映先も図示した。 

地形・地質モデルのアウトプットとなる現在及び過去の地形や地質分布の数値情報は、地表環

境モデル、水理モデル、地球化学モデルの基盤情報となる位置付けにある。地表環境モデルにお

いては、地形・地質モデルで数値化した現在及び過去の地形データや水文環境データに基づき、

過去から現在までの地表環境の変遷が解釈される。地球化学モデルにおいては、地形・地質モデ

ルで推定した過去の地形モデルや水理モデルで推定した過去から現在までの地下水流動状態の変

遷の情報に基づき、現在観察される水質分布の長期変化や pH・酸化還元電位の持続性といった

過去から現在までの地球化学環境の変遷が推定される。水理モデルでは、各モデルにおける情報

に基づき構築する複数の水理地質構造モデルを用いて、本事業で構築した地下水流動状態の長期

変動性の評価手法を適用することで、過去から現在までの地下水流動状態の変遷の推定や地下水

流動状態の長期変動性の評価が可能となる。各モデルの統合化データフローは、2.2 以降に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2.1-4 地質環境長期変動モデルの活用方法のイメージ 
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図 2.1-5 地下水流動状態の長期変動性評価に関する統合化データフロー 

 
2.1.4  モデルの不確実性の定量化に向けた検討 

スウェーデン核燃料・廃棄物管理会社（SKB）では安全評価に含まれる不確実性を、システム

の不確実性（System uncertainty）、概念の不確実性（Conceptual uncertainty）及びデータの不

確実性（Data uncertainty）に区分している（SKB, 201111)）。システムの不確実性は包括性の問

題であり、シナリオに関連する全ての FEP が適切な方法で抽出されているか、また、除外され

た FEP は適切であったかなどが挙げられる。概念の不確実性は地質環境特性の変化に関する天

然のプロセスの理解に関連しており、そのプロセスの理解だけではなく、数値モデル構築の際に

どのように単純化するかという問題も含む。データの不確実性については、数値モデル構築に利

用されるデータに関する不確実性であり、データ間の相関や認識に関する不確実性（知識の欠如）

と偶然性に関する不確実性（天然の変動性）の区別を含んでいる。これらの考え方を本事業での

統合数値モデル構築に適用した場合、システムの不確実性については、2.1.1 で述べたシナリオ構

築や FEP の整理を通して、低減されつつある。具体的には、統合シナリオを構築することで各

FEP 間の相関性や網羅性を確保したことや、各 FEP に対する現状の知見を整理することで除外

する FEP を明確にしたことが挙げられる。概念の不確実性については、具体的に統合数値モデ

ルを構築する過程において、どのようにそのモデルを現実的に単純化していくかが課題となる。

この点については、2.1.6 で後述する可視化の過程でどのような内容を表示させるかという課題と

共通している。データの不確実性については、オプションシナリオを構築する過程で、基本シナ

リオとの差が、知識の欠如に起因するのか、天然の変動性に依存するかを判断することによって、

不確実性を明示できると考えられる。 

地下水流動状態の長期変動性評価を行うために必要となるデータや、そのデータの解釈、モデ

ル化などの各過程で様々な不確実性が内在する。本事業で構築した評価手法を適用することで、

これらの不確実性が地下水流動状態の長期変動性に及ぼす影響の定量的な評価が可能である。地

下水流動状態の長期変動性の評価に不確実性を反映させる方法は、モデルバリエーションとパラ

メータ設定の二つに大別することができる（表 2.1-4）。モデルバリエーションでは、データの解

釈や概念モデルなどの違いに基づいて、モデル化領域の範囲やモデルの上部境界面となる地形分

布、数値化手法などが異なる複数の水理地質構造モデルを構築することで、地下水流動状態の長
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モデルバリエーション パラメータ設定

地形・地質モデル

・抽出したFEPの適切性

・地形・地質事象に関する天然のプロセス
　の理解
・数値モデルの構築方法
・地形・地質の分布・形状とその変化
　に関する情報の精度の違い

－

水理モデル

・抽出したFEPの適切性

・モデル化領域設定の違い
・モデル化手法の違い
・離散化手法の違い

・水理特性の設定値やばらつき
・水理地質構造区分設定の違い

地表環境モデル ・抽出したFEPの適切性 ・境界条件の設定値やばらつき

期変動性の評価に反映させる。また、パラメータ設定ではデータ自体やデータの解釈の違いに基

づいて、水理地質構造の水理特性や涵養量、海水準の設定が異なる複数の水理地質構造モデルを

構築することで、地下水流動状態の長期変動性の評価に反映させる。 

幌延地域を平野部の事例として、モデルバリエーションによる不確実性の定量化及び評価の考

え方を示す。幌延地域において古地形を復元するにあたっては、幌延断層周辺の丘陵・山地の発

達時期に不確実性があり、複数の地形変遷の概念が設定できる（表 2.1-5）。また、その概念の数

値化処理もいくつかの方法が考えられる。これに基づき図 2.1-6 に示すように、三種類の地形モ

デルを構築し、それぞれの地形モデルを用いた地下水流動解析を実施することで、古地形の不確

実性が地下水流動状態に及ぼす影響を定量的に評価することができる。次に、東濃地域を山間部

の事例として、パラメータ設定による不確実性の定量化及び評価の考え方を示す。本事業で構築

した涵養量推定技術を用いて涵養量を推定するにあたっては、気温、降水量、河川流出量、蒸発

散量といった水文環境の各構成要素を推定する必要があるが、このうち、現在の気温や降水量は

一定の値に収束する性質のものではないことから、それらの気象条件の影響を受ける現在の蒸発

散量や河川流量もばらつきを有するパラメータとなる（表 2.1-6）。また、現在の各構成要素に基

づいて推定される過去の各構成要素も、ばらつきを有するパラメータとなり、その結果として表 

2.1-6 に示すように、涵養量は幅を持った値として推定される。表 2.1-7 に示すように、涵養量

の推定結果に基づき異なる上部境界条件を設定した地下水流動解析を実施することで、涵養量の

不確実性が地下水流動状態に及ぼす影響を定量的に評価することができる。 

東濃地域（山間部）を事例として、地形・地質モデルを構築する際の各不確実性が、地下水流

動状態の長期変動性評価に及ぼす影響分析の結果、地形変化の不確実性のうち古地形復元の概念

やプロセスの違いに起因する不確実性が長期変動性の評価結果に及ぼす影響が大きく、地形・地

質分布の復元解像度や地形面の認定・対比の違いが及ぼす影響は小さいことが明らかとなった（日

本原子力研究開発機構, 201712)）。このことから、古地形を復元するにあたっては、地表地形の細

かな谷や尾根などの起伏や地質分布の復元精度を向上させるよりも、着目する地下水の涵養域及

び流出域となる主要な山地や谷などの形成や位置といった大局的な地形分布を復元させることが

重要であると考えられる。また、大局的な地形分布の復元に関する不確実性が適切に抽出されて

いるかということが焦点になる。 

統合数値モデルの構築や地下水流動状態の長期変動性評価に内在する各不確実性は可能な限り

低減することが望ましいが、不確実性を完全に排除することは不可能である。本事業においては、

その完全に排除できない不確実性について、地下水流動状態の長期変動性評価に及ぼす影響を定

量的に評価することが可能な手法を概ね整備できたと言える。 

 
表 2.1-4 不確実性の反映方法 
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地形変遷の概念 数値化処理

モデルA 海底にあった地形（丘陵）が150万年

かけて現在の標高になったと仮定
－

モデルB サロベツ向斜～幌延断層間を傾斜
補正

モデルC 大曲断層～幌延断層間を傾斜補正

１Ma以降、幌延断層以東（丘陵地）

が平衡状態にあったと仮定

時間断面

気候 温暖期 寒冷期 温暖期 寒冷期 温暖期 寒冷期

3.6～ 12.6～ 3.6～ 12.6～ 3.6～

5.6 14.6 5.6 14.6 5.6

降水量 818～ 1495～ 818～ 1495～ 818～

（mm/年） 935 1710 935 1710 935

河川流出量 557～ 483～ 802～ 439～

（mm/年） 637 610 1035 566

実蒸発散量 176～ 416～ 176～ 416～ 176～

（mm/年） 229 470 229 470 229

涵養量 69～ 104～ 96～ 174～ 140～

（mm/年） 85 231 159 322 204

現在 14万年前 45万年前

気温（℃）

1759

1198 882～1115

443

118

13.6

現在 14万年前 45万年前

上部境界 最小値 69 96 140

条件（涵養量） 平均値 93.5 163.5 231

[mm/年] 最大値 118 231 322

水理モデル

表 2.1-5 古地形の推定の概念化及び数値化（平野部：幌延地域の例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2.1-6 地形モデルのバリエーション（幌延地域の例：100 万年前モデル） 

 
表 2.1-6 水文環境の各構成要素の推定（山間部：東濃地域の例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
表 2.1-7 地下水流動解析の境界条件の設定例 
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2.1.5  モデルの妥当性の検討 

構築した統合数値モデルについては、そこに含まれる不確実性を評価するとともに、検証

（Verification）及び妥当性確認（Validation）が重要である。検証は、仮定する数理モデルに対

する数値計算が妥当であるかどうか、妥当性確認は、対象とする物理現象に対して適切な計算結

果が得られるかどうかに関するものとされている（高田, 201113)）。そのため、統合数値モデルの

検証に関しては、適正な手法により計算がなされているかということが焦点になる。他方、妥当

性確認は、数値モデルの計算結果が実際の現象を正しく再現しているかということが焦点になる。 

数値モデルの妥当性確認の事例として、本事業では地形変化シミュレーションを用いて、地形

学的発達履歴に基づき復元した過去の地形モデルの信頼性や不確実性の幅について検討した。そ

の結果、地形変化シミュレーションが数十万年を対象とした地形変化の推定に有効な技術である

ことが確認でき、その手順や留意点を技術的ノウハウとして整理した。古地形推定技術と地形変

化シミュレーションを組み合わせることで、推定した古地形モデルの妥当性確認やそのモデルの

不確実性の定量評価が可能となる。抽出した不確実性は、モデルバリエーションとして地下水流

動状態の長期変動性評価に反映することができる。 

また、東濃地域（山間部）及び幌延地域（平野部）を事例として、地下水中の塩分濃度の変化

に着目した移流分散解析の実施を通じて、14C 濃度などに基づき推定した地下水年代や地下水中

の塩化物イオン濃度が水理モデルの妥当性確認及び更新に有効であることが示された（日本原子

力研究開発機構, 201614), 201712)）。解析的に推定した涵養域から評価対象地点までの移行時間を

地下水の滞留時間として、14C 濃度などに基づく地下水年代と比較することで、その推定結果の

妥当性を確認する。さらに、ボーリング調査で得られた地下水中の塩化物イオン濃度の情報に基

づき、解析で推定した塩分濃度（比濃度）分布の妥当性を確認することができる。上記のアプロ

ーチは、図 2.2.3-3 にフローとして提示した。この一連のアプローチを実施することで、水理モ

デルの妥当性確認及び更新ができるとともに、現在の濃度分布を再現するための水理学的条件並

びに地球化学的条件やその長期的な変動性を定量的に推定することが可能となる。 

 
2.1.6  モデルの可視化技術の提示 

モデルの可視化技術については、既存技術を利用することを前提とし、既存の可視化技術に関

するレビューやインタビューを行うとともに、可視化技術の検討と合わせ、可視化すべき項目に

ついても整理し、効果的な可視化手法を選択するための基盤的な情報を整備した（日本原子力研

究開発機構, 201515)）。また、本事業では、百万年以上に及ぶ時間スケールで変化していく地質環

境を可視化するための技術が必要となることから、時間変化する現象を可視化する方法について

検討・整理し、その方法のいくつかについて適用例を提示するとともに（日本原子力研究開発機

構, 201614), 201712)）、地質環境の長期安定性に係る評価技術の共有化や理解促進を図ることを目

的として、様々な可視化事例についてカタログ形式で整理した（日本原子力研究開発機構, 

201712)）。これは地下という一般には見ることができない空間において時間的に変化する現象を

分かりやすく表現することを目指した取り組みの一つであり、整理した可視化カタログは、原子

力機構の公開 HP（http://www.jaea.go.jp/04/tono/gsp/visualizations.html）に掲載した。 

また、過去の地形・地質発達史や地表環境の変遷履歴などの情報、数値モデル及び数値シミュ

レーションの結果を用いて、過去百万年前から現在までの地形変化や気候変動による地表環境の

変化及びそれらに伴う地下水の流れを対象に、画像や動画などの効果的な可視化手法について検

討した（図 2.1-7）。さらに可視化手法の検討結果を踏まえて、地下水流動の可視化や地形変化・

気候変動の可視化コンテンツと簡易な CG を組み合わせて、「過去百万年前から現在までの地質環

境の長期的な変化を表現できることやそのモデル化技術の整備が進められていること」をコアメ
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ッセージとした、専門家以外の一般層を対象とした、山間部と平野部を事例とした可視化映像を

制作した（図 2.1-8、図 2.1-9）。 

 
2.1.7  まとめ 

本事業では、地表環境と（深部）地質環境における各分野（地形、地質、水理、地球化学）を

統合的に取り扱い、地表環境モデルと地質環境モデルの各モデルを整合的に表現する数値モデル

（統合数値モデル）を構築するための方法論の提示を目的とした検討を進めてきた。 

その結果、幌延地域と東濃地域をそれぞれ平野部と山間部の事例とした分野間の FEP の相互

関係やその相互関係を踏まえた統合数値モデルを提示するとともに、統合数値モデル構築の流れ

や考え方をフロー図などで取りまとめた。また、統合数値モデル構築に内在する不確実性の定量

化及び評価手法や、モデルの妥当性確認の手法を具体例として示した。さらに、既存の可視化技

術のレビューや統合数値モデルの可視化手法の検討、研究成果の紹介映像の制作を通じて、超長

期の時間スケールで変化する地表環境や地下空間を効果的に可視化するための手法や演出を技術

的知見として整理した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2.1-7 気候変動の表現の例 

（上段：温暖期の表現、下段：寒冷期の表現） 
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図 2.1-8(a)  制作した映像コンテンツのスクリーンショット（山間部：東濃地域の例） 

（上段：イントロダクション、中段：研究領域における現在の地質環境の説明、 

下段：研究領域における現在の地下水流動の説明） 
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図 2.1-8(b)  制作した映像コンテンツのスクリーンショット（山間部：東濃地域の例） 

（上段：地表と地下数 km の地下水流動の比較、中段：過去から現在の地形・地表環境の変化の 

概要紹介、下段：研究領域における地形変化の説明） 
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図 2.1-8(c)  制作した映像コンテンツのスクリーンショット（山間部：東濃地域の例） 

（上段：研究領域における地形変化の説明、中段：研究領域における気候変動の説明（温暖期）、

下段：研究領域における気候変動の説明（寒冷期）） 
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図 2.1-8(d)  制作した映像コンテンツのスクリーンショット（山間部：東濃地域の例） 

（上段：現在と過去の地形条件における地下水流動の比較、中段：温暖期と寒冷期における 

地下水流動の比較、下段：エンディング） 
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図 2.1-9(a) 制作した映像コンテンツのスクリーンショット（平野部：幌延地域の例） 

（上段：イントロダクション、中段：研究領域の説明、 

下段：研究領域における現在の地下水流動の説明） 
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図 2.1-9(b) 制作した映像コンテンツのスクリーンショット（平野部：幌延地域の例） 

（上段：研究領域における現在の地質環境の説明、下段：研究領域における地形変化の説明） 
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図 2.1-9(c) 制作した映像コンテンツのスクリーンショット（平野部：幌延地域の例） 

（上段：研究領域における気候変動の説明（温暖期）、下段：研究領域における気候変動の説明（寒

冷期）） 
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図 2.1-9(d) 制作した映像コンテンツのスクリーンショット（平野部：幌延地域の例） 

（研究領域における海水準変動の説明） 
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図 2.1-9(e) 制作した映像コンテンツのスクリーンショット（平野部：幌延地域の例） 

（上段：現在と過去の地形条件における地下水流動の比較、中段：温暖期と寒冷期における 

地下水流動の比較、下段：エンディング） 
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2.2 個別モデル構築における検討 

2.2.1 地形・地質モデル 

（1） 背景と目的 

百万年に及ぶ長期間の地形・地質の変化が地下環境（特に地下水の流動特性と地球化学特性）

に与える影響を評価する際に、数値シミュレーションは有効なアプローチとなる。そのような数

値シミュレーションを行うにあたり、必要となるのが、現在及び過去の地形・地質の数値モデル

である。そして地形・地質の数値モデルは、地下環境の変化の空間的差異を評価するという観点

から二次元のものよりも三次元のものの方が望ましい。しかし、わが国において、現在の地形・

地質を三次元で数値モデル化した例はあるが（例えば、木村ほか, 20131)）、過去の地形・地質を

三次元で数値モデル化した例は極めて少ない。そこで本事業では、わが国の山間部と平野部にお

ける百万年前～現在までの地形・地質を三次元数値モデル（以下、「地形・地質モデル」という）

で構築する技術の確立を目指し、岐阜県の東濃地域と北海道の幌延地域をそれぞれ山間部と平野

部の事例に、(1) 地形・地質モデル構築に必要な情報の収集と統合化（日本原子力研究開発機構, 

20152)）と (2) 地形・地質モデルの構築（日本原子力研究開発機構, 20163), 20174)）を行った。

さらに、これらの一連の作業プロセスを通じて、地形・地質モデルの構築の考え方や流れを統合

化データフローとして整理するとともに、地形・地質モデルの構築作業に内在する不確実性を抽

出し、その発生要因や区分を整理した。これらの成果は、各年の報告書に記載されていることか

ら、ここでは概要のみ以下に記す。 

 
（2） 結果 

① 情報の収集と統合化 

東濃地域（山間部）と幌延地域（平野部）における過去百万年間の地形・地質発達史の理解に

必要な既存文献及びデータ（ボーリングデータ、地質断面図、地形学図に代表される各種主題図

など）を収集するとともに、不足するデータの作成を行った（日本原子力研究開発機構, 20152)）。

そして、それらの情報から地形・地質の長期変遷シナリオを読み取るために、編年表、地形・地

質概念モデル図といった形で情報の統合化を行った。ここでは、東濃地域（山間部）における編

年表と地形・地質概念モデル図の例を、図 2.2.1-1 に示す。 
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図 2.2.1-1 編年表と地形・地質概念モデル図の例（山間部：東濃地域） 
日本原子力研究開発機構 (20152), 20163))から作成。地形・地質概念モデル図は編年表の黄色の範

囲のもの。地形・地質概念モデル図は、下から順に 3～2 Ma、2～1 Ma、1 Ma 以降、現在の地形・

地質の概念モデルである。 
 
② 地形・地質モデルの構築 

蓋然性の高いと考えられる地形・地質の長期変遷シナリオに基づき、地形・地質モデルを構築

する時代と範囲、地形・地質モデルの構築方針と手順をそれぞれ決定した。 

東濃地域（山間部）では、100 万年、45 万年、14 万年及び現在の四時代において地形・地質

モデルを構築した。地形・地質モデルの範囲は、(1) 土岐川流域の約 20 km 四方（図 2.2.1-2 の

モデル化領域 A）、(2) 御嶽山、木曽山脈から濃尾平野東端にかけての縦約 40 km、横約 100 km

の範囲（図 2.2.1-2 のモデル化領域 B）である。一方、幌延地域（平野部）では、100 万年、33

万年及び現在の三時代において地形・地質モデルを構築した。地形・地質モデルの範囲は、大陸

棚外縁から断層・褶曲運動により形成された丘陵・山地を含む、縦約 30 km、横 80～90 km の

ほぼ長方形の範囲である（図 2.2.1-3）。 

地形・地質モデルの構築方針と手順、そして用いたデータ及びパラメータの決定根拠は、日本

原子力研究開発機構 (20163), 20174))に詳しく記した。以下は、過去の地形・地質モデル構築に係

る要点である。 

東濃地域（山間部）のモデル化領域 A の地形モデルに対しては、「古地形面」、「断層山地の隆

起」、「濃尾傾動運動による隆起」、「地形の開析」の四点を考慮した処理を行った。一方、モデル

化領域 B の地形モデルに対しては、「断層山地の隆起」、「濃尾傾動運動による隆起」、「地形の開

析」の三点を考慮したうえで、100 万年前の地形モデルに対しては「御嶽山の出現前の地形」を
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考慮した処理を、14 万年前の地形モデルに対しては「氷期における河谷の谷埋め」を考慮した処

理をそれぞれ行った。東濃地域（山間部）の過去の地質モデルについては、「過去の地質境界の三

次元的な形状は、現在と同様であった」と仮定したうえで、過去の地形モデルと同様の変位量を

与えて作成した。作成した東濃地域の地形・地質モデルを図 2.2.1-4 に示す。 

幌延地域（平野部）の過去の地形モデルに対しては、「地形の開析」、「断層・褶曲運動による隆

起・沈降」、「東西圧縮による地層の変形」、「海底地形」の四点を考慮した処理を行なった。幌延

地域の過去の地質モデルについては、現在の地質モデルに対して、地層の線長を考慮したバラン

ス断面（例えば、Niizato et al., 20105)）と隆起・沈降史（太田ほか, 20076); 新里ほか, 20077)）

を参照して作成した。作成した幌延地域の地形・地質モデルを図 2.2.1-5 に示す。 

 

 

図 2.2.1-2 東濃地域（山間部）におけるモデル化領域 
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図 2.2.1-3 幌延地域（平野部）におけるモデル化領域 

 

 

図 2.2.1-4 東濃地域（山間部）の地形・地質モデル 

日本原子力研究開発機構 (20163), 20174))から作成。 
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図 2.2.1-5 幌延地域（平野部）の地形・地質モデル 

日本原子力研究開発機構 (2016)3)から作成。 

 
③ 統合化データフロー及び不確実性の整理 

 東濃地域及び幌延地域をそれぞれ山間部と平野部の事例とし、百万年スケールの三次元地形・

地質モデルの構築作業を踏まえて、地下水流動状態の長期変動性を評価するにあたっての過去の

地形・地質モデル構築の考え方や流れを統合化フローとして整理した（図 2.2.1-6）。また、地形・

地質モデルの構築作業に内在する不確実性を抽出し、その発生要因や区分を整理した（表 

2.2.1-1）。統合化データフロー形式で整理することで、地形・地質モデルの構築において必要と

なるデータの種類やそれらを組み合わせた解釈・解析、及び概念モデルとアウトプット（数値モ

デル）作成までの流れを明示することができた。 
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図 2.2.1-6 地下水流動状態の長期変動性評価に関する統合化データフロー（地形・地質モデル） 

 

表 2.2.1-1 地形・地質モデルにおける不確実性の整理（日本原子力研究開発機構, 20174）） 

 
 

  

作業項目 作業内容 不確実性 不確実性の発生要因 不確実性区分

①情報の収集・整理

既存文献や調査結果に基づいて、地形（陸
上，海底）及び地質の分布・形状、海岸線位
置の変動範囲（沿岸地域の場合）及びそれら
の変化（地史）に関わる情報や着目すべき地
形・地質要素を把握するための地下水流動解
析結果などの情報を収集・整理する。

地形・地質の分布・形状
とその変化に関する情報
の精度や解釈の違い

情報の欠如による理解不足や手法の違い（地
形学的、地質学的、地球物理学的など）によ
り異なる結果や解釈が得られる可能性があ
る。

データの不確実性

②FEP解析に基づく考
慮すべき事象の抽出

収集・整理した情報に基づいて対象地域にお
けるFEP解析を実施し、百万年程度の期間で
考慮すべき事象を抽出する。

抽出したFEPの適切性

収集した情報の不確実性や情報の欠如による
理解不足により、関連するすべての事象が抽
出できない（または、除外されたFEPが適切
でない）可能性がある。

③編年表／シナリオの
作成

百万年程度の期間を対象に抽出した事象を時
系列で整理（気候・地形・地質・テクトニク
スなどを時系列で並べた編年表を作成）する
とともに、分野間で整合の取れた長期変遷シ
ナリオを作成する。

地形・地質事象に関する
天然のプロセスの理解

編年表に整理する各事象の発生時期や事象間
の関連性（シナリオ）には、収集した情報の
不確実性や情報の欠如による理解不足による
影響が含まれており、複数のシナリオが想定
できる可能性がある。

④モデル化領域の設定

概括的な地形・地質分布に基づいて、評価対
象となる領域を通過する地下水流動系を包含
しつつ、地下水の分水界となる尾根や河川な
どを境界とした領域を設定する。

モデル化領域設定の違い

百万年程度の期間では、海水準変動や地殻変
動に伴う地形・地質分布の変化によって、地
下水の分水界となる尾根や河川などが変化
し、評価対象領域を通過する地下水流動系に
影響を及ぼす可能性がある。

概念の不確実性

⑤概念モデルの構築
抽出した事象とシナリオに基づいて、考慮す
べき事象とその変遷に関して概念的に記述し
たモデルを作成する。

地形・地質事象に関する
天然のプロセスの理解

各事象に対して収集した情報や編年表・シナ
リオの不確実性（例えば、事象の時空間分布
の解釈の違いなど）により、複数の概念モデ
ルが構築できる可能性がある。

概念の不確実性

⑥数値モデルの構築
概念モデルで表示した各事象に関して、収集
した情報に基づき、百万年程度の期間の数値
モデルを作成する。

数値モデルの構築方法

数値的なばらつきや異なる解釈がある情報の
取り扱い方や単純化の方法、地形・地質の分
布・形状の復元プロセスの違いなどによっ
て、複数の数値モデルが構築できる可能性が
ある。

概念の不確実性／
データの不確実性

　システムの不確実
性

／概念の不確実性
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（3） まとめ 

本事業では、東濃地域と幌延地域を山間部と平野部の事例として、百万年前から現在までの複

数の時間断面における地形・地質を三次元の数値モデル（地形・地質モデル）の形で復元する技

術の開発を行った。地形・地質モデルの構築に至る一連の作業プロセスを通して明らかになった

課題は、(1) 地形・地質モデルの構築過程において内在する不確実性が地形・地質モデルに与え

る影響や、そうした不確実性の幅を分析・評価すること、(2) 地形・地質モデル構築に係る情報

や作業プロセス、そこに含まれるノウハウを含めた一連の流れを明確化し、百万年以上の時間ス

ケールの地形・地質モデル構築に関する汎用性のある方法論を整備すること、である。 
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2.2.2 水理モデル 

（1） 背景と目的 

地層処分における地質環境の安定性を評価するうえで、自然現象に伴う地質環境特性の長期変

化を考慮することが重要であり、この地質環境特性の一つである地下水の流動方向や流速といっ

た地下水流動特性の時間変化を評価するうえでは、水理モデルの構築が必要となる。水理モデル

は、地形分布や水理地質構造の水理特性を反映した地下水の水圧分布や流速分布などの地下深部

の地下水流動特性を数値化したものである。水理モデル構築に際しては、地下水流動特性に与え

る影響因子を抽出するとともに、それらを考慮した水理地質構造モデルの構築や地下水流動解析

を実施する必要がある。さらには、水理モデルの構築作業に内在する不確実性を定量的に取り扱

い、地質環境特性の長期的な変化を評価することが必要となる。 

本事業では、東濃地域と幌延地域を山間部と平野部の事例として、既存情報から水理データを

収集・整理し、2.2 に取りまとめた地形・地質モデルをベースとして水理地質構造モデルを構築

するとともに、水理地質構造モデルを用いた地下水流動解析を試行しつつ、過去から現在までの

地下水流動状態の長期的な変動性を評価するための方法論についての検討を行った。 

 
（2） アプローチ 

東濃地域と幌延地域をそれぞれ山間部と平野部の事例として、地下水流動特性の長期変遷を評

価するうえで重要な FEP の抽出や、各 FEP の相関を整理するとともに、地下水流動特性に関連

する長期変遷を考慮した地下水流動解析を実施することで、地下水流動状態の長期変動性を定量

的に評価可能な手法の整備を進めた。また、水理モデルの構築作業に内在する不確実性を抽出し、

その発生要因や区分について整理するとともに、不確実性が地下水流動状態の長期変動性に及ぼ

す影響の評価を試みた。さらに、地形変化と気候・海水準変動に着目し、それらが地下水流動状

態に及ぼす長期変動性を評価するにあたっての水理モデル構築の考え方や流れ、地下水流動状態

の長期変動性評価の手順や不確実性の反映方法について整理した。 

 
（3）  実施結果 

1） 地下水流動特性の長期変遷に関わる FEP の相関の整理 

東濃地域（山間部）と幌延地域（平野部）における地下水流動特性の長期変遷に関わる FEP

の相関については、図 2.2.2-1 のように整理することができた。地下水流動特性への影響因子と

しては、東濃地域では「地形変化」や「気候変動」が主な影響因子であり、幌延地域ではそれら

に加えて「続成作用に伴う水理特性の変化」が主な影響因子として抽出された（日本原子力研究

開発機構, 20141)）。大局的な「地形変化」や「続成作用に伴う水理特性の変化」は百万年オーダ

で、局所的な「地形変化」や「気候変動」は十万年オーダの時間スケールでの変化として捉える

ことが重要と言える。 
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図 2.2.2-1 地下水流動特性の長期変遷に関わる FEP の相関（左：東濃地域、右：幌延地域） 

 
2） 地下水流動状態の長期変動性の評価手法の整備 

過去から現在までに生じていたと想定される地形分布や涵養量・海水準を設定した複数の水理

地質構造モデルを用いた定常状態の地下水流動解析及び粒子追跡解析を実施し、それらの解析結

果を統計処理することで、地下水流動状態の長期変動性を定量的に評価可能な手法を整備した（日

本原子力研究開発機構, 20152), 20163)）。統計処理では、地形変化などに伴い地下水流動状態が受

ける影響度を変動係数、地下水流動状態の変化の大小を標準偏差で整理する。なお、変動係数は

標準偏差を算術平均で規格化したものであり、統計解析の母集団の数値の大小の影響を排除した

影響度の評価指標である。東濃地域（山間部）及び幌延地域（平野部）を事例として本評価手法

を適用した結果、過去から現在にかけての地下水流動状態の長期的な変動性を定量的かつ空間的

に評価可能であることを具体例として提示した（図 2.2.2-2、図 2.2.2-3）。本評価手法を用いる

ことで、山間部である東濃地域では地形変化が、平野部である幌延地域では地形変化と気候変動

が、地下水流動状態の長期変動性評価における重要因子であることが明らかとなった（日本原子

力研究開発機構, 20163), 20174)）。さらに、平野部は山間部と比較して地下水流動特性は緩慢であ

るものの、自然現象の変化による影響を受けやすい特徴があることを定量的に示した（日本原子

力研究開発機構, 20163)）。 

地下水流動状態の長期変動性評価に内在する不確実性を抽出し、地質環境の各モデルにおける

作業プロセスごとに整理した（表 2.2.2-1）。東濃地域（山間部）及び幌延地域（平野部）を事例

として、代表的な不確実性に基づく複数の水理地質構造モデルを構築し解析を実施した結果、本

評価手法を適用することで不確実性を考慮した地下水流動状態の長期変動性の評価が可能であり、

それぞれの不確実性が及ぼす影響の程度や違いの定量的な分析、重要な不確実性の抽出が可能で

あることを具体例として提示した（日本原子力研究開発機構, 20174)）。 

水理モデル構築の考え方や流れを図 2.2.2-4 の統合化データフローの形式で整理することで、

水理モデルを構築するために必要なデータの種類やモデル化及び解析に至る一連の考え方、地質

環境の各モデルで得られた情報との関連性や統合の流れを明示した（日本原子力研究開発機構, 

20185)）。また、図 2.2.2-5 に示すように地下水流動状態の長期変動性評価の作業フローでは、統

合化データフローの概念モデルからアウトプットに至る各作業とそれらの流れ、抽出した不確実

性の反映方法を整理した（日本原子力研究開発機構, 20185)）。 
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（4） まとめ 

東濃地域と幌延地域を山間部と平野部の事例として、百万年以上に及ぶ時間スケールで過去か

ら現在までの地下水流動状態の長期変動性評価の考え方や手法といった技術基盤を整備した。本

事業で整備した考え方や一連のアプローチを適用することで、地形変化や気候・海水準変動が地

下水流動状態に及ぼす影響を定量的かつ空間的に評価することが可能となる。 

 

 

 

 

図 2.2.2-2 地下水流動状態の長期変動性評価の事例（山間部：東濃地域） 

 

 
図 2.2.2-3 地下水流動状態の長期変動性評価の事例（平野部：幌延地域） 
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図 2.2.2-5 地下水流動状態の長期変動性評価の作業フロー 

 
表 2.2.2-1 地下水流動状態の長期変動性評価に内在する不確実性 

 
 

 
  

評価領域の設定

後背地地形を含む
モデル化領域の抽出

評価領域周辺を対象と
した地形解析の実施

地下水流動解析，
粒子追跡線解析の実施

評価領域の地下水流動
系の推定（現在）

モデル化領域
境界の影響

モデル化領域
の修正

水理地質構造モデルの
構築（現在）

地下水流動解析，
粒子追跡線解析の実施

評価領域の地下水流動
系の整理（過去）

水理地質構造モデルの
構築（過去）

なし

あり

なし

あり

解析結果の
統計処理

地下水流動概念モデル
の構築（現在）

地下水流動概念モデル
の構築（過去）

地下水流動状態の
長期変動性の評価①

①

モデル化領域
境界の影響

モデル化領域の設定

不確実性の抽出
（地形分布、涵養量・
海水準の設定値など）

データ データの解釈 概念モデル 数値モデル

概念の
不確実性

○地形・地質事象に関す
る天然のプロセスの理解
○モデル化領域設定の
違い

○数値モデルの構築方法
○モデル化手法の違い
○離散化手法の違い

データの
不確実性

○地形・地質の分布・形
状とその変化に関する情
報の精度の違い
○水理特性の設定値やば
らつき
○境界条件の設定値やば
らつき

○地形・地質の分布・形
状とその変化に関する情
報の解釈の違い
○水理地質構造区分設定
の違い
○境界条件の設定値やば
らつき

○数値モデルの構築方法
○モデル化手法の違い

不確実性
の区分

システムの
不確実性

■：全モデル共通，■：地形・地質モデル，■：地表環境モデル，■：水理モデル

作業プロセス

○抽出したFEPの適切性
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2.2.3 地球化学モデル 

（1） 背景と目的 

地下水の地球化学特性（主に地下水の塩分濃度、pH 及び酸化還元状態など）は、地下水流動に

伴う複数の異なる水質の地下水の混合や岩盤中での水－鉱物－微生物相互反応などにより形成さ

れる。そのため、地球化学特性の長期変遷を推測するためには、地下水流動に関わる諸現象と長

期的な水－鉱物－微生物相互反応プロセスを理解する必要がある。地下水流動の長期変遷は水理

地質構造の分布・発達過程や沿岸域においては海進・海退などに応じて変化する。長期的な水－

鉱物－微生物相互反応は、鉱物の変質や二次鉱物の沈殿、堆積岩であれば地層中の有機物の熟成

などに影響を受ける。これらの様々な現象が起きた時間断面での地下水の地球化学特性の変化や

その際に作用したプロセスを推定することにより、地球化学特性の長期変遷に関わる影響の程度

を推定することが可能となる。本節では、岐阜県東濃地域及び北海道幌延地域をそれぞれ山間部

と平野部の研究事例として、重要な地質環境特性やイベント及びそれらに関わるプロセス

（Features, Events and Processes; 以下、「FEP」という）を時間軸に沿って抽出し、地球化学

特性の長期変遷に関わるモデル化手法の検討を行った。 

 
（2） アプローチ 

地下水流動に関わる水理モデルと地下水流動の影響を受ける可能性のある地球化学モデルの相

互関連について確認し、それぞれのモデルに含まれる複数の FEP の相関性の強弱を把握すること

を目的として、地下水流動解析により得られた長期的な地下水流動の変遷（長期的な流動域や相

対的滞留域の変化など）と、地下水の水質や年代など地球化学特性について比較を行った。また、

東濃地域（山間部）を事例として、「地下水流動状態の長期的な変動性の小さい領域」と「相対的

に変動性の大きい領域」におけるそれぞれの地下水について、水－鉱物反応に関わる熱力学的解

析及び地下水流動に関わる移流分散解析により、領域ごとに地球化学特性（主に水質と pH）の長

期的変動性について解析を行った。 

 

（3） 結果・考察 

① FEP の整理と長期的な地球化学特性に関わるシステム区分 

東濃地域（山間部）及び幌延地域（平野部）における個々の諸現象と地球化学特性の関連につ

いては、時間断面ごとに図 2.2.3-1 のように整理することができた。また、地球化学特性の長期

変遷を考察するための水理特性に関わるシステム区分と鉱物情報に基づく地球化学特性のシステ

ム区分を図 2.2.3-2 のように整理することができた。東濃地域（山間部）と幌延地域（平野部）で

は、地球化学特性（地下水化学・鉱物・微生物）に係る変化の時間スケール、関連する主要プロセ

スが異なる。 

山間部の事例である東濃地域では、研究領域北部（地下水流動上流域）において Na-(Ca)-HCO3

型地下水、瑞浪超深地層研究所（Mizunami Underground Research Laboratory; 以下、「MIU」

という）が位置する南部（地下水流動下流域）において Na-(Ca)-Cl 型地下水が分布しており、流

動域と滞留域の地下水年代と地球化学特性を理解することで、地下水流動・水質の長期変遷に関

わる可能性のある様々な地質現象から、重要な地質現象を選別することが可能になると言える。

水質、安定同位体比、放射性同位体、希ガス組成及び炭酸塩鉱物などの二次鉱物の起源や分布に

基づいて FEP を整理した結果、地下水の滞留時間より短い地質現象（気候変動に伴う涵養量変化

や表層地形変化、断層形成などに伴う透水性分布の変化など）は、地下水流動・水質に与えるイ

ンパクトが小さいと考えられた。 
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平野部の事例である幌延地域においては、浅部において Na-HCO3 型地下水が、深部では Na-

Cl 型地下水が分布し、地下水の総溶存成分濃度は深度とともに増加する傾向を示している。大局

的な地下水の水質形成プロセスは、新第三系の堆積岩が堆積する過程で地層中に取り込まれた当

時の海水が残留・変質し、浅部では淡水の浸透により希釈されていると解釈できる。現在の地下

水の pH は中性付近に分布しており、長期間にわたり無機的な化学反応により維持されてきたと

考えられる。地下水の酸化還元状態については、主に鉄と硫黄の酸化還元反応により、還元状態

が長期的に維持されてきたと推定される。幌延地域に分布する地下水の年代は概ね地層の堆積年

代を反映しており、特に深部では堆積時に取り込まれた当時の海水が長期的に滞留していること

を示しており、表層環境の変化が地下深部の地球化学特性に与える影響は小さいと考えられた。 

以上のように、両地域において主要な FEP の抽出と相互作用、地下水流動解析と比較するため

のシステム区分を明らかにすることで、地下水流動が地球化学特性に与える影響について、より

詳細に評価することが可能となる。 

 

 
図 2.2.3-1 東濃地域(山間部)及び幌延地域(平野部)における地球化学特性に関わる FEP の相関 

 

 

図 2.2.3-2 東濃地域(山間部)及び幌延地域(平野部)における長期的な地球化学特性に関わるシス

テム区分 

 
② 地下水流動状態の長期的な変動性と地球化学特性の分布の比較 

東濃地域（山間部）の古水理地質学的知見を踏まえて実施された地下水流動解析で推定された

「地下水流動状態の長期的な変動性の大きい領域」の地下水年代は、14C 濃度に基づいて数千年‐

一万数千年（デッドカーボン未補正）と見積もられており、涵養する水の入れ替わりに応じて地

下水の化学組成が数千年‐数万年で変化してきた可能性を示唆する。「地下水流動状態の長期的な

変動性の小さい領域」においては、MIU で得られた 14C 濃度から地下水の滞留時間は約 3 万年程

度と見積もられている（Nakata et al., 20161)）。地下水流動解析で推定された同領域の地下水の

ダルシー流速は 10-10 m s-1オーダー（100 m の距離の地下水の移動時間は数万年程度）であり地
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下水年代と整合的である。地下水の化学組成は長期的な地下水流動の変化に影響を受け得るが、

涵養水が天水由来の淡水であり続ける限り、その化学組成は天水と現在観察される岩盤中の鉱物

との数千年‐数万年にわたる水－岩石反応により形成されることになる。特に水－鉱物反応が主

な形成プロセスとなる pH や酸化還元電位などは、地下水流動の変化に伴う影響が小さいと考え

られる。pH 条件が維持されてきた時間スケールは、隆起・侵食といった FEP の時間スケールと

同等であり、pH に関わる炭酸塩鉱物の保存年代から長期的な pH の変動幅は小さいと推察され

る。 

加えて、地下水中の塩分濃度の変化に着目した移流分散解析結果に基づき、解析領域内におけ

る地下水の水質分布の長期変遷に関する知見を取りまとめた。現在観察される塩分濃度分布を再

現しうる水理学的条件として、本解析で解析領域として設定した土岐川流域の広範囲に分布する

土岐花崗岩は、MIU 周辺で取得された物性値よりも 1 オーダー程度低い透水性を有すること、1 

km 以深には 1.0×10-10 m s-1オーダーの低透水性の岩盤が分布すること、それらの岩盤の透水性

に応じた間隙率を有することが挙げられる。また、100 万年前においては地表から数 km の地下

深部に、海水（20,000 ppm）相当の塩化物イオン濃度の地下水が分布することが地球化学的条件

であることが明らかとなった。高塩分濃度地下水の長期的な変動性としては、100 万年前から現

在における地形変化や涵養量の変化に伴って、地下水流動の変動域では洗い出されるものの、相

対的な地下水流動の滞留域では 100 万年の間塩水として残留する可能性が解析的に示された。 

幌延地域（平野部）においては、深部（勇知層）が地下水流動状態の長期的な変動性が小さい

領域と推測され、幌延深地層研究センター周辺は、深部と比較すると相対的に地下水流動状態の

長期的な変動性が大きい領域となった。幌延深地層研究センター周辺においては、海岸部深部と

比較して相対的に地下水流動状態の長期的な変動性が大きい領域と目されるものの、地下水の滞

留年代が 100 万年オーダーであり、かつ古海水由来の地下水が長期的に賦存しており、地球化学

特性は長期的に安定状態にあったと言える。海岸部に分布する勇知層は、沖積層及び更別層の深

度 500 m 付近まで天水由来の淡水系地下水が分布しており（氷河期に涵養した天水と示唆）、深

度 800 m 以深の勇知層及び声問層で塩化物イオン濃度が現海水と同等の地下水が分布することが

明らかになっている。地下水年代については、勇知層（深度 800 m 以深）における 36Cl 濃度によ

る評価において、数十万年から百万年以上と見積もられている。なお、希土類元素やトリウムは、

陸域起源の砕屑物由来の鉱物や堆積物埋没後の続成作用の過程で生じた二次鉱物に保持されてお

り、現在に至るまで長期にわたり保持されている（村上ほか, 20162)）。そのため、水理地質特性・

岩相の長期的な変化が物質移動に関わる地球化学特性に与える影響は小さいと考えられる。 

 
（4） まとめ 

上記の結果を踏まえ、塩分濃度の長期的な変動性を解析的に推定するための実施項目やそれら

の関係性をフローとして整理した（図 2.2.3-3）。これらの一連のアプローチを実施することで、

過去の塩分濃度条件を定量的に推定でき、かつ過去から現在までの地下水流動状態の変化を考慮

した地下水中の塩分濃度の変動プロセスを整理することが可能となる。 

また、過去から現在にかけての地球化学環境の変遷に関する情報は、地下水流動の変動域や滞

留域といった長期的な変動性の評価に必要となる。そのため、現在の水質・同位体・鉱物などの

データに基づく地球化学環境の変遷の推定に関する考え方や流れを統合化データフローとして整

理した（図 2.2.3-4）。 
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図 2.2.3-3 塩分濃度の長期的な変動性を推定するためのアプローチ 
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地下水の滞留時間
（涵養域～評価対象地点）の算出
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整合性
NG
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塩化物イオン濃度分布

整合性
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・過去の塩分濃度条件の推定
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2.2.4 地表環境モデル 

地層処分における地質環境の安定性を評価する際には、自然現象に伴う地質環境特性の長期変

化と整合的な地表環境の状態（降水量や蒸発散量及びそれらから推定される河川流出量や地下水

涵養量など）を設定する必要がある。地表環境の状態を設定するにあたっては、自然現象に起因

する地表環境や生物相の変化の結果、地表環境の構成要素にどのような影響を与えるかを整理し

たうえで、地下水流動解析の入力条件となる地下水涵養量の変化などを定量的に把握しておくこ

とが重要である。 

本事業では、自然現象の変化に伴う地表環境の変遷をモデル化するための方法論を構築するこ

とを目的として、古地形・古気候・古環境や表層水環境などを考慮した地表環境の状態を明らか

にするとともに、地表環境の領域や状態の時間的変遷に関する検討を実施した。 

なお、地表環境の状態の時間的変遷を考慮するにあたっては、対象とする時間断面における地

形・水文環境（降水量、蒸発散量及び河川流出量）を推定することが肝要となる。そこで、平成

26 年度までに革新的要素技術開発において実施した地下水涵養量推定技術の成果を活用し、整備

した推定手法の適用事例を蓄積するとともに、各推定手法の妥当性の確認・高度化について検討

し、モデル化技術との連携を図った。 

まず、諸外国における実際の地表環境条件を考慮した生活圏評価注1)の方法論（例えば、SKB, 

20111)など）を参考に、経時的な事象の変化に伴う地表環境の状態変遷を記述する方法を検討し

た。具体的には、経時的な事象の変化としては、地殻変動・気候変動に着目し、それらに応じて

生じる地形・地質、気温、水収支などの変化が地表環境の状態整理及び概念化に与える影響につ

いて図 2.2.4-1 のように整理した。 

また、地下水涵養量推定技術の成果を適用し、地表環境の状態設定において重要な要素となる

浸透量や河川流出量、涵養量の変化について、東濃地域（山間部）及び幌延地域（平野部）を事

例として、長期的な時間変遷を考慮した地形・水文環境の推定を実施した。地下水涵養量推定に

おいては、まず、公開情報に基づく観測結果、気温と降水量及び気温と蒸発散量の関係性から、

過去の降水量と蒸発散量を推定した。また、地形モデルに基づく地形変化を考慮した河川流出量

推定手法により、過去の河川流量を推定した。これらの結果から、水収支法により過去の地下水

涵養量を推定した。表 2.2.4-1 に東濃地域（山間部）、 表 2.2.4-2 に幌延地域（平野部）におけ

る水文環境の各構成要素の推定結果を示す。これらの結果から、これまでに開発した地形、水文

環境の推定手法を適用して山間部における過去の地表環境構成要素を推定できることが確認され

た。一方で、復元した 100 万年前の地形を対象とした河川流出量推定において、平坦地形での流

路抽出に課題が確認された。また、平野部における地下水涵養量の推定においては、降水量、蒸

発散量といった気象要素の変化に比べ、超長期における地形変化及び気候変化による海進、海退

による地形的特徴の変化の影響が大きいこと、寒冷期の涵養量については降水量のみならず積雪

融水量の推定が重要であることが示唆された。 

  

                                                  
注1) 地層処分の観点から見た地下の環境である「地質環境（岩盤やそこに含まれる地下水からなる）」

の上部に広がる、人間が生活の範囲においてアクセス可能な環境を「地表環境」と定義する。地表環

境で営まれる人間の生活様式を含めて「生活圏」と呼び、そこで人間が受ける地層処分による影響を

評価したものを「生活圏評価」と呼ぶ。 
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図 2.2.4-1 の整理の結果及び前述の地下水涵養量推定技術を適用した長期的な時間変遷を考慮

した地形・水文環境の推定結果から、東濃地域（山間部）及び幌延地域（平野部）における地表

環境の状態整理及び概念化について、以下の点に着目して整理した。結果を表 2.2.4-3 及び表 

2.2.4-4 に示す。 

 図 2.2.4-1 に示す影響の中から、数 km～数十 km 程度の領域を設定した場合に地表環境

の状態変化を生じ得る影響として、地形の変化、地下水流動路の変化、気温の変化及び降

水量の変化 

 特に、地形の変化と降水量の変化の影響を受けるプロセスとして、浸透量（涵養量）及び

河川流出量に関して、地下水涵養量推定技術に基づく地表・水文環境の推定結果 

 地表・水文環境の推定を行うにあたって参照した地形変化などの環境条件についても、地

表環境の状態設定 

 
地下水涵養量推定技術の成果を活用して、過去のいくつかの時間断面に対する地表・水文環境

を推定し、山間部及び平野部における適用可能性を検討した。特に、山間部での地表・水文環境

の推定に適用性が高い手法を平野部に適用することにより、いくつかの重要な留意点が抽出され

た。また、推定された地表・水文環境や地形・地質発達史をもとに、過去のいくつかの時間断面

に対する地表環境の状態を整理し、概念化に必要となる因子を抽出した。これらにより、様々な

地表環境の状態を設定するにあたっての着眼点を整理することができた。 

さらに、これらの検討結果を集約し、地表環境モデルの統合化データフローを作成した。図 

2.2.4-1 にフローを示す。山間部及び平野部ともに同様の統合化データフローを適用することで、

地表環境の長期変遷を考慮した概念モデル（地表環境の状態）の構築が可能である。 

地表環境モデルの構築に必要なデータのうち気温（現在）、降水量（現在）は一定の値に収束す

る性質のものではないことから、それらの気象条件の影響を受ける蒸発散量（現在）や河川流量

（現在）もばらつきを有するパラメータとなる。また、これら要素に基づいて推定される気温（過

去）、降水量（過去）、蒸発散量（過去）、河川流量（過去）及び地下水涵養量（現在／過去）も、

ばらつきを有するパラメータとなる。したがって、過去から現在までの地表環境の変遷について

は、地表環境を構成する各パラメータを一定の値としてではなく、幅を持った値として推定、評

価することが重要である。 
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図 2.2.4-1 地殻変動・気候変動に起因して生じる地質学的プロセスが地表環境の状態やそこでの

物質移行プロセスに与える影響とその関係 

（GBI：地質環境と生活圏とのインターフェイス、Geosphere-Biosphere Interface の略） 
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植物への
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浸透量 灌漑水量

地表環境の状態や
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（全地球レベル）
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表 2.2.4-1 水文環境の各構成要素の推定結果（山間部：東濃地域を事例として） 

 

 
表 2.2.4-2 水文環境の各構成要素の推定結果（平野部：幌延地域を事例として） 

 
 
  

時間断面

気候
間氷期
（現在）

気温（℃） 13.6 3.6 5.6 12.6 14.6 3.6 5.6 12.6 14.6 3.6 5.6
降水量

（mm/年）
1759 818 935 1495 1710 818 935 1495 1710 818 935

928 1062 508 581 854 976 467 534 流出指標に基づく推定値

975 1115 533 610 905 1035 495 566
140ka：流出指標に基づく推定値+5%
450ka：流出指標に基づく推定値+6%

882 1009 483 552 802 918 439 502
140ka：流出指標に基づく推定値-5%
450ka：流出指標に基づく推定値-6%

実蒸発散量
（mm/年）

443 176 229 416 470 176 229 416 470 176 229 ・気温との相関式（ばらつきの下限値考

慮）から算出

150 178 134 125 225 264 175 172 流出指標に基づく推定値

104 125 109 96 174 205 147 140
140ka：流出指標に基づく推定値+5%
450ka：流出指標に基づく推定値+6%

197 231 159 154 276 322 203 204
140ka：流出指標に基づく推定値-5%
450ka：流出指標に基づく推定値-6%

地下水涵養量
(mm/年）

118 85 69

氷期

45万年前

備考
氷期氷期

現在 14万年前

間氷期

河川流出量
（mm/年）

1198 557 637

間氷期

時間断面

気候

気温（℃） 5.7 7.7 -2.3 -0.3 5.7 7.7 -2.3 -0.3 5.7 7.7 -2.3 -0.3

降水量※

(mm/年)
1662.5 1836.3 491.5 542.9 1662.5 1836.3 491.5 542.9 1662.5 1836.3 491.5 542.9

河川流出量
(mm/年)

881.1 973.2 78.6 86.9 532.0 587.6 19.7 21.7 182.9 202.0 9.8 10.9

実蒸発散量
(mm/年)

460.5 513.8 247.0 300.4 460.5 513.8 247.0 300.4 460.5 513.8 247.0 300.4

地下水涵養量
(mm/年)

320.9 349.3 165.9 155.6 670.0 734.9 224.9 220.8 1019.1 1120.5 234.7 231.7

※　氷期については降水量+融雪水量に補正

現在 33万年前 100万年前

間氷期 氷期 間氷期 氷期 間氷期 氷期
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表 2.2.4-3 山間部における地表環境の状態の整理の結果（山間部：東濃地域を事例として） 

 
（※1）形状に関しては、地形図などからの判読 
（※2）町田ほか編 (2003)2)を参考に設定 

 
表 2.2.4-4 平野部における地表環境の状態の整理の結果（平野部：幌延地域を事例として） 

 
※1；形状に関しては、地形図などからの判読 
※2；町田ほか編 (2003)2)を参考に設定 

  

地形の特徴（※1） 河川の状態（※1） 地下水涵養量の状態
永久
凍土

気候の状態（※2） 植生の状態（※2）

間氷期
（現在）

山地の北側斜面では急

峻な地形となっている

ものの、全体としては

なだらかな丘陵状の地

形が広がっている。

本流とともに支流が発達
している。

－ なし 暖温帯 照葉樹林

氷期 同上
[現在]と比較して、5割程

度の流量となる。

[現在]と比較して、6～7
割程度の涵養量となる。

なし 亜寒帯～冷温帯 針葉樹林～ステップ

間氷期
河川上流部の地形が[現
在]と比較してなだらか
となる。

[現在]と比較して、7～9
割程度の流出量となる。

河道形状はそれほど大き

く変わらない。

[現在]と比較して、9割～

2倍程度の涵養量となる。

涵養量の増加の主な要因

は地形がなだらかになる

ことによる河川流出量の

減少である。

なし 暖温帯 照葉樹林

氷期 同上
[現在]と比較して、4～5
割程度の流出量となる。

[現在]と比較して、8割～

1.4倍程度の涵養量とな

り、概ね、現在と同等程

度である。

なし 亜寒帯～冷温帯 針葉樹林～ステップ

間氷期

[現在]と比較して、山地

の占める割合が減少す

る。河川周辺の地形の

起伏がなだらかにな

り、支流が減少する。

[現在]と比較して、7～9
割程度の流出量となるが

140kaに比べ若干少な

い。河道形状が大きく変

化し、支流がほとんどな

くなる。

[現在]と比較して、1.5～
2.7倍程度の涵養量とな

る。涵養量の増加の主な

要因は地形がなだらかに

なることによる河川流出

量の減少である。

なし 暖温帯 照葉樹林

氷期 同上

[現在]と比較して、4～5
割程度の流出量となる

が、140kaに比べ若干少

ない。

[現在]と比較して、1.2～
1.7倍程度の涵養量とな

り、現在よりも増加す

る。

なし 亜寒帯～冷温帯 針葉樹林～ステップ

間氷期

[450ka]と比較して、山

地の占める割合がさら

に減少し、起伏がなだ

らかとなる。

[現在]と比較して、河道

形状が大きく変化し、

450kaと比較してさらに

支流が短くなる。

河川流出量は推定でき

ず。

－ なし 暖温帯 照葉樹林

氷期 同上 同上 － なし 亜寒帯～冷温帯 針葉樹林～ステップ

1Ma

Time サイクル

地表環境の概念化

現在

140ka

450ka

地形の特徴
※1

河川の状態
※1 地下水涵養量の状態

永久凍土の
影響

気候の

状態
※2

植生の

状態
※2

温暖期
（現在）

東部の大半は山岳・丘陵地（森林帯）

となっており、西部は細長く発達した

海岸砂丘の海岸とその内陸に湿地帯や

平野状の地形が広がっている。

一級河川の本流とともに支流が発達し

ている。また、沼が存在する。
－ 考慮せず 冷温帯 夏緑樹林

寒冷期
[現在－温暖期]と比較して、氷期の海退
により海域の陸化が進んでいる。平坦な
地形が広く分布する。

平坦な（流出しにくい）地形が広く分布す
るため、[現在－温暖期]と比較して、1割
弱程度の流量となる。

[現在]と比較して、2分の1
程度の涵養量となる。

考慮せず 亜寒帯 針葉樹林

温暖期
[現在－温暖期]と比較して、海進により陸
域が減少している。平坦な地形が広く分
布する。

平坦な（流出しにくい）地形が広く分布す
るため、[現在－温暖期]と比較して、6割
程度の流量となる。

[現在]と比較して、2倍程度

の涵養量となる。
考慮せず 冷温帯 夏緑樹林

寒冷期
[現在－温暖期]と比較して、氷期の海退
により海域の陸化が進んでいる。平坦な
地形が広く分布する。

平坦な（流出しにくい）地形が広く分布す
るため、[現在－温暖期]と比較して、数%
程度のかなり小さい流量となる。

[現在]と比較して、6～7割
程度の涵養量となる。

考慮せず 亜寒帯 針葉樹林

温暖期
[現在－温暖期]と比較して、海進により陸
域が大きく減少している。平坦な地形がさ
らに広く分布する。

平坦な（流出しにくい）地形が広く分布す
るため、[現在－温暖期]と比較して、2割
程度の流量となる。

[現在]と比較して、3倍程度

の涵養量となる。
考慮せず 冷温帯 夏緑樹林

寒冷期
[現在－温暖期]と比較して、氷期の海退
により海域の陸化が進んでいる。平坦な
地形がさらに広く分布する。

平坦な（流出しにくい）地形が広く分布す
るため、[現在－温暖期]と比較して、1%
程度のかなり小さい流量となる。

[現在]と比較して、7割程度

の涵養量となる。
考慮せず 亜寒帯 針葉樹林

100
万
年
前

時間 サイクル

地表環境の概念化

現
在

33
万
年
前
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3. 革新的要素技術の開発 

 
3.1  後背地解析技術 

3.1.1  背景と目的 

日本列島では、過去十～二十万年程度までに関しては、編年に必要となる段丘などの地形学的

情報が多くの地域で得られることから、その情報に基づき隆起・侵食などによる変動傾向や速度

を把握することは可能と考えられる。一方、十万年を超えるような長期においては、山地の形成

やそれに伴う侵食速度の増加などの大規模な地形変化が生じる可能性がある。山地の形成によっ

ては、地下数百 m 以深の地質環境においても動水勾配や地下水移行経路が大きく変化する可能性

がある（尾上ほか, 20091); 草野ほか, 20112)）。そのため、地質環境長期変動モデルのうち特に地

形・地質モデルの構築において、十万年を超えるような期間の地質環境の変化を扱う場合には、

山地の発達段階についても考慮することが重要となる。 

山地の発達段階の把握、すなわち、その山地がいつから隆起を開始し、どのように成長してき

たかという山地の形成過程を明らかにするための手法としては、複数の放射年代測定法から復元

された過去の熱イベントの時期や温度などを用いて山地の削剥史を推定する熱年代学的手法（末

岡ほか, 20153)）や、起伏などの地形的形状を解析することにより山地の発達段階を評価する方法

（浅森ほか, 20124)）の他、供給源となる山地の下流域に分布する砕屑物の堆積学的・岩石学的ア

プローチによる後背地解析が有効であると考えられる（図 3.1-1）。 

従来から行われてきた後背地解析では、露頭観察によって礫種組成や堆積構造を記載すること

により、堆積物の岩種や古流向が調べられてきたが、露頭の分布に制約がある場合などは、これ

ら古典的な手法のみで後背地を推定することがしばしば困難となる。限られた露頭やボーリング

コアなどの試料から細粒の堆積物を大量に分析することができれば、後背地解析技術の有効性が

格段に向上する。すなわち、それらの測定データを下流の堆積物試料と上流（後背地）に分布す

る源岩試料との間で比較することにより、後背地の変化の推定に利用できる。また、堆積物はし

ばしば風化の影響を受けているが、ジルコンなど一部の重鉱物や石英は風化に強く、かつ比較的

広く存在するため、これらの鉱物に着目した分析による後背地解析技術の整備が望まれる。以上

の背景に基づき、本事業では、山地・丘陵の隆起開始時期と形成過程の推定及び古地形の復元に

おける精度や分解能の向上に必要な手法を整備するため、砕屑粒子の地球化学特性・物理化学特

性・放射年代値などを指標とした手法を組み合わせた後背地解析技術の開発を行ってきた。 

本事業を進めるにあたりまず、既存の後背地解析技術の情報を整理し、各手法の利点や問題点、

技術開発における重要な着眼点の抽出を行った。その結果、堆積物を構成する砕屑粒子と供給源

に分布する岩石の地質学的特徴を比較するのに有効な手法として、主成分及び微量元素の化学組

成を用いた地球化学的手法、石英の電子スピン共鳴（Electron Spin Resonance: 以下、「ESR」と

いう）・光ルミネッセンス（Optically Stimulated Luminescence: 以下、「OSL」という）・熱ルミ

ネッセンス（Thermal Luminescence: 以下、「TL」という）信号を用いた物理化学的手法、ウラ

ン-鉛（以下、「U-Pb」という）法、フィッション・トラック法、アルゴン-アルゴン法などの放射

年代測定法が抽出された。さらに、古流向を把握する帯磁率異方性測定やテフラを用いた堆積時

期の決定などが後背地解析において有効な手法となる可能性が高いことを示した。これらの情報

を整理し、山地・丘陵の隆起開始時期と形成過程の推定及び古地形の復元に係る精度と分解能の

向上に必要な後背地解析手法の開発フローを提示した（図 3.1-2）。 

一方、抽出された個別要素技術の中には、高度化・最適化や適用性の検証が望ましい技術があ

り、後背地解析全体の中で特に重要と位置付けられる技術について、本事業の中で要素技術の整

備を進めてきた。具体的には、1) 岩石の同定技術の効率化、2) 重鉱物の化学組成分析に基づく砕



61 

屑物供給源の推定、3) 石英の ESR・OSL・TL 信号測定に基づく砕屑物供給源の推定、4) シルト

～細粒砂の帯磁率異方性測定による古流向の推定、5) OSL 年代測定、6) 年代決定に有効なテフ

ラカタログの整備である。本報告書ではまず、これら個別要素技術開発の概要と成果について述

べる。 

さらに、個々の技術の向上や有効性の確認及び対象地域に応じたそれらの技術の最適な組み合

わせを検討するため、地質環境長期変動モデルの開発において事例研究対象とした、山間部とし

ての東濃地域（平成 26 年度～）及び平野部としての幌延地域（平成 28 年度～）において、各技

術の適用性の確認・検証を行った。事例研究地域では、後背地解析技術、さらには地形・地質モ

デルの構築に向けた反映に資する目的で、得られた分析・解析データを基に、堆積物供給源にお

ける古地形の変化や、山地の発達過程に関わる断層運動の履歴などについて議論した。 

本事業による技術開発を通じて得られた知見やノウハウに基づき、後背地解析手法の開発フロ

ーを最適なものに更新し、地質環境長期変動モデルの構築に反映できるように考慮しながら、後

背地解析技術に関する個々の手法の適切な組み合わせ及び総合的な評価について取りまとめた。 

 

 

図 3.1-1 本事業における後背地解析技術開発の位置づけ 

 

 
図 3.1-2 後背地解析技術の開発フロー 
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3.1.2 個別要素技術の整備 

（1） 岩石の研磨片・薄片記載に基づく検討 

後背地解析においては、砕屑物とその供給源となる地質体を比較するうえで、指標となりうる

特徴を把握することが重要である。砕屑物中に岩石が礫として含まれる場合には、礫の組織や鉱

物組み合わせ、モード組成、色指数といった記載岩石学的情報を指標とすることができる。この

うちモード組成は、現在でもポイントカウンティング法による測定が一般的であるが、この手法

は測定者の鉱物判別能力により結果が左右され、測定に多大な労力と時間を要する。そこで、モ

ード測定の定量化及び効率化を目的として、走査型 X 線分析顕微鏡及び広く普及した画像処理・

解析ソフトウェアを用いたモード測定手法を構築した（図 3.1-3；日本原子力研究開発機構, 

20175)；植木・丹羽, 20176)）。この手法は、ソフトウェアでの難解な操作や高度なプログラミング

の知識を特に必要とせず、かつポイントカウンティング法ほど測定者の鉱物判別能力が結果に影

響しないため、特に花崗岩質岩石については、モード組成に基づく検討を効率よくかつ、より客

観的な観点から進めることができる。 

 

 

図 3.1-3 走査型 X 線分析顕微鏡の分析結果を利用した花崗岩の鉱物分布図作成の例 

 
（2） EPMA を用いた重鉱物の分析技術 

限られた露頭やボーリングコアなどの試料から細粒の砕屑物を大量に分析することができれば、

後背地解析の効率が格段に向上することが期待される。特に、風化に強く、比較的普遍的に存在

するジルコンなど一部の重鉱物や石英に着目した分析技術が整備されることが望ましい。 

重鉱物については、化学組成に加え、U-Pb 年代（平田ほか, 20047)）や CHIME（Chemical Th-

U-total Pb Isochron Method；Suzuki and Adachi, 19918)）年代といった放射年代が後背地解析

の指標として利用できる。本事業では、フィールドエミッション電子プローブマイクロアナライ

ザ（JEOL JXA-8530F FE-EPMA）（以下、「EPMA」という）を導入し、重鉱物の迅速な定量分

析や CHIME 年代測定に関する技術開発を実施した。 
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1）  重鉱物の迅速な分析 

EPMA を用いて重鉱物の粒子ごとの定量分析を連続的かつ迅速に行い、砕屑物や基盤岩に含ま

れる重鉱物の構成比や特定の重鉱物（ジルコンなど）の化学組成を対比することで後背地の推定

を行う手法を開発した（以下、「重鉱物スクリーニング」という；日本原子力研究開発機構, 20169)；

清水ほか, 2017a10)）。重鉱物の構成比については、重液分離などにより重鉱物を濃集させ、ランダ

ムに重鉱物を拾い出して粒子ごとに EPMA 分析を行ったうえで、その化学組成に基づき重鉱物の

種類を同定し、存在比を計算する。化学組成比については、重液分離などで濃集させた重鉱物か

ら、風化耐性のあるジルコンなど特定の鉱物のみを拾い出して EPMA 分析を行い、鉱物の化学組

成を測定することで計算する。 

開発した手法の有用性を確認するため、東濃地域の土岐砂礫層の試料（日本原子力研究開発機

構 (2017)5)の地点 22 で、露頭の下部から上部へ順に F2、F5、F7、F8、F14、F10、F11、F12 及

び F13）にこの手法を適用し、露頭記載との比較を行った。また、試料採取地点の土岐砂礫層の

後背地岩体と推定される基盤岩の試料（苗木・上松花崗岩、伊奈川花崗岩、濃飛流紋岩）につい

ても同様に分析した。これらの基盤岩は、普通角閃石の有無やジルコンの Y2O3含有量により区別

することができる（図 3.1-4）。Y2O3に富むジルコンが苗木・上松花崗岩で多く確認されているこ

とは Suzuki and Yogo (1986)11)でも指摘されており、重鉱物スクリーニングの結果は既往研究と

も矛盾しない。 

地点 22 の砕屑物試料については、露頭の下部の試料（F2、F5、F7 及び F8）と上部の試料（F14、

F10、F11、F12 及び F13）との間で傾向の違いが見られた（図 3.1-5）。すなわち、上部の試料で

は、黒雲母の風化生成鉱物である Al バーミキュライトの存在比がやや多くなることに加え、Y2O3

に富むジルコンが特徴的に存在する。礫種組成は、下部は濃飛流紋岩の礫で占められるが、上部

には花崗岩や玄武岩礫も存在する。重鉱物スクリーニングの結果は、上部と下部との礫種組成の

違いと整合的であり、本手法の後背地解析への有効性が示せたと考えられる。 

 

 

図 3.1-4 基盤岩試料の重鉱物組成・ジルコン中の Y2O3量、ESR の Ti-Li 中心信号 
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図 3.1-5 地点 22 の堆積物試料の重鉱物組成・ジルコン中の Y2O3量、ESR の Ti-Li 中心信号 

 
2）  CHIME 年代測定 

CHIME 年代測定は、EPMA で鉱物粒子の微小領域に含まれる Th、U、Pb を定量して、粒子

各部分の形成年代を決定する地質年代測定法である（Suzuki and Adachi, 19918); 鈴木, 201112)）。

特にモナザイトは、U や Th に富む一方で初期鉛をほとんど含まないという特徴を有するため、

鉱物中の微小領域ごとの形成年代の情報を得られる EPMA を用いた CHIME 年代測定が有効で

あると考えられる。 

本事業で導入した JEOL JXA-8530F FE-EPMA は波長分散型分光器を五台備えており、この

うち三台は H 形と呼ばれる比較的新しいタイプの分光器である（日本原子力研究開発機構, 

201513)）。この H 形分光器は従来型の分光器よりも感度が高いため、より短時間での測定が可能

であるが、一方で分解能は従来型に比べて低い。 

本事業では、この H 形分光器の利点を生かして従来よりも短い時間でモナザイトの CHIME 年

代測定を行うことを試みた。従来の分光器に比べて分解能が低い H 形分光器の問題を解決するた

め、Åmli and Griffin (1975)14)の方法による干渉補正を行いこの影響を克服した。この手法によ

り求めた干渉補正係数を用いてモナザイトの CHIME 年代測定を行ったところ、福井県の江若花

崗岩で 69 ± 8 Ma、オーストラリアの Cooma 花崗岩で 432 ± 26 Ma という結果を示し、いずれ
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についても先行研究の結果と誤差の範囲で一致する結果が得られた（図 3.1-6；Shimizu et al., 

201715)）。また、ジルコンとゼノタイムについても、本装置による CHIME 年代測定の適用性を

確認した（柴田ほか, 201516)）。したがって、H 形分光器の特性を活かした CHIME 年代測定は実

用化の見通しが得られたと考えられる。 

 

図 3.1-6 江若花崗岩と Cooma 花崗岩のモナザイトの PbO-ThO2*プロットと年代計算結果 

 
（3） 石英の ESR 信号を用いた技術 

石英粒子などでは、自然放射線により損傷を受けて生成された不対電子が格子欠陥で捕獲され

る。このような不対電子は、ESR 信号として検出することができる。 

石英は、堆積物中に普遍的かつ多量に存在するとともに、風化に強いことから、石英を利用し

た後背地解析が適用できれば非常に有効な手段となり得る。これまでにも、石英粒子の ESR 信号

に基づき、風成塵の供給源の推定が試みられた事例がある（例えば、Toyoda and Naruse, 200217); 

Nagashima et al., 200718)）。 

本事業では、この ESR 信号強度を用いて砕屑物及び後背地の岩体に含まれる石英の特徴の違い

を比較することで、砕屑物の供給源の推定を試みた。ESR 信号測定のために試料から石英だけを

抽出するための試料調製についても、幡谷・白井 (2003)19)を参考に、本事業において最適な手法

を構築した（図 3.1-7；日本原子力研究開発機構, 201513)）。 

ESR 信号測定は、JEOL RESONANCE JES-X320 により、石英の Al 中心信号、Ti-Li 中心信

号及び E1’中心信号を測定した（日本原子力研究開発機構, 20175)）。東濃地域の基盤岩及び地点

22の堆積物試料に対して適用した結果、堆積物試料（F-1～F-14）の Ti-Li 中心信号について、下

部の F-1～F-9は濃飛流紋岩中の石英が示す値に近いのに対して、上部の F-10～F-14は花崗岩中

の石英が示す値に近いことが分かった（図 3.1-4及び図 3.1-5）。この結果は、露頭の下部では本

地点の基盤をなす濃飛流紋岩の礫で占められているのに対して、上部では濃飛流紋岩の他に花崗

岩や玄武岩の礫が含まれているという露頭記載と整合的であると言える。このことから、砕屑物

及び基盤岩中の石英の Ti-Li 中心信号を用いた比較についても、前述した重鉱物スクリーニング

とともに、砕屑物の供給源の推定に適用できる場合があることが示された。 
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図 3.1-7 ESR 信号測定のための石英粒子の抽出フロー 

比重の単位は「g cm-3」とする。 

 
（4） 石英の OSL・TL 信号を用いた技術 

OSL は、ある波長の光を鉱物・結晶などが受けた時に、自然放射線の被曝により生じた放射線

損傷の解消によって鉱物・結晶が発光する現象である。一方 TL は、同様の放射線損傷が加熱に

より解消され発光する現象である。既往研究からは、砕屑物と花崗岩中に含まれる石英粒子の

OSL 信号や TL 信号に基づき、砕屑物の供給源に関する情報が得られる可能性も示されている（例

えば、Tsukamoto et al., 201120); 高田, 201021)）。 

本事業では、砕屑物及び後背地の岩体に含まれる石英粒子について OSL・TL 信号を測定し、

これらの信号特性を用いた砕屑物の供給源を推定する手法の適用性を検討した（日本原子力研究

開発機構, 20175)）。その際、信号強度やその変化傾向を決める要因を明らかにするための粒子径

などとの比較や、複数の要因の重ね合わせからなるルミネッセンス信号特性を要因別に分離する

手法についても開発を進めた。 

基盤岩試料の OSL 信号測定結果（図 3.1-8）では、試料 10-a1 を除くすべての試料において、

測定開始から早い時間に現れる 20-25 s 付近を頂点とするピーク（1st Peak）が見られる。また、

試料 10-a2、13-a3、14、15、16、17、18-a1、20、21-a1、21-a2 及び 25-b1 では遅い時間に現れ

る 600-850 s 付近を頂点とするピーク（2nd Peak）が見られる。2 つのピークが見られるものに

ついて、ピーク強度の比（1st Peak /2nd Peak）を計算して比較を行ったが、基盤岩の種類との

明瞭な相関は認められなかった（図 3.1-9）。基盤岩試料の TL 信号測定結果では、100-110 及び

200-210 ℃付近にピークが見られ、100-110 ℃付近のピークが顕著に高く現れた。ただしこれに

ついても、基盤岩の種類ごとの特徴的な違いの識別はできなかった。そのため、ESR 信号とは異

なり、単純に OSL・TL 信号の違いのみから後背地の岩体を推定するのは困難であると考えられ

る。 

 
図 3.1-8 OSL・TL 信号の特徴 

 (a)：基盤岩の OSL 信号、(b)：基盤岩の TL 信号 
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図 3.1-9 基盤岩試料の OSL 信号のピーク強度比 

 
一方、自然放射線の被曝により生じた放射線損傷が時間とともに増加することを利用し、石英

や長石などの OSL・TL 発光強度を測定することにより、数十万年前～数十年前に形成された堆

積物の堆積年代を直接推定する OSL・TL 年代測定法の開発も進められている（幡谷・白井, 

200319)；塚本・岩田, 200522)；奥村・下岡, 201123)；徳安・田中, 201524)など）。数十万年というの

は山地の発達過程やそれに伴う後背地の変化に関してのみならず、地層処分に係るサイト選定や

安全評価にとって非常に重要な時間スケールであるため、本事業においても、石英の OSL 年代測

定手法の検討を行った。 

東濃地域及び幌延地域の OSL 年代測定の結果（図 3.1-10）、OSL 年代は年代誤差を含めてお

よそ 20～80 ka を示した。また、幌延地域の下層においては、100 ka 以上（蓄積線量 200 Gy 以

上）の OSL 年代が検出された。得られた結果において、高い OSL 年代を示すもの（東濃地域の

TDU）、また、自然及び飽和含水比によって OSL が大きく異にするもの（幌延地域の KS-2）が

みられた。これは含水比が高いことが原因である可能性がある。また、測定した石英試料の OSL

信号には、光に対する反応速度が比較的遅い成分からの信号（medium 及び slow 成分）が含まれ

ているため、年代値が小さく見積もられている可能性がある。そのため、反応速度の速い成分（fast

成分）からの信号だけを用いて年代測定を試み、既往研究の段丘編年、テフラ対比、二次堆積な

どを考慮して堆積時期を検討する必要がある。 
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図 3.1-10 OSL 年代測定結果 

(a)は東濃地域、(b)は幌延地域を示している。飽和含水比を用いた年代は赤色のプロット、自然含

水比を用いた年代は青色のプロットで示している。幌延地域の KS-5～KS-7 は、OSL 年代検出限

界以上（蓄積線量 200 Gy 以上）であったため、測定できなかった。 

 
（5） 帯磁率異方性測定による古流向の推定 

帯磁率は、外部磁場をかけたときに得られる磁化の変化率であり、磁場に対する磁化のしやす

さを表す（中井, 200425)）。堆積物中には様々な磁性鉱物が存在し、これらの分布、形状や配列に

より三次元的な帯磁率強度の分布に違いが生じる。こうした三次元的な帯磁率強度の偏りが帯磁

率異方性と呼ばれる。帯磁率異方性は、長軸・中軸・短軸（Kmax、Kint、Kmin）の三軸からな

る楕円体として表すことができる。堆積物の帯磁率異方性は、堆積物に含まれる個々の磁性鉱物

の形状や配列様式を反映して生じることから、堆積物の流下方向や変形構造を客観的に知ること

ができる（例えば、Byrne et al., 199326)；Ujiie et al., 200027)；川村ほか, 200228)；金丸ほか, 200829)）。

さらに、比較的少量の試料で測定することが可能で、一辺 2 cm 程度のプラスチックキューブで定

方位採取した試料がしばしば測定に供される。以上のような特徴から、帯磁率異方性を用いた古

流向の把握手法は、後背地解析技術として汎用性が高い手法の一つとなり得る。 

古流向の推定は、礫の配列や砂層の堆積構造といった露頭観察に基づき行われるのが一般的で

あるが、シルト層のような細粒な地層に対しては、露頭観察のみでは古流向の推定が困難なこと

も多い。そのような場合、帯磁率異方性の測定から、粒子配列を直接観察・測定することが著し

く困難な細粒砕屑粒子に対してファブリック解析を行い、古流向などを検討することが有効であ

ると考えられる。 

本事業では、平成 26 年度に導入した帯磁率異方性測定装置 AGICO 製 MFK1-FA を用いて、帯

磁率異方性測定の古流向解析への適用性を検討した。まず、礫の配列や砂層の堆積構造から古流

向が推定できる露頭について、細粒のシルト層を定方位採取し、帯磁率異方性を測定して結果を

比較した（日本原子力研究開発機構, 20169)）。その結果、露頭観察と帯磁率異方性測定とで推定

される古流向がほぼ一致することが示された（図 3.1-11；丹羽ほか, 201730)）。 

さらに、帯磁率異方性の長軸・中軸・短軸それぞれの強度や分布に基づき、粒子形状あるいは

流れの強さなどの堆積環境が推定できる場合もある（日本原子力研究開発機構, 20169)）。幌延地

域における検討では、露頭観察によって擾乱の激しい層準と擾乱の少ない平穏な流れが示唆され

る層準とが識別される段丘堆積物において、それぞれシルト～細粒砂層の帯磁率異方性測定を行

い、その測定結果からも、観察されるような堆積環境の違いを明瞭に識別することができた（図 

3.1-12）。 
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図 3.1-11 地点 22 における露頭観察結果及び帯磁率異方性測定に基づく古流向の比較 
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図 3.1-12 段丘堆積物の柱状図と帯磁率異方性測定結果 

露頭位置は日本原子力研究開発機構 (2017)5)の開進地区に相当する。擾乱の激しい層準では、短

軸だけでなく長軸、中軸の分布も良い集中を示し、北方向の速い流れによる配列（インブリケー

ション）を示唆するが、擾乱の少ない層準では、長軸、中軸の分布は低角方向でばらつき、北方

向の弱い流れを示唆する。 

 
（6） テフラカタログの整備 

地質時代を通じ、日本列島の火山は時折、大規模火砕流が流出し、火山灰が広く日本列島を覆

うような巨大噴火を繰り返してきた。降下した火山灰は地層の中に挟まって堆積する。火山灰は

地質学的に短時間に降下・堆積するので、同一の噴火で堆積した火山灰は過去の同一時間を示す

指標となる。これを用いて、堆積物の年代や山地の隆起時期などの地質学的な情報を得ることが

できるため、テフラに関する情報は、後背地解析においても重要である。 

本事業では日本列島全域に幅広く適用できるテフラカタログの作成を目指し、既往研究による

情報が十分でなかった北海道～東北地方のテフラを中心に鉱物組成や火山ガラスの形態・屈折率・

化学組成などの特徴を記載・分析して整理した。整理結果の詳細については、日本原子力研究開

発機構（201513), 20169), 20175)）を参照されたい。 
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3.1.3  事例研究による適用性の確認 

（1） 東濃地域（山間部）における事例 

 日本列島では一般に、山地では削剥が進行し、火成岩や変成岩、付加体堆積岩類のような基盤

岩が広く露出している。東濃地域のような山間部の場合、後背地となり得る岩石は多くの場合こ

れらの基盤岩から構成される。したがって、既往研究に基づき推定される地形・地質構造発達史

を踏まえ、後背地の岩石の候補となる基盤岩試料を選定し、下流側の堆積物と同様の手法で分析

して両者で結果を比較するという手順が後背地解析の基本となる。また、日本列島の山間部にお

ける山地の発達においては、断層運動がしばしば大きな寄与をもたらすことから、断層運動の履

歴も考慮することが重要となる。 

本地域に分布する主要な基盤岩における後背地の推定指標と関わる特徴については、既に図 

3.1-4 に示した。さらに、土岐砂礫層の複数の露頭に対して重鉱物スクリーニングを実施したとこ

ろ、上部礫部層（陶土団体研究グループ, 1994a31)）の上部に相当する層準にはチタノマグネタイ

トが特徴的に多く含まれることが明らかとなった。東濃地域の白亜紀～古第三紀火成岩類はイル

メナイト系列火成岩であり、チタノマグネタイトは通常ほとんど存在しない。したがって、チタ

ノマグネタイトの起源としては、第四紀に活動した上野玄武岩やさらにその上流の中部山岳地帯

に点在する酸化的なマグマを生成する火成岩が考えられる。現在は土岐川流域に位置する地点に

おいても、上部礫部層の上部に相当する層準でチタノマグネタイトの割合が多くなることから（図 

3.1-13）、少なくとも百万年以上前は、木曽川が現在の土岐川を流下していたことが推定できる（日

本原子力研究開発機構, 201832)）。この考察結果は、本事業において構築した百万年前の地形・地

質モデル（日本原子力研究開発機構, 20169)）とも整合的である。 

断層運動に伴う山地の発達と後背地との関係については、前述の地点 22 における下部から上

部への後背地岩体の変化が、近傍に位置する阿寺断層の横ずれ運動と密接に関連があることを指

摘した（安江ほか, 201633)）。さらに、本地域南方に分布する屏風山断層の縦ずれ運動に伴う山地

の形成と近傍の土岐砂礫層の後背地との関係についても議論した（日本原子力研究開発機構, 

20175)；清水ほか, 2017b34)）。 

 
（2） 幌延地域（平野部）における事例 

 幌延地域のように厚い堆積盆を有する平野部では、後背地岩体として山地に露出する火成岩や

変成岩などの基盤岩だけでなく、平野部～中山間部に堆積している海成～陸成の地層の構成物が

より新しい時代に二次堆積したものも候補として考えられる（新里ほか, 200735)）。また、本地域

の基盤岩には苦鉄質岩が広く分布するため、珪長質岩がほとんどであった東濃地域とは異なる地

質環境においても、重鉱物スクリーニングなどが適用できるかどうかのテストフィールドとなり

得る。本地域は東西圧縮による fold-and-thrust belt となっており（小椋・掃部, 199236)）、かつ標

高が高くない（高いところでも標高 200-300 m）ため、断層運動だけでなく、褶曲による山地の

発達や、気候・海水準変動とも比較しながら検討することが必要である。そこで、向斜・背斜の

両翼に分布するほぼ同層準の地層（更新統の更別層）を対象に重鉱物スクリーニングや帯磁率異

方性測定を適用し、fold-and-thrust belt の発達と後背地との関係について議論した。 

 本地域の問寒別地区及び上幌延地区に分布する更別層を対象とした分析結果を図 3.1-14 及び

図 3.1-15 に示す。その結果、問寒別地区東部の重鉱物組成は天塩山地の蛇紋岩体起源と推定され

る蛇紋石や酸化鉄が卓越するのに対し、問寒別地区西部及び上幌延地区（宗谷丘陵の背斜の両翼）

の重鉱物組成ではこれらの鉱物はほとんど認められないことが明らかとなった。また、砂～シル

ト層の帯磁率異方性測定や砂礫層の堆積構造から推定される古流向は、更別層下部では東西性の

方向が卓越するのに対し、上部では南北性の方向が卓越する傾向が認められた。 
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これらの重鉱物組成の違いや古流向の変化は、宗谷丘陵が陸化して削剥場となったことによっ

て宗谷丘陵の両翼では新第三系の砕屑物が供給された一方、天塩山地の蛇紋岩体起源の砕屑物は

問寒別地域が宗谷丘陵の陸化によって内湾～陸生的な環境となったことで、問寒別地区西部およ

び上幌延地区まで運搬されなかったと推察される。問寒別地区における帯磁率異方性測定による

古流向も東西方向から南北方向に変化しており、南に開けた構造盆地となったことを示している

可能性がある。また、テフラの年代測定の結果や既往の生層序学的検討（岡・五十嵐, 199337）を

踏まえると更別層上部の堆積時期である前期更新世の後期には、宗谷丘陵が陸化・成長していた

と考えられ、1 Ma の時点では問寒別地区西部の山地が陸化していたとする本事業において構築し

た地形・地質モデルとも整合的であり、不確実性を考慮して設定したモデルバリエーションの絞

り込みにおいて重要な情報を与えるものである。 

 

 

 
図 3.1-13 土岐川流域の土岐砂礫層（日本原子力研究開発機構, 201832)の地点 26）の 

柱状図及び重鉱物スクリーニングの結果 
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図 3.1-14 問寒別地区における帯磁率異方性測定による古流向の解析結果 

（日本原子力研究開発機構, 201832）） 
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3.1.4  まとめ 

本事業を通じ、地形・地質モデルの構築に反映できる革新的要素技術開発として後背地解析技

術の高度化を進めてきた。特に、走査型 X 線分析顕微鏡及び画像処理・解析ソフトウェアを用い

たモード測定手法の構築、重鉱物スクリーニングによる重鉱物組成分析・化学分析の迅速化、

CHIME 年代や OSL 年代測定技術の整備、石英の ESR・OSL・TL 信号測定に基づく砕屑物供給

源の推定手法の検討、細粒堆積物の帯磁率異方性測定による古流向の推定手法の検討、北海道～

東北地方のテフラを中心としたテフラカタログの整備を行ってきた。また、これらの技術の適用

性の確認として、東濃地域及び幌延地域において事例研究を実施した。その結果、OSL・TL 信号

測定のように後背地解析への適用には課題の残った技術もあったが、重鉱物スクリーニングや帯

磁率異方性測定のように、複数の技術についてその有効性を提示し、後背地解析技術の高度化及

び適用範囲の拡大に貢献した。本事業において有効性を提示した技術について後背地解析のフロ

ーに反映すると、図 3.1-16 の通りとなる。 

今後は、個々の調査・分析技術について、マニュアルなどの文献として整備・更新していくと

ともに、様々な地質条件の場に対する事例の蓄積を通じ、山地や丘陵の形成過程を推定するため

に必要な分析数などの定量的な基準が提示できるようになることが望ましいと考えられる。 

 

 
図 3.1-16 本事業において後背地解析への有効性を提示した技術 
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3.2  地殻変動予測技術 

3.2.1  背景と目的 

地層処分における地質環境の予測及び評価は、過去の自然現象の偏在性や変動傾向に基づき、

将来へ外挿することが基本となる。日本列島における第四紀後期の地殻変動には、変位の向きの

一様性や変位の等速性といった経験則（一様継続性）が見出されている（例えば、笠原・杉村, 

19781); 松田, 19882)）。一方で、時系列解析モデル（自己回帰移動平均モデル）の研究例によると、

過去の期間（N）に成り立っていた関係性（定常性）は、将来になればなるほど、その関係性そ

のものが変化していると考えられるので、0.1～0.2 N 程度であれば関係性が継続する確率が高い

と考えられている（梅田ほか, 20133)）。また、過去のイベントや変動パターン・規模に係る記録

は、遡る年代や地域によって識別できる分解能が異なることから、外挿による予測結果に伴う不

確かさも様々である。さらに、時間スケールごとの変動方向や速度が大きく異なる場合は、その

地域は一様継続性が成立しておらず、単純な外挿による予測には、より大きな不確実性が伴う。

したがって、外挿法による予測においては、対象とする領域における変動の一様継続性の成立性

が重要となる。 

一般に、単純な外挿によって構築可能な将来の地形・地質モデルは、概念的なモデルに留まる

ため、その時空間的な変動を定量的かつ三次元的に評価することは難しい。また、地殻変動は時

空間的に一様ではなく、地殻内の物性不均質などにも支配されると考えられる。このため、地形・

地質学的手法による過去から現在までの長期的な変遷に基づいた帰納的な予測アプローチに加え

て、変動のメカニズムを考慮した運動学的な数値シミュレーションにより、将来の地殻変動を定

量的に評価する演繹的な手法を構築することも重要であると考えられる。 

これらのことから、本事業では、地殻変動の一様継続性を評価するための指標について検討す

るとともに、地下構造の粘弾性不均質を考慮した数値シミュレーションによって、地形・地質構

造の時間発展を定量的に予測する手法の開発を進めた。 

 
3.2.2  地殻変動の予測に係る不確実性（一様継続性）評価指標の検討 

地形・地質学的な情報や山地発達モデルによって推定された、日本列島におけるネオテクトニ

クスの成立時期に関する既存の研究によれば、第四紀の始めから百万年前頃には、多くの地域に

おいて現在の地殻変動の傾向が始まったと考えられている（梅田ほか, 20133)）。しかしながら、

日本海東縁、伊豆半島周辺、沖縄トラフでは、比較的若い時代（第四紀後半）に変動が開始した

と考えられており、変動の方向や速度も将来予測の前提となる定常状態、すなわち一様継続に至

っていないとも考えることができる。これは、測地学的な変動量と地形・地質情報から推定した

変動量に大きなギャップが存在しているといった観測事実からもその可能性が示唆される。また、

背弧海盆の拡大や海溝軸の移動などといったプレートシステムの転換に関する最近の研究（例え

ば、Strak and Schellart, 20144)）によれば、数十万年～数百万年の時間スケールにおけるこれら

の現象は、沈み込むスラブの形状や到達深度などに応じたいくつかの段階で加速度的な変動を示

すことも指摘されている。 

既に述べたように、地層処分における将来の地質環境の予測・評価は、過去の自然現象の偏在

性や変動傾向に基づき、将来へ外挿することが基本となる。特に外挿法による予測においては、

対象とする領域における変動の一様継続性の成立性が重要となる。ここでは、活断層の変位など

の地形・地質学的な情報をもとに推定されるひずみ速度（地質学的ひずみ速度）と、Global 

Navigation Satellite System（以下、「GNSS」という）観測などで推定されるひずみ速度（測地

学的ひずみ速度）との差に着目し、一様継続性の成立性を示唆する指標としての有用性について

検討した。また、地質学的ひずみ速度の推定については、既存の手法を用いた解析を通じてその
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課題を明らかにしたうえで、新たなアプローチについて検討した。 

既存の手法に基づく地質学的ひずみ速度の推定においては、産業技術総合研究所が公開してい

る活断層データベース（産業技術総合研究所, 20155)）に記載された 418 セグメントの断層パラ

メータを用いた。ここでは、Wesnousky et al. (1982)6)により提案された手法を参考に、日本列

島上に仮定された 80 km×80 km の個々の領域における平均的なひずみ速度を計算した。その結

果、海洋プレートの沈み込み方向に短縮変形が卓越し、中部日本を含む西南日本では、概ね南北

～北東－南西方向の伸長変形がみられるといった大局的な特徴が認められた。これらの結果は、

Wesnousky et al. (1982)6)や Kaizuka and Imaizumi (1984)7)が推定したひずみ速度の結果と調和

的であったが、活断層が分布しない領域のひずみ速度は推定できないといった課題が見出された。 

そこで、新たなアプローチとして、同様の活断層データにディスロケーション（断層の食い違

い）モデルを適用することで計算できる地表での変位速度をもとに、地質学的ひずみ速度の推定

を行った。また、布田川・日奈久断層の運動によって 2016 年 4 月に発生した熊本地震に伴う地

殻変動を事例として、この地震により解放された（測地学的に観測された）ひずみと、同断層の

過去の活動履歴をもとにディスロケーションモデルによって推定した地質学的ひずみ速度とを比

較することで、この手法の妥当性を検証した。 

このうち熊本地震を事例とした検討では、活断層データ（産業技術総合研究所, 20155)）に基づ

いて推定した地質学的ひずみ速度の分布が、GNSS による測地観測データに基づいて推定された

地震時及びその余効変動によって生じた震源域周辺のひずみ分布と同様のパターンを示すことが

明らかになった。さらに、布田川・日奈久断層の走向方向における過去の活動一回あたりのせん

断ひずみを地質学的ひずみ速度から推定し、2016 年熊本地震により生じたひずみ（今回の活動一

回あたりのせん断ひずみ）と比較した結果、両者は空間的な分布パターンとともに、定量的にも

整合的であることが明らかになった。以上の成果は、地質学的ひずみ速度の推定手法として、本

手法が概ね妥当であることを示唆すると考えられる。 

また、九州地方全域に対して推定した地質学的ひずみ速度と測地学的ひずみ速度を比較した結

果、九州北部においては両者が調和的な傾向を示すものの、九州南部では整合的ではないといっ

た特徴が認められた（図 3.2-1）。九州南部においては、およそ東西方向に延びるせん断ひずみ速

度の高い領域（以下、「せん断帯」という）の存在が GNSS 観測によって指摘されているが

（Takayama and Yoshida, 20078) ; Wallace et al., 20099)）、その活動に対応する明瞭な活断層の

存在は認められていない。このことは、せん断帯が比較的若い時代に開始した活動によって生じ

ていることを示唆すると考えられ、二つのひずみ速度に差が認められることと調和的である。さ

らに、日本列島全域を事例として実施した同様の検討では、奥羽脊梁山地の他、糸魚川-静岡構造

線や中央構造線などにおける地質学的ひずみ速度と同領域での測地学的ひずみ速度の傾向が調和

的であることが明らかになった。以上の成果は、ディスロケーションモデルを活断層データに適

用することで推定される地質学的ひずみ速度と、GNSS などの測地観測データによって推定でき

る測地学的ひずみ速度との比較が、地殻変動の一様継続性を検討するうえで、有用な情報を与え

ることができることを示唆すると考えられる。 
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図 3.2-1 異なるデータより推定したせん断ひずみ速度 

せん断ひずみ速度の推定に用いた GNSS 速度データ（上左図）、GNSS 速度データより推定し

たせん断ひずみ速度（上右図）、活断層データから推定した水平変位速度（下左図）、推定したせ

ん断ひずみ速度（下右図）の分布を示す。（せん断ひずみ速度は yr -1単位で表示） 

 
3.2.3  地殻変動シミュレーション技術の構築 

一般に、地殻変動は空間的に一様ではなく、プレート間の相互作用の他、地殻内の物性不均質

にも支配されると考えられる。特に、長期にわたる地殻変動をシミュレーションによって評価す

るためには、地下の温度構造や、近年明らかになりつつある地殻流体の存在などに伴う粘弾性不

均質を考慮したシミュレーションにより、地殻の非弾性変形を模擬することが重要と考えられる。

ここではまず、地殻深部における流体の粘性に係る情報を得るため、2011 年東北地方太平洋沖地

震に伴って顕著な沈降が確認されている東北地方の火山地域（Takada and Fukushima, 201310); 

Ozawa and Fujita, 201311)）を対象として地震後の地殻変動を求め、流体に関連した粘性係数の

推定を行った。さらに、粘弾性不均質を考慮したシミュレーション技術を構築するため、2011

年より茨城県・福島県県境付近において活発化した群発地震活動域を対象とした二次元シミュレ

ーションを行うとともに、九州南部のせん断帯を事例とした三次元シミュレーションを実施した。 

 
（1） 測地観測データを用いた地殻流体の粘性係数の推定 

2011 年東北地方太平洋沖地震に伴い、東北地方の火山地域では最大 10 cm にも及ぶ局所的な

地表変位が測地学的な手法によって検出されている。これは地震により広域応力場が変化し、そ

れに伴って地下のマグマ溜りが変形したことによる沈降であると指摘されている（Takada and 

Fukushima, 201310)）。岩石の粘性係数はその温度により変化するが、Takada and Fukushima 
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(2013)10)は、マグマ溜り自体の粘性係数は非常に小さく、事実上瞬時に起こったと考えてよいと

述べている。しかし高温のマグマ溜りの周囲には、それより温度が低く、したがって粘性が大き

い領域が存在すると考えられる。また、この領域は地震後一定の時間をかけて変形すると推測さ

れるため、その微小な地表変位を観測することができれば、それに基づいて粘性係数を推定する

ことができると考えられる。 

火山地域下の流体の存在に係る粘性係数の推定には、国土地理院により蔵王周辺に設置された

GEONET 観測点（観測点 020934）における鉛直変位のデータを使用した。また、解析には F3

解（中川ほか, 200912)）を用い、年周変化は地震前の 5 年間のデータをもとに推定して除去した。

図 3.2-2 に示す結果において、赤実線が指数関数によるフィッティングを示す。一般に、Maxwell

粘弾性体の時定数 τは粘性係数 ηと剛性率 G を用いて、τ = η/G と表される。ここで、G を 30 GPa 

（Wesnousky et al., 19826)）と仮定すると、η = 3×1017 Pa·s（時定数約 4 ヶ月）と見積もられる。

この解析結果には、本震の粘性緩和による地殻変動が重畳している可能性があるが、マントルの

粘性係数が 1019 Pa·s のオーダーであることを考えると、推定された粘性係数はマントルの粘性

緩和とは異なる過程、すなわち地下のマグマ溜り周辺の粘弾性変形の粘性係数であると考えられ

る。以上の結果は、流体分布域またはその周辺域における粘性係数がマントルに比べて 1～2 桁

小さく、このような粘弾性不均質を考慮した地殻変動シミュレーションの重要性を示唆する。 

 

 
図 3.2-2 GEONET 点 020934 の鉛直変位時系列 

赤の実線がフィッティングの結果を表す。 

 
（2） 二次元シミュレーションによる検討 

前項に述べた成果を踏まえた粘弾性シミュレーション技術の検討として、2011 年東北地方太平

洋沖地震の発生後に正断層型の群発地震活動が活発化した茨城県・福島県県境付近（例えば、Kato 

et al., 201113)）を事例として、二次元シミュレーションを実施した。ここでは、地震波トモグラ

フィー（Zhao, 201514)）や MT 法（Umeda et al., 201515)）によって見出された群発地震活動域

下の地殻流体を粘弾性体と仮定し、北米プレート－太平洋プレート間におけるカップリング

（Hashimoto et al., 200916)；Uchida and Matsuzawa, 201117)）を考慮したモデル（図 3.2-3）

に基づいた計算によって、地域的な地殻変動に対する地殻内の流体の寄与について検討した。有

限要素法コード PyLith（Aagaard et al., 201318)）を用いたシミュレーションの結果、地殻流体

分布域の上部で鉛直上向きの変位（隆起）が卓越するといった地形変化に関する傾向の他、深部

流体分布域の直上では圧縮場である一方で、それ以浅では伸長場であるとの地殻応力場に関する

特徴が認められた（図 3.2-4）。これらの結果は、当該地域が隆起場にあること（例えば、Suzuki, 

198919)）や、現在の応力場の特徴（Yoshida et al., 201520)）を定性的に再現していることから、

地殻内に存在する流体が、その周辺の地殻変動場に寄与していることを示唆する。 
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図 3.2-3 二次元有限要素法によるシミュレーションのセットアップ 

灰色の領域が流体分布域に対応する粘弾性体を表す。 

 
図 3.2-4 二次元有限要素法による 100 年間の粘弾性シミュレーション結果 

a) 地形変化。実際の地形変化を 3,000 倍に強調したもの。カラーは鉛直変位量。b) 水平応力。

正の値（赤）は伸長を、負の値（青）は圧縮を示す。 

 
（3） 三次元シミュレーション技術の構築 

三次元シミュレーション技術の構築にあたっては、九州南部のせん断帯を事例とした解析を通

じて検討を行った。当該領域においては、せん断帯の中央部に位置する霧島火山や、その西方で

発生した 1997 年鹿児島県北西部地震の震源域下において、地殻内の流体の存在を示唆する低比

抵抗体が見出されている（Aizawa et al., 201421); Umeda et al., 201422)）。解析では、これらの情

報をもとに、地殻内の流体分布域を粘弾性体として仮定した。また、地表付近における構造不均

質として、防災科学技術研究所による深部地盤構造モデル（藤原ほか, 200923)）を媒質モデルに

組み込んだうえで、フィリピン海プレートの沈み込み及び沖縄トラフの拡大を外力として作用さ

せた地殻変動シミュレーションを実施した。その結果、GNSS 観測により見出されているせん断

帯は、地殻内の粘弾性不均質を考慮しないモデルにおいても大局的な特徴として再現された。ま

た、粘弾性不均質を考慮したモデルでは、せん断ひずみ速度分布の空間変化が比較的大きく、流

体の存在を仮定した領域（粘性率が低い領域）の直上に、せん断ひずみ速度の大きな領域が局所

的に現れ、それらが地表へと繋がる様子が認められた（図 3.2-5）。この特徴は、GNSS 観測デー
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タに基づいて推定された九州地方のせん断ひずみ速度分布（Wallace et al., 20099)）にも認めら

れており、地殻内に存在する流体が、その周辺の地殻変動場に密接に関与していることを示唆す

る。以上の成果は、地殻変動シミュレーションにおける粘弾性不均質考慮の重要性を示唆すると

考えられる。 

 

     

           

図 3.2-5 30,000 年経過時のせん断ひずみ速度の深さ方向の分布 

（日本原子力研究開発機構, 201724）） 

 
3.2.4  地殻変動データの取得によるシミュレーションの妥当性の検討 

前項で述べた地殻変動シミュレーションの妥当性を評価するためには、その解析結果と観測な

どによって得られた地殻変動との比較を行うことが重要である。そのため、九州南部のせん断帯

を事例として過去の地殻変動特性を推定するための古地磁気測定を行った。また、現行の地殻変

動特性を把握するため、地震データを用いた地殻応力場の推定に加えて、GNSS 稠密観測により

詳細な地殻変動を推定し、三次元地殻変動シミュレーション結果との比較を行った。 

 
（1） 過去の地殻変動特性 

地質学的に比較的若い時代に開始した変動の場合、明瞭な断層を伴わない可能性があるが、地

形や地層に幅を持った変形構造として記録されている可能性がある。このような幅を持った変形

構造の把握には、古地磁気学的手法が有効であると考えられることから、九州南部のせん断帯付

近において、地質試料を用いた古地磁気測定及び大円法による解析を試みた。 

測定した試料は、主に後期中新世～鮮新世の火山岩類であり、一部に更新世の火山岩類を含む。

大円法を適用することによって、いくつかの地点では南北に近い方向によく収束した結果が得ら

れたものの、解析結果（方位）のばらつきが大きい地点も認められた（図 3.2-6）。これらは定方

位試料採取時の誤差や、測定試料に火砕流が含まれていることによる不均質性が原因であると考

えられる。ここで、十分な信頼性を有すると考えられる結果のみを参照した場合、領域全体とし

て南北系が卓越することに対して、中央付近のせん断ひずみ速度が比較的大きい領域では南北系
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以外に東西系に近い方向を示す地点も見られた。狭い範囲で方向が大きく異なる領域は、その原

因として、地滑りや岩盤自体の移動や断層付近の局所的な変位・変形なども考えられる。そのた

め、測定結果とせん断帯での地殻変動との関係を厳密に議論することは難しいが、原因の一つと

してせん断帯の運動が関与している可能性を示唆するとも考えられる。 

 

 

図 3.2-6 九州南部せん断帯付近の古地磁気の偏角分布 

(a) ■は古地磁気測定地点であり、○は GNSS 観測点、(b) 古地磁気の方向（偏角分布）、黒矢

印は精度が高い地点、灰色矢印は比較的精度が低い地点、(c) 偏角分布、黒線四角は精度が高い

地点、灰色線四角は比較的精度が低い地点、×印は大円法を適用しない場合の結果。(a)と(b) の

背景には、GNSS 変位速度データより推定されたせん断ひずみ速度を示す。 

 
（2） 現行の地殻変動特性の推定 

① 応力インバージョン法による地殻応力場の推定 

九州南部のせん断帯周辺の地殻応力場の空間変化の特徴を明らかにし、三次元地殻変動シミュ

レーションの結果との比較を行うため、地震のメカニズム解データを用いた応力インバージョン

解析を実施した。解析には、防災科学技術研究所の高感度地震観測網（High Sensitivity 

Seismograph Network Japan：以下、「Hi-net」という）（Okada et al., 200425)）によるイベン

ト波形データを使用した。解析の対象とした地震は、2002 年 6 月から 2015 年 12 月末までの期

間にせん断帯周辺で発生したマグニチュード（M）1.9～3.5 の微小地震 561 個である。まず、東

京大学地震研究所で開発された微小地震波形検測支援システム WIN（卜部・束田, 199226)）を利

用し、これら微小地震の波形データの読み取りと震源決定を行った。解析に使用した地震観測点

は、防災科学技術研究所の Hi-net、気象庁、九州大学大学院理学研究院附属地震火山観測研究セ

ンター及び鹿児島大学大学院理工学研究科附属南西島弧地震火山観測所が運用する 63 点の観測

点である。次に、より精度の高いメカニズム解データを得るために、Double-difference 法 

（Waldhauser and Ellsworth, 200027)）を用いた震源再決定を行ったうえで、Hardebeck and 

Shearer (2002)28)によるメカニズム解決定プログラム HASH1.2 を利用し、メカニズム解の決定

を行った。震源再決定及びメカニズム解の決定の対象となった地震は 551 個である。最後に、こ
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れらのメカニズム解データに対して Michael (1987)29)による応力インバージョンの方法を適用し、

せん断帯周辺における地殻応力場の空間変化の推定を行った。その結果、せん断帯の周辺は、最

小主応力（S3）軸が北北西-南南東ないし北西-南東方向の横ずれ型または正断層型の応力場とな

っていることが明らかになった。 

一方、三次元地殻変動シミュレーションでは、せん断帯周辺の領域が西北西-東南東方向のほぼ

一様な圧縮場となる結果が得られており、応力インバージョン解析結果とのずれが認められた。

これは、既存の研究を参考に設定したフィリピン海プレートの沈み込み方向や沖縄トラフの拡大

方向、さらには九州地方の太平洋側でのプレート間カップリングの空間変化といったシミュレー

ションでの外力条件が、実際とはやや異なることに起因すると考えられる。これらのことから、

応力インバージョン解析によって推定される応力場に関する情報は、地殻変動シミュレーション

に必要な境界条件を検討するうえで、有用な情報であると考えられる。 

 
② GNSS 稠密観測による地殻変動の推定 

九州南部のせん断帯を対象とした GNSS 稠密観測では、せん断帯周辺での現行地殻変動を詳細

に推定するため、平成 28 年 2 月より観測を開始した。しかし、観測開始より約二か月後の同年 4

月 14～16 日に熊本地震が発生し、震源から 60 km 以上離れた稠密観測点にも、この地震に伴う

地殻変動が捉えられた。そこで、この地震の余効変動を推定・除去するとともに、同観測期間に

おける桜島の火山性変動についても補正したうえで、せん断帯周辺の詳細な地殻変動を推定した。

また、せん断帯に対して平行な変動成分について、熊本地震前の変位速度（2007 年 10 月 1 日か

ら 2009 年 3 月 1 日まで）と地震後の変位速度（2016 年 4 月 18 日から 2017 年 9 月 30 日まで）

との比較を行った。その結果、両者には同様の arctangent 型の地殻変動パターンが認められ、

せん断帯深部の断層すべりによる定常的な変動が、熊本地震の発生前後で同様に継続しているこ

とが確認できた。一方で、地殻変動シミュレーション結果においては、このような arctangent

型の地殻変動パターンは明瞭に認められなかった。このような両者の差異は、観測により推定さ

れたせん断帯深部での（断層）すべりがシミュレーションには考慮されていないことが主な原因

であると考えられる。以上の成果は、特に断層近傍を対象として、より詳細な地殻変動を推定す

るためには、モデル領域内に不連続面を導入することが重要であることを示唆すると考えられる。 

 
3.2.5  まとめ 

本事業では、過去から現在、さらには将来の地殻変動を予測する手法の開発を目的として、地

殻変動の一様継続性を評価する指標の検討を行うとともに、地下構造の粘弾性不均質を考慮した

地殻変動シミュレーション技術の構築を進めた。また、シミュレーションの妥当性を検討するた

めに必要な観測を継続して実施した。 

このうち、一様継続性を評価する指標の検討では、従来用いられてきた地質学的ひずみ速度の

推定手法について抽出した課題に対し、ディスロケーションモデルに基づいた推定手法を提案す

るとともに、日本列島全域及び九州地方を事例とした地質学的ひずみ速度と測地学的ひずみ速度

との比較によって、異なる時間スケールにおける地殻変動特性の差に着目した検討事例を示した。

これらの検討によって得られた結果は、地質学的ひずみ速度と測地学的ひずみ速度のパターンの

違いが、地殻変動の一様継続性を議論するうえで有用な情報となり得ることを示唆すると考えら

れる。 

地殻変動シミュレーション技術の構築では、地殻流体の存在が指摘されている茨城県・福島県

県境付近の群発地震活動域や九州南部のせん断帯を事例として、地殻の粘弾性不均質を考慮した

二次元及び三次元シミュレーションを実施した。その結果、GNSS などの観測によって推定され
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た局所的な地殻変動が、流体分布域を粘弾性体として仮定したシミュレーションによって定性的

に再現されることが確認できた。これらの成果は、地殻内の粘弾性不均質がその周辺の局所的な

地殻変動に関与していることを示唆するとともに、地殻変動シミュレーションにおいて、地殻内

の粘弾性不均質を考慮することの重要性を示すと考えられる。 

また、地殻変動に係るデータの取得では、三次元シミュレーションの対象とした九州南部のせ

ん断帯及びその周辺を事例として GNSS 稠密観測を実施するとともに、応力インバージョン法に

よる地殻応力場の推定などを行った。その結果、せん断帯においては、その活動に対応する明瞭

な活断層は認められていないものの、その深部におけるすべり面の存在が見出された。また、

GNSS 稠密観測結果とシミュレーション結果との比較によって、シミュレーションによって地殻

変動を推定するために参照すべき情報や、より詳細な地殻変動を推定するための技術に関する知

見を示した。 
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3.3  地下水涵養量推定技術 

3.3.1  背景と目的 

わが国において地層処分システムの長期安定性を評価するにあたっては、地質環境の急激な変

化を引き起こす可能性のある断層運動や火山活動などの自然現象だけでなく、緩慢ではあるが累

積的・広域的な変化を引き起こす隆起・侵食や気候・海水準変動などの現象も重要であるとされ

ている。このうち、気候・海水準変動が地下水流動特性に及ぼす影響としては、地球規模の気候

変動に伴う海面変化による動水勾配の変化、塩淡境界面の移動や地下水系の規模及び水質の変化

が考えられる。また、気候変動に伴う降水量の変化や隆起・沈降・侵食などに伴う地形分布の変

化など、地表における水文環境の変化も地下水流動に影響を与えると考えられる。  

地下水流動解析により長期的な気候変動や地形変化を考慮した地下水流動特性の変化を推定す

るためには、地下水流動系の上部境界条件となる過去の地下水涵養量について、古気候や古地形

の情報から推定する技術が不可欠となる。そこで、本事業では古気候・古地形の長期変化を考慮

した水収支法に基づく地下水涵養量推定技術を構築し、地質環境長期変動モデルの開発において

事例研究対象とした、山間部の事例として東濃地域及び平野部の事例として幌延地域の両地域に

おいて、地表環境モデルの開発を通じて本技術の適用性確認を行った。 

 
3.3.2 古気候・古地形を考慮した地下水涵養量の推定手法 

水文学における水収支とは、ある地域内における一定期間内の水の流入・流出の均衡状態であ

り、この水の流入量と流出量の関係を示したものが水収支式である（山本, 19861)）。図 3.3-1 に

ある河川流域内における水収支を示す。一年以上の長期間を対象とした場合には、流域内におけ

る地下水の貯留量の変化は小さいと見なすことができ、さらに、他流域との地下水の流入量や流

出量はないと仮定すると、水収支式は式（3.3-1）で表わされる（登坂, 20062)）。 

 
 P＝E＋Q＋G        （3.3-1） 

 
ここで、P：降水量、E：蒸発散量、Q：河川流出量、G：地下水涵養量を示す。 

 
降水量は気温に対しておおまかに正の相関関係を示すとされ（登坂, 20062)）、過去の気温を復

元することによってその時代の降水量を見積もることができると考えられている。全国の気象観

測点のうち、1983～2013 年の気温・降水量データが得られた計 760 地点（気象庁, 20183)）や寒

冷地に位置する諸外国のデータ（国立天文台, 20134)）からも同様の傾向を認めることができる（図 

3.3-2）。蒸発散量については、草野ほか (2010)5)は日本国内及び高緯度域（アラスカ、シベリア、

北欧など）で報告された既往の実蒸発散量について網羅的に情報を整理し、実蒸発散量が観測地

点の位置（緯度）及び年平均気温の変化に対しておおむね調和的な変化を示すことを明らかにし

た（図 3.3-3）。これらの結果から、本事業では、過去の気温を推定し、気温と降水量、蒸発散量

との相関関係から過去の降水量、蒸発散量を推定した。河川流出量に関しては、気候変動に伴う

降水量の変化のみならず、地形変化に起因する河川形状や表面流出特性の変化も考慮する必要が

ある。降水量の変化に伴う河川流出量の変化については、現在における両者の関係（例えば、降

水量に対する河川流出量の割合）を用いて考慮できる可能性がある。しかしながら、地形変化が

生じた場合、河床勾配や河川流出特性が異なるため、現在の関係性が成立しないと考えられる。

したがって、地形変化に伴う河川形状や河川流出特性の変化を考慮した推定方法の確立が課題と

なる。景山ほか (2010)6)は、現在の河川流域を対象として、地形特徴量をもとにした未観測流域

の河川流量推定手法を提案している。 
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本事業では、景山ほか (2010)6)を適用し、地形復元により得られる過去の河川流域を未観測流

域として現在の河川流域と過去の河川流域との間で共通の流出指標を求めることで、地形特徴を

考慮した過去の河川流出量を推定することとした。さらに、河川流量に関する指標と河川流量と

降水量との関係性を表す指標との関係を整理することで、気候変動に伴う降水量の変化を考慮す

ることとした。図 3.3-4 に河川流出量推定の考え方を示す。 

 
3.3.3 事例研究による適用性の確認 

（1） 山間部における事例 

山間部の事例として東濃地域を対象とした地表・水文環境の推定に地下水涵養量推定技術を適

用した。ここでは、現在、14 万年前、45 万年前及び 100 万年前を対象に気候変化、地形変化を

考慮した。降水量・蒸発散量・河川流量の推定結果及び水収支法に基づく地下水涵養量の推定結

果を表 3.3-1 に示す。 

各時間断面での気候条件の違いに着目すると、降水量・蒸発散量は間氷期に比べ氷期で減少し

ている。また、降水量の減少により河川流出量も間氷期に比べ氷期で減少しており、この結果、

地下水涵養量も間氷期に比べ氷期で減少する傾向であることが推定された。また、同一気候条件

における時間断面の違いに着目すると、間氷期、氷期ともに現在の河川流出量に比べ過去の河川

流出量は減少している。これは、過去に遡るにしたがい地形がなだらかに復元されているため、

降水が流域外へと流出し難くなるためと考えられる。この結果、地下水涵養量は過去に遡るにし

たがい多くなり、45 万年前の氷期の地下水涵養量は現在（間氷期）の地下水涵養量よりも多いと

推定された。この結果から、山間部における地下水涵養量は気候変動に伴う降水量、蒸発散量の

変化のみならず、地形変化に伴う河川流出量の変化に影響されることが示唆された。 

これらの結果から、本推定手法を適用して山間部における過去の気候変化、地形変化を考慮し

た地表環境構成要素が推定できることが確認された。一方で、復元した 100 万年前の地形を対象

とした河川流出量推定においては、小流域を形成する流路が抽出できなかった（図 3.3-5）。これ

は、復元された地形モデルの精度が 14 万年前や 45 万年前の地形モデルの精度より悪く、起伏な

どの地形変化が乏しい平坦な地形であったことから、流路抽出アルゴリズムが対応できなかった

可能性が考えられる。なお、本適用事例の推定方法及び推定結果の詳細については、日本原子力

研究開発機構(2016)7)を参照されたい。 

 
（2） 平野部における事例 

平野部の事例として、幌延地域を対象とした地表、水文環境の推定に地下水涵養量推定技術を

適用した。ここでは、現在、33 万年前及び 100 万年前を対象に気候変化、地形変化を考慮した。

降水量、蒸発散量、河川流量の推定結果及び水収支法に基づく地下水涵養量の推定結果を表 3.3-2

に示す。 

気候条件の違いに着目すると、降水量は温暖期に比べ氷期で減少しており、氷期の降水量は間

氷期の降水量の 27～32 %程度である。また、蒸発散量についても、間氷期に比べ氷期で減少し

ており、氷期の蒸発散量は間氷期期の蒸発散量の 48～65 %程度である。河川流出量については

間氷期に比べ氷期で大きく減少しており、氷期の河川流出量は温暖期の 8～10 %程度となり、降

水量、蒸発散量と比べて河川流出量の減少の割合は著しく大きい。これは、気候条件により降水

量が異なることに加えて、間氷期の海進や氷期の海退による陸域領域の変化が寄与しているため

と考えられる。つまり、氷期の海退では間氷期期の海底が陸地となり起伏の乏しいなだらかな地

形が広く分布することで降水が流域外へと流出し難くなるため、河川流出量が減少する。また、

100 万年前の間氷期でみられるように海進により陸域が減少した場合も河川流出量が減少するこ
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ととなる。山間部では気候条件の違いで陸域の変化は生じないと想定できることから、気候変化

に伴う海水準変動による陸域領域の変化は、遠浅な沿岸を含む平野部の特徴であると考えられる。

水収支法により算出した地下水涵養量は、いずれの時間断面においても間氷期に比べ氷期での地

下水涵養量の方が小さい。 

これらの結果から、本推定手法を適用して平野部における過去の気候変化、地形変化を考慮し

た地表環境構成要素が推定できることが確認された。一方で、積雪を伴う間氷期の降水量推定に

あたっては、一水文年間に全ての積雪が融雪せず、積雪として地表に貯留される可能性が高いこ

とから融雪水量を正確に把握する必要があることが明らかとなった。また、遠浅な沿岸部を含む

平野部では海水準変動により陸域が大きく変化し、特に、間氷期の海退により海底部の陸化が大

きく進むような場合は、海域の地形特徴が河川流出特性に大きく影響することが明らかとなった。

遠浅な沿岸部を含む平野部での本手法の適用にあたっては、海域の地形モデルの推定精度の確保

が重要である。本適用事例の推定方法及び推定結果の詳細については、日本原子力研究開発機構

(2017)8)を参照されたい。 

 
3.3.4 まとめ 

古気候・古地形などの長期変化を考慮した水収支法に基づく地下水涵養量推定技術を構築した。

また、山間部及び平野部を対象とした事例研究を通して、本手法により地下水涵養量を含む地表

環境構成要素の推定が可能であることを示すとともに、本手法の適用にあたっての留意事項を整

理した。 

水収支法による地下水涵養量の推定に必要なパラメータは年単位での変動を有するものであり、

一定の値に収束する性質のものではない。また、長期的には氷期・間氷期といった気候変動の影

響を受ける。河川流出量については降水量の変動に加えて地形変化の長期変遷により河川の位置

や河床勾配が変わるといった影響も受ける。したがって、本手法の適用にあたっては、気候変化

や地形変化による影響を踏まえた各パラメータの幅を考慮することが重要である。 

 

 

 

 
 

図 3.3-1 地域内における水収支の概念図 
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図 3.3-2 国内及び諸外国における年平均気温と年降水量の関係 
国内は 1983～2013 年の気象観測データ（気象庁, 20183)）、諸外国は国立天文台 (2013)4)の 

データを用いた。国内外それぞれの地域を色分けで示す。 

 

 

 
 

図 3.3-3 年平均気温と実蒸発散量の関係 

草野ほか (2010)5)のデータに基づき作成。観測地周辺の植生や土地利用ごとに色分けで示す。 
 



94 

 
図 3.3-4 過去の河川流量推定の考え方 

 

 
表 3.3-1 水文環境の各構成要素の推定結果（山間部：東濃地域） 

 

 

時間断面

気候
間氷期
（現在）

気温（℃） 13.6 3.6 5.6 12.6 14.6 3.6 5.6 12.6 14.6 3.6 5.6
降水量

（mm/年）
1759 818 935 1495 1710 818 935 1495 1710 818 935

928 1062 508 581 854 976 467 534 流出指標に基づく推定値

975 1115 533 610 905 1035 495 566
140ka：流出指標に基づく推定値+5%
450ka：流出指標に基づく推定値+6%

882 1009 483 552 802 918 439 502
140ka：流出指標に基づく推定値-5%
450ka：流出指標に基づく推定値-6%

実蒸発散量
（mm/年）

443 176 229 416 470 176 229 416 470 176 229 ・気温との相関式（ばらつきの下限値考

慮）から算出

150 178 134 125 225 264 175 172 流出指標に基づく推定値

104 125 109 96 174 205 147 140
140ka：流出指標に基づく推定値+5%
450ka：流出指標に基づく推定値+6%

197 231 159 154 276 322 203 204
140ka：流出指標に基づく推定値-5%
450ka：流出指標に基づく推定値-6%

地下水涵養量
(mm/年）

118 85 69

氷期

45万年前

備考
氷期氷期

現在 14万年前

間氷期

河川流出量
（mm/年）

1198 557 637

間氷期

推定項目 推定手法

年平均気温及び
年間降水量

検討領域内で実施されたボーリング調査のコアか
ら得られた花粉分析結果を参考に推定

蒸発散量 年平均気温と蒸発散量の関係式に基づき推定

河川流出量
現在の冬期期間における年間降水量と流出高の
関係が氷期のものと同様であると仮定して推定

地下水涵養量 水収支式により推定

(東濃地域における氷期の気候及び涵養量の推定例)
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図 3.3-5 100 万年前の地形（山なしケース）を対象とした流路抽出結果 

 
表 3.3-2 水文環境の各構成要素の推定結果（平野部：幌延地域） 

 
  

時間断面

気候

気温（℃） 5.7 7.7 -2.3 -0.3 5.7 7.7 -2.3 -0.3 5.7 7.7 -2.3 -0.3

降水量※

(mm/年)
1662.5 1836.3 491.5 542.9 1662.5 1836.3 491.5 542.9 1662.5 1836.3 491.5 542.9

河川流出量
(mm/年)

881.1 973.2 78.6 86.9 532.0 587.6 19.7 21.7 182.9 202.0 9.8 10.9

実蒸発散量
(mm/年)

460.5 513.8 247.0 300.4 460.5 513.8 247.0 300.4 460.5 513.8 247.0 300.4

地下水涵養量
(mm/年)

320.9 349.3 165.9 155.6 670.0 734.9 224.9 220.8 1019.1 1120.5 234.7 231.7

※　氷期については降水量+融雪水量に補正

現在 33万年前 100万年前

間氷期 氷期 間氷期 氷期 間氷期 氷期
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3.4 炭酸塩鉱物測定技術開発 

3.4.1  背景と目的 

炭酸塩鉱物は岩種や岩盤の形成過程に依存せずに、岩盤中に広く一般的に産出する鉱物である

ため（西本ほか, 20081); Nishimoto and Yoshida, 20102); Iwatsuki and Yoshida, 19993); Yoshida 

et al., 20004); 吉田, 2012a5); Ono et al., 20166)）、汎用的な古環境指標物質として利用可能である。

炭酸塩鉱物から得られる情報に基づき、現在は直接確認することができない過去の地質環境の履

歴を推測することで、長期的な地質環境変動モデルの構築ができると考えられる。 

長期的な地質環境変動モデルを構築する際、地下水やガスの通路となり得る高透水性の地質構

造を把握したうえで、その長期的な発達過程を推定することが重要となる。数十万年という時間

スケールにおける割れ目の発達過程を推定するためには、割れ目やシーリングなどの形成・発達

履歴を明らかにし、割れ目近傍の環境変化を推定する必要がある（吉田, 2012b7)）。割れ目の形成・

発達履歴を解明するうえで、割れ目充填鉱物は様々な指標になり得る（石橋ほか , 20148); 

Ishibashi et al., 20169)）。例えば、西本ほか (2008)1)や Nishimoto and Yoshida (2010)2)では、割

れ目充填鉱物の産状や晶出温度から、割れ目の形成・発達履歴が議論されている。また、変動シ

ナリオを考慮した安全評価を行ううえでは、候補地に存在する断層の活動性を評価することが重

要な課題であり、断層の活動性評価手法として、炭酸塩鉱物（例えば、方解石やアラレ石）など

の充填鉱物の年代測定が行われている（例えば、柴田・高木, 198810); Vargas et al., 201111); 

Yamasaki et al., 201312); Nuriel et al., 201213)）。一方、長期的な地下水の地球化学特性（pH や

酸化還元電位など）の推定は、地質環境の長期変動モデル構築のために重要なだけでなく、長期

的な地下水流動解析結果の検証にも有効であると考えられる。しかし、過去の地球化学特性を反

映した地下水は、地下水の滞留時間の範囲内でしか採取することができない。そのため、過去の

地下水の地球化学特性を復元するためには、地下水の化学特性を反映しながら沈殿した二次鉱物

である炭酸塩鉱物を利用する手法が有効である（Blyth et al., 200414)）。 

本事業では長期的な地史や地球化学特性の変化を推定するための調査技術の開発として、炭酸

塩鉱物の形成年代推定手法（放射年代測定法の開発）と炭酸塩鉱物形成時点の地球化学特性（特

に酸化還元電位）の推測手法の構築（酸化還元電位測定技術の構築）を進めた。また、炭酸塩鉱

物から得られた過去から現在までの地球化学特性の変動幅の情報は、地質環境変動モデルによっ

て示された自然現象に起因する外的インパクトによる地質環境の復元性（レジリアンス）に関す

る科学的信頼性を示すための重要な証拠となる。 

本要素技術の開発を進めるにあたり、炭酸塩鉱物を対象とした「放射年代測定法の開発」及び

「酸化還元電位測定技術の構築」における既存情報を整理し、重要課題を抽出した。その後、「放

射年代測定法の開発」及び「酸化還元電位測定技術の構築」では取り組むべき共通の課題が多い

ことが判明し、平成 26 年度からはこれらを一本化し、「炭酸塩鉱物測定技術開発」として進めた。

平成 26 年度から平成 27 年度にかけて、抽出した重要課題の解決に向けて、分析装置類の整備や

個別の技術整備を実施した。また、平成 27 年度には「酸化還元電位測定技術の構築」に関して、

構築した手法の妥当性を評価した。平成 28 年度から平成 29 年度においては、「放射年代測定法

の開発」に関する分析手法の高度化を実施し、最終的には、年代が既知または狭い範囲に限定さ

れる試料を分析することにより、本事業で開発した放射年代測定法の有用性を確認した（図 

3.4-1）。 

本取りまとめ報告書では、「放射年代測定法の開発」及び「酸化還元電位測定技術の構築」の

概要と成果について述べる。また、これまで炭酸塩鉱物の年代測定技術の開発とともに進めてき

たマルチコレクタ希ガス質量分析計を用いた地下水の年代測定技術の整備に関しても、概要と成

果を本節で報告する。 
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図 3.4-1 炭酸塩鉱物測定技術の開発に関する重要課題及び実施内容 

 
以下、本節で記述する元素は、表 3.4-1 の通り原則として元素記号を用いて表記する。核種や

同位体など、質量数を表示する必要がある場合は、慣例にしたがい、質量数を元素記号の左上付

で表記する。ただし、単体、化合物やイオンなどは、元素記号を用いずに元素名で記す場合があ

る。また、本節における年代値の表記は、慣例にしたがい、Ma（Mega annum：100 万年前）

単位を用いる（例：100 Ma = 1 億年前）。年代誤差は特に断りのない限り 1σで表記する。 

 
表 3.4-1 本節で記述する元素 

元素名 元素記号 元素名 元素記号 元素名 元素記号 

ヘリウム He ケイ素 Si ストロンチウム Sr 

炭素 C アルゴン Ar バリウム Ba 

フッ素 F カルシウム Ca 鉛 Pb 

ネオン Ne マンガン Mn トリウム Th 

マグネシウム Mg 鉄 Fe ウラン U 

アルミニウム Al ヒ素 As   

 

3.4.2 放射年代測定法の開発 

本技術開発を進めるにあたり、年代測定法に関する既往研究を整理し、地層処分で考慮すべき

数十万年～数百万年という範囲について、炭酸塩鉱物に適用可能な年代測定法を抽出した結果、

割れ目を充填する炭酸塩鉱物のような微少量の試料を対象とした事例は少なく、手法の再検討が

必要な測定法が多いことが判明した。そうした中で、特に放射性核種の崩壊を利用した年代測定

法の適用性を検討したところ、いくつかの年代測定手法（14C 法、U-Th 法、U-Pb 法、（U-Th）

/He 法）が適用できる可能性が示唆された。この検討をもとに、百万年を超える範囲まで議論が

できる U-Pb 法を年代測定の手法として選択した。また、微少量試料を対象とした年代測定技術

の開発のため、平成 26 年度までに、土岐地球年代学研究所に真空紫外光 ArF エキシマレーザー

アブレーション装置（Photon Machines 社製 Analyte G2）及び二重収束型誘導結合プラズマ質

量分析装置（Thermo Fisher Scientific 社製 Neptune-plus）の整備を行った。レーザーアブレー

ション装置から質量分析装置へ試料を導入する手法（Laser ablation inductively coupled plasma 

mass spectorometry；以下、「LA-ICP 質量分析法」という）を用いることにより、微小領域の分

析が可能となる。この LA-ICP 質量分析法を用いたジルコンの U-Pb 年代測定の研究例は多く、

国際的にも広く実施されている確立された手法であるため、この分析法を炭酸塩鉱物に応用すれ
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ば、年代測定が比較的容易に実施できると推察された。 

放射年代測定法の開発では、導入装置による分析手順の構築を目的として「（1）ジルコンの微

小領域 U-Pb 年代測定による分析手順の構築」を実施し、同時に「（2）炭酸塩試料の U-Pb 同位

体分析に必須の標準試料の選定と開発」を進めた。また、「（3）炭酸塩試料の微小領域の観察手

法の構築」の後、「（4）年代既知の炭酸塩試料の年代測定による手法有用性の評価」を行った。

以下に、それぞれの概要を示す。 

 

（1） ジルコンの微小領域 U-Pb 年代測定による分析手順の構築 

平成 26 年度に導入した LA-ICP 質量分析装置を用いて、ジルコンを対象とした微小領域 U-Pb

同位体分析を実施した。その結果、U-Pb 年代値が既知であるジルコン試料について、マトリク

スの一致しない標準ガラスを標準試料として用いた分析では、正確な年代測定を行うことができ

ないことが判明した。一方で、マトリクスの一致した標準試料を用いたジルコンの微小領域 U-Pb

年代測定では、分析条件の検討の結果、マルチイオンカウンティング法による高精度な年代測定

が可能となった（図 3.4-2；日本原子力研究開発機構, 201715)）。これにより、炭酸塩試料の U-Pb

同位体分析の手順を整えた。炭酸塩試料の U-Pb 同位体分析においても、ジルコンと同様にマト

リクスの一致した標準試料は必須である。 
 

 
図 3.4-2 ジルコン FC1（1099 ± 0.6 Ma）の U-Pb 年代測定結果 

（a. Wetherill コンコーディア図; b. Tera-Wasserburg コンコーディア図） 

 

（2） 炭酸塩試料の U-Pb 同位体分析に必須の標準試料の選定と開発 

既述の通り、LA-ICP 質量分析法による微小領域 U-Pb 年代測定では、マトリクスの一致しな

い標準試料では正確な年代測定が困難である。そのため、共同研究「レーザーアブレーション付

き誘導結合プラズマ質量分析計を用いた炭酸塩鉱物の分析手法の開発」を実施し、未選定であっ

た炭酸塩標準試料の選定・開発を進めた。平成 28 年度までに、鍾乳石や海生化石及び陸成炭酸

塩岩などの試料の中で、海水起源蒸発岩 Castile Formation（Becker et al., 200216)）中の方解石

（以下、「CFC」という）の標準試料としての有用性が確認されていた。一方で、米国南西部

Delaware 盆地にある上部ペルム系石灰岩から採取された方解石試料（Walnut Canyon；以下、

「WC-1」という）が微小領域 U-Pb 同位体分析における標準試料として提唱された（Roberts et 

al., 201717)）。CFC と WC-1 それぞれについて微小領域 U-Pb 同位体分析を実施し、標準試料と

しての有用性を評価したところ、WC-1 がより有用であることが判明した。また、天然の炭酸塩
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試料は U 及び Pb について有意な不均質性を有することが想定されるため、元素濃度既知の水溶

液から炭酸塩を沈殿させる手法や、非晶質炭酸カルシウムに不適合元素を多量に取り込ませる手

法（Matsunuma et al., 201418)）などを試行し、U 及び Pb について均質な炭酸塩標準試料の作

製も試みた。 

 
（3） 炭酸塩試料の微小領域の観察手法の構築 

炭酸塩試料の微小領域分析を実施するための観察手法を確立するため、主に共同研究「炭酸塩

鉱物の微小領域分析手法の開発」を通じて、カソードルミネッセンス（以下、「CL」という）像

の取得や、主成分元素マッピングの取得を実施し、微小領域（分析点）の地質学的背景を明らか

にするための分析手法の合理的な手順の構築を進めた。また、LA-ICP 質量分析法による元素・

同位体イメージング技術を整備し（図 3.4-3；日本原子力研究開発機構, 201819)）、微量元素を含

む同位体分布情報が取得可能となった。 

 

図 3.4-3 方解石試料 CFC（左）と WC-1（右）の元素・同位体イメージング分析結果 

CFC は粒子全体について、WC-1 は試料の赤枠内の領域についてイメージングを行った。 
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（4） 年代既知の炭酸塩試料の年代測定による手法有用性の評価 

平成 26 年度に収集した海生化石試料は年代が判明していることから、これらを試験試料とし

て、これまでに確立した微小領域 U-Pb 年代測定を実施し、その結果と化石年代を比較すること

で年代測定技術の有用性が評価できる。収集した 25 種の化石試料の内、次の三つの条件：（１）

WC-1 と同じ方解石質である、（２）WC-1 の年代（254.4 ± 3.2 Ma; Roberts et al., 201717)）に比

較的近い年代を持つ、（３）比較的狭い年代範囲を持つ；を満たす 4 試料（ウミツボミ、紡錘虫、

べレムナイト、六放サンゴ）を選定し、元素・同位体イメージング分析を実施したところ、ウミ

ツボミ試料の中に U 濃度が高い（約 10 ppm）領域が存在することが判明した。この領域につい

て、WC-1 を標準試料として、U-Pb 年代測定を 2 回実施した結果、344 ± 11 Ma（1 回目）及び

346 ± 21 Ma（2 回目）が得られた。これらの年代値は、このウミツボミ試料の年代範囲（339-318 

Ma; Galloway and Kaska, 195720); Fabian, 198721); Fossilworks, 201822)）と良く一致し、測定

の再現性も良好であることから、本技術による炭酸塩試料の年代測定が可能であることが示され

た（図 3.4-4；日本原子力研究開発機構, 201819)）。 

 

 
図 3.4-4 ウミツボミ試料の微小領域 U-Pb 年代測定結果  

データの再現性確認のため、測定は 2 回実施した：（a）1 回目（n = 20；レーザー径 85 m）、

（b）2 回目（n = 20；レーザー径 50 m）。MSWD は重みつき標準偏差の２乗平均。各図中の写

真中の赤点はレーザー照射点を示す。 
 

3.4.3 酸化還元電位測定技術の構築 

地下水中での金属元素の挙動は、酸化還元電位（Oxidation-reduction Potential；以下、「ORP」

という）の変化を反映する。また、炭酸塩鉱物に含まれる金属元素は、周辺の地下水の組成を反

映している。すなわち、炭酸塩鉱物中の金属元素の含有量の変遷は、沈殿過程で ORP の変遷を

記録していることを示す（水野・岩月, 200623)）。よって、炭酸塩鉱物に含まれる Mn、Fe や U

といった酸化還元状態に依存して状態が変化する金属元素の量が、炭酸塩鉱物沈殿時の地下水の

ORP を知るための指標となる（Milodowski et al., 200524)）。また、炭酸塩鉱物沈殿時における

地下水の地球化学特性の変遷を推定するための指標として、希土類元素の有効性が知られている

（例えば、Zhong and Mucci, 199525); Tanaka et al., 200426); Arthur et al., 200627)）。このよう

に既往研究において、地下水中の ORP を支配する元素（Mn、Fe、U や希土類元素）から、その

地下水から晶出する炭酸塩鉱物中の元素への分配が相関関係を持つことが示されている。この相

関関係から得られた式に基づいて、炭酸塩鉱物から地下水の ORP が熱力学的に推定されてきた
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が（例えば、水野・岩月, 200623)）、全てのケースで適切な ORP を導けるわけではないため、そ

の適用範囲を確認する必要があった。また、炭酸塩鉱物は段階的に成長することで内部に累帯構

造を形成する。異なる化学組成をもつ地下水から沈殿した場合、各累帯に含有される微量元素の

組成に差があり、その差は CL 像で定性的に把握することができる（Witkowski et al., 200028); 

Bouch, 200429); Milodowski et al., 200524); 水野・岩月, 200623)）。そのため、累帯構造内のレイ

ヤーごとに地質学的な意味合いが異なり、累帯構造ごとの、つまりマイクロスケールの微小領域

についての ORP 推定技術の構築が必要であった。 

本事業では、地下水中の ORP を支配する元素（Mn、Fe、U や希土類元素）の分析に必要な「（1）

試料前処理の元素濃縮技術などの構築」を行い、地上及び地下環境に存在する石灰華などの炭酸

塩鉱物と地下水の元素分析を実施することで、既往研究（水野・岩月, 200623)）で提案された「（2）

ORP を推定する理論式の妥当性と適用範囲の確認」を行った。同時に、微小領域について ORP

を推定する技術の開発のため、「（3）炭酸塩鉱物の微小領域を観察する手法の構築」を実施した。

（1）及び（2）については平成 27 年度までに終えたが、（3）については、ORP 測定技術開発だ

けでなく、放射年代測定法の開発においても有益であるため、平成 28 年度以降も継続して実施

した。 

 
（1） 試料前処理の元素濃縮技術などの構築 

平成 26 年度に実施した、元素分析に関する前処理（濃縮）技術の開発では、キレート樹脂の

中でも特に ICP 質量分析計での測定時に妨害元素となるアルカリ金属とアルカリ土類金属を除

去可能とするイミノ二酢酸型のキレートカラム（日立ハイテクフィールディング製、Nobias 

Chelate PA1F）を対象とした適用試験を行った。その結果、希土類元素の 10 倍濃縮試験で高い

回収率を得るとともに、妨害元素である Ba、As、Sr を 99 %以上除去することに成功し、地下

水中の ORP を支配する元素である希土類元素の分析の前処理手法を確立した（日本原子力研究

開発機構, 201530); Watanabe et al., 201831)）。これにより、妨害元素を多量に含む試料の効率的

な元素分析手法が構築された（図 3.4-5; 日本原子力研究開発機構, 201530)）。 

 

 

図 3.4-5 キレート樹脂を使用した希土類元素の濃縮方法 

 
（2） ORP を推定する理論式の妥当性と適用範囲の確認 

東濃地域の天然の炭酸塩鉱物及び地下水を対象とし、理論式を用いた計算値と実際の地下水の

ORP を比較した結果、両者の値は概ね整合したことから、水野・岩月 (2006)23)で提案された ORP

を推定する理論式が適用できることが確認された。一方で、平成 26 年度に採取した地表で沈殿
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した石灰華などの場合は、理論式を用いた計算値は実際の地下水と整合せず、酸化的な環境下で

沈殿した炭酸塩鉱物は、本理論式の対象として適さないことが明らかとなった。これらの結果を

踏まえて、理論式が適用できる地球化学的な条件は、①pH が極端に低くないこと、②ORP につ

いてFeの酸化還元反応が支配的な環境であること及び地下水中にFeが溶解しうる還元的な環境

であること、③地下水の水質について、Ca2+濃度が地下水と炭酸塩鉱物のみの反応によって決ま

っていることに整理できた（表 3.4-2；日本原子力研究開発機構, 201632)）。具体的な除外地域の

例としては、火山地域、堆積岩の分布域、海水などの高塩濃度地下水が存在する地域が挙げられ

る。ただし、この検討は目安でしかなく、対象とする地域において地下水の酸化還元状態を規定

している化学反応を推測し、その結果を元に理論式が適用可能であるかどうかを判断することが

重要である。 

表 3.4-2 理論式の適用条件の一覧 

 

 

（3） 炭酸塩鉱物の微小領域を観察する手法の構築 

微小領域の観察手法の構築については、共同研究「炭酸塩鉱物の微小領域分析手法の開発」を

通じて、電子プローブマイクロアナライザ（Electron Probe Micro Analyzer；以下、「EPMA」

という）の適用性について検討した。EPMA は最小ビーム径が 2 μm であり、空間分解能が高い

ものの、ビームのエネルギーが大きいため試料の融解や分解といった損傷を与えてしまう可能性

があり炭酸塩鉱物に適した電流値やビーム径の設定などの開発が必要であることが判明した。ま

た、炭酸塩鉱物の例として、有孔虫（貨幣石）、鍾乳石及び花崗岩の割れ目に介在する炭酸塩鉱物

を対象として、その成長構造を把握するため、ルミノスコープを用いた CL（optical-Cathodo- 

luminescence；以下、「optical-CL」という）像の観察や、走査型電子顕微鏡（Secondary Electoron 

Microscope）に付属した CL 装置で取得した CL（Secondary Electoron Microscope- Cathodo- 

luminescence；以下、「SEM-CL」という）像の観察を行った。その結果、炭酸塩鉱物の微小領

域分析における地質学的背景を明らかにする分析手法の合理的な手順として、①試料を準備・調

製し、落射偏光顕微鏡観察によって試料の状態を確認する（分析面に亀裂などの凹凸が大きけれ

ば再調製を行う）、②ルミノスコープを用いた optical-CL 像を取得する、ここで得られる低倍率

での optical-CL 像が、地質学的背景を議論できる十分な分解能を持つ場合、炭酸塩鉱物の微小領

域における地球化学的特性や放射年代を取得するための分析へ移行するが、一方、取得した

optical-CL 像が地質学的背景を議論できる十分な分解能を持たない場合は、③試料に炭素蒸着処

理を行い、高倍率観察が可能な SEM-CL 像の観察を実施するという手順を提唱した（図 3.4-6）。 

また、炭酸塩鉱物の CL の有無と色（波長）が、Fe 及び Mn 濃度に起因していることを明らか

にした。CL の有無及び色から Fe 及び Mn 濃度を半定量することができるため、CL から得られ

る情報から炭酸塩鉱物を沈殿させた地下水の組成の大まかな推定ができることが判明した。 

加えて、観察の段階で炭酸塩鉱物中に包有されている石英などの異種鉱物が認められ、その供

給源を明らかにすることにより、試料観察の時点で炭酸塩鉱物の形成年代にある程度の制限を与

要 因

・Feの酸化還元反応が支配的な環境であること

・地下水中にFeが溶解しうる還元的な環境であること

・地下水の
水質

Ca
2+
濃度が地下水と炭酸塩鉱物の反応によって決

まっていること

条 件

ORP

pH 極端に低くないこと・
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え得ることが示唆された。例えば、割れ目を充填している炭酸塩鉱物の場合、その母岩の熱履歴

などの形成過程が判明している時、この包有異種鉱物の形成過程が明らかとなれば、炭酸塩鉱物

が形成した時期に制限を与えることが可能となる。平成 29 年度には、共同研究「炭酸塩鉱物及

びその包有鉱物を用いた微小領域分析手法の開発」において、土岐花崗岩の割れ目を充填する炭

酸塩鉱物中の異種包有鉱物（石英及び緑泥石）に着目し、炭酸塩鉱物の形成時期を推定すること

に成功した。 

 

 

 
図 3.4-6 炭酸塩鉱物の微小領域分析における地質学的背景を明らかにするための 

分析フローチャート 

 
3.4.4 地下水の年代測定技術の整備 

地下水中の希ガス分析により、その地下水の滞留時間や年代などの情報を得ることができる。

これは、炭酸塩鉱物の生成源である地下水の起源や動きについて議論するうえで重要である。平

成 26 年度に希ガス質量分析装置を導入し、地下水に溶存する He、Ne 及び Ar の高精度同位体測

定法の整備を行った。また、測定基準用水試料の作製、試料採取機材の整備、ガス抽出及び精製

法の構築を行った。採水機材については、ボーリング坑からの採取と湧水部からの採取に対応し

た二種類を整備した。大気を用いて測定基準用水試料を作製し、これを用いて He 及び Ne 同位

体比の高精度分析手法を構築した。この手法を天然の地下水試料（幌延深地層研究センターの研

究坑道内で採取された湧水）に適用した結果、測定基準用水試料と同等の分析精度が得られたこ

とから、その実用性が確認できた。 
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3.4.5 まとめ 

炭酸塩鉱物を対象とした「放射年代測定法の開発」及び「ORP 測定技術の構築」においては、

試料の分析点の選定や微小領域の地質学的意味合いを把握するために、試料観察の段階で共通に

必要な技術が多く、この技術の開発は個々の開発・構築と同時に進行してきた。炭酸塩鉱物の放

射年代測定及び ORP 測定においては分析の前段階で、対象とする試料の微細な構造や微小領域

の化学組成を把握することが重要である。 

本技術開発で確立した観察手法を含む一連の技術を用いて、炭酸塩試料の形成過程や元素及び

同位体の分布を事前に把握し、同位体分析を行うことで、炭酸塩試料の年代測定が実施できるこ

とが確認された。炭酸塩試料の U 濃度については、WC-1 やウミツボミ試料のように 1～10 ppm

オーダーの場合もあるが、環境水から方解石へ U の分配係数は 0.01 程度であることから（Jahn 

and Cuvellier, 199433)）、低濃度の試料が多い。こうした低 U 濃度試料については、U-Pb 年代測

定の適用が困難となるが、CL 観察や元素・同位体イメージング分析によって試料内の高 U 濃度

領域を探査することにより、年代測定が可能になると期待される。今後は分析装置の技術的改良

によって、低濃度同位体測定技術の飛躍的向上が見込まれており、年代測定範囲の拡大が期待さ

れる。 

 ORP 推定技術の構築においては、地下環境などの還元的な環境下で生成された炭酸塩鉱物には、

水野・岩月 (2006)23)で提案された理論式が適用できることが確認された。一方で、酸化的な環境

で生成された炭酸塩鉱物には適用が不可能であることも立証され、ORP 推定の際には対象とする

地域において地下水の酸化還元状態を規定している化学反応を推測し、その結果をもとに理論式

が適用可能であるかどうかを判断する必要があることが示唆された。 
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4. まとめ 

 
本事業では､地層処分におけるサイト選定や安全評価において重要となる地質環境の長期的な

変化を評価するための体系的な方法論の構築及びそれを支える要素技術の整備を目的とするもの

である。そのため、将来の自然現象に伴う長期の地質環境の変動スケールを把握するために必要

な百万年ないしそれ以上の時間スケールで過去から現在までの地質環境の変化を三次元的に表現

できる数値モデル「地質環境長期変動モデル」の開発と、モデルの構築に必要な個別要素技術の

開発「革新的要素技術」の開発を進めてきた。 

 
地質環境長期変動モデルの開発では、これまで個別に検討されてきた地形・地質モデル、水理

モデル、地球化学モデル及び地表環境モデルを統合的に取り扱うため、山間部（東濃地域）及び

平野部（幌延地域）を事例とした分野間の FEP の相互関係を整理し、地質環境の長期的な変化が

どのように進むかのシナリオを整備した（図 2.1-1 及び図 2.1-2）。この検討結果に基づき、各種

調査によって得られる様々なデータとの関係に着目しながら、各分野のモデル構築及びその反映

先に係るフロー（図 2.2.1-6、図 2.2.2-4、図 2.2.3-4 及び図 2.2.4-2）、さらにはモデル間の相互関

係を考慮した統合数値モデル構築までのフロー（統合化データフロー）を提示した（図 2.1-3）。

サイト選定プロセスにおける地質環境特性の推定や安全評価では特に、地下水流動状態の長期的

な変動性の評価が重要となるが、本事業における検討の結果、地形変化と気候変動がその影響因

子としてとりわけ重要であることを確認した。 

モデルに対する不確実性がどこにどれだけ内包されているかを明確にし、それらを低減するた

めの道筋を示すことも構築したモデルの信頼性向上のためには重要である。地質環境長期変動モ

デルのシステムとしての不確実性については、各 FEP 間の相関性や網羅性を確保し、各 FEP に

対する現状の知見を整理することで除外する FEP を明確にすることにより、低減されることを示

した。概念としての不確実性、すなわち、地質環境特性の変化に対する天然のプロセスの理解度

に関しては、モデルの単純化とも密接に関連しており、後述するように、構築したモデルを一般

の幅広い対象に向けて理解してもらうための可視化技術を提示することで対応した。データの不

確実性については、モデルバリエーションとパラメータ設定の大きく二つに大別される（表 2.1-

4）。地下水流動状態の長期変動性の評価における場合、モデルバリエーションでは、データの解

釈や概念モデルなどの違いに基づき、モデル化領域の範囲やモデルの上部境界面となる地形分布、

数値化手法などが異なる複数の水理地質構造モデルを構築し、評価結果（この場合、地下水流動

解析結果）を比較することで、不確実性を明示することができた。パラメータ設定では、データ

自体やデータの解釈の違いに基づき、水理地質構造の水理特性や涵養量、海水準の設定が異なる

複数の水理地質構造モデルを構築し、評価結果を比較することで、同様に不確実性を明示するこ

とができた。具体的には、山間部及び平野部を事例対象として、長期変遷を考慮した水理モデル

における感度解析の結果を用いて不確実性の定量化手法を提示した。 

 モデルの不確実性の評価とともに妥当性についても確認・検証できることが重要である。本事

業では、モデルの妥当性確認の事例として、河川の土砂運搬・堆積過程を模擬して地形の大局的

な変化を再現する地形変化シミュレーションを用いた検討を行った。その結果、数十万年程度ま

でを対象とした地形変化の復元であれば、地形変化シミュレーションが地形・地質情報に基づき

推定した古地形モデルの妥当性確認やそのモデルの不確実性の定量評価に有効な技術であること

を確認した。また、地下水中の塩分濃度の変化に着目した移流分散解析により、14C 濃度などに基

づき推定した地下水年代や地下水中の塩化物イオン濃度が水理モデルの妥当性確認及び更新に有

効であることを示した。すなわち、解析的に推定した涵養域から評価対象地点までの移行時間を
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地下水の滞留時間として、14C 濃度などに基づく地下水年代と比較することで、その推定結果の妥

当性を確認することができる。さらに、ボーリング調査で得られた地下水中の塩化物イオン濃度

の情報に基づき、解析で推定した塩分濃度（比濃度）分布の妥当性を確認することができる。 

構築した数値モデルを効果的に表現する可視化技術の提示については、既存の可視化手法を整

理し、時間変化する現象を可視化するために必要な技術を抽出した。そのうえで、過去百万年前

から現在までの地形変化や気候変動による地表環境の変化及びそれらに伴う地下水の流れについ

て CG を用いて効果的に示すため、専門家以外の一般層を対象とした、山間部と平野部を事例と

した可視化映像を制作し、それらを通じて得られた手法や演出を技術的知見として整理した。 

以上の地質環境長期変動モデル構築に係る技術開発を通じ、個別のモデルのみでは把握が困難

であった時間変化する地質環境の評価法の道筋を示したと言える。一方、本事業では、深地層の

科学的研究によりデータが充実している地域を事例としてモデルの構築やその不確実性評価、妥

当性確認を行ってきている。実際のサイト選定や安全評価を考慮すると、既往のデータが十分と

は言えない地域においても、一定の信頼性をもって地質環境の長期変動性を提示することができ

るよう、モデルの構築・評価手法の柔軟性や汎用性を向上させていくための更なる適用事例の蓄

積が望まれる。パラメータの設定においては、その確度や設定（選定）根拠、設定に至った背景

が事例ごとに明確な形で取りまとめられることが重要である。モデルの不確実性評価や妥当性確

認において利用されるシミュレーションなどの数値解析については、第三者が追跡・追試できる

形で提示されていることが重要である。本事業で構築した手法やノウハウあるいはその後の更な

る高度化開発の成果については、引き続き論文などの形で公表を進め、第三者の専門家による評

価を受ける取り組みが欠かせないと考えられる。 

また、本事業で開発・提示した可視化技術については、一般層を対象とした地層処分に対する

理解促進のための有効な手段の一つになり得ると考えられ、今後も様々な場で活用されることが

望まれる。 

 本事業では、地形・地質、水理、地球化学及び地表環境のそれぞれ個別のモデルについてもそ

の構築手法について整理し、本報告書の 2.2 や各年度の報告書の通り取りまとめている。これら

の中で今後の課題についても若干示してはいるが、特に気候変動については、これら個別モデル

構築のための技術開発の中で十分に検討できなかった部分である。気候変動を踏まえた隆起・侵

食などの長期予測のために必要な要素技術開発については今後も高度化が望まれるとともに、そ

れらの内容をモデル構築・評価にも反映できるような成果として提示していくことが重要である。 

 
革新的要素技術の開発については、山地や丘陵の形成過程を推定する「後背地解析技術」、過去

から将来の地殻変動を数値シミュレーションから推定する「地殻変動予測技術」、古気候・古環境・

古地形などに基づき涵養量を推定する「地下水涵養量推定技術」、過去の地下水の化学的状態と年

代を推定する「炭酸塩鉱物測定技術」の開発を進めてきた。 

後背地解析技術については、主に地形・地質モデルの構築に反映できる技術として、走査型 X

線分析顕微鏡及び画像処理・解析ソフトウェアを用いたモード測定手法の構築、重鉱物スクリー

ニングによる重鉱物組成分析・化学分析の迅速化、CHIME 年代や OSL 年代測定技術の整備、石

英の ESR・OSL・TL 信号測定に基づく砕屑物供給源の推定手法の検討、細粒堆積物の帯磁率異

方性測定による古流向の推定手法の検討、北海道～東北地方のテフラを中心としたテフラカタロ

グの整備を行ってきた。これら個別技術の適用性について東濃地域及び幌延地域における事例研

究を通じて提示するとともに、適用性の確認できた技術については山地や丘陵の形成過程を推定

するための後背地解析のフローに反映した（図 3.1-16）。後背地解析のフローは実際のサイト選定

に係る調査技術への反映を考慮してのものであるが、その構築の過程では、個々の調査・分析技
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術については、マニュアルなどの文献として整理されていることが、技術の継承・再検証・改善

としては望ましいことが示唆された。そのため、今後も引き続き、個別の技術及び学術的知見に

ついて論文などの形で公表が進められていくことが望ましい。また、様々な地質条件の場に対す

る事例の蓄積を通じ、山地や丘陵の形成過程を推定するために必要な分析数などの定量的な基準

が提示できることが今後の課題と言える。 

地殻変動予測技術については、地殻変動の一様継続性を評価する指標の検討を行うとともに、

地下構造の粘弾性不均質を考慮した二次元及び三次元地殻変動シミュレーション技術の構築を進

めた。一様継続性を評価する指標の検討では、ディスロケーションモデルに基づいた地質学的ひ

ずみ速度の推定手法を提案するとともに、日本列島全域及び九州地方を事例とした地質学的ひず

み速度と測地学的ひずみ速度との比較によって、異なる時間スケールにおける地殻変動特性の差

に着目した検討事例を示した。地殻変動シミュレーション技術については、GNSS などの観測に

よって推定された局所的な地殻変動が、流体分布域を粘弾性体として仮定したシミュレーション

によって定性的に再現されることを確認した。さらに、三次元シミュレーションの対象とした九

州南部のせん断帯及びその周辺を事例として GNSS 稠密観測を実施するとともに、応力インバー

ジョン法による地殻応力場の推定などを行った結果、明瞭な活断層が認められていないせん断帯

においても、その深部におけるすべり面の存在を見出すことができた。GNSS 稠密観測結果とシ

ミュレーション結果との比較からは、より詳細な地殻変動を推定するための技術に関する知見も

示された。測地学などの地球物理学的手法と地形・地質学的手法を組み合わせることにより、地

下深部の地殻変動の特徴を把握し、地下に伏在する断層の活動性やそれに伴う力学的影響を評価

する技術へ高度化を図ることは、概要調査の段階における断層の調査・評価技術の整備として今

後も非常に重要な課題と言える。 

地下水涵養量推定技術については、気温との相関による降水量及び蒸発散量の推定手法と、地

形特徴に着目した河川流出量の推定手法を組み合わせることで、涵養量の推定に必要なパラメー

タの推定が可能であることを提示し、長期的な気候変動及び地形変化を考慮した涵養量の推定技

術として整備した。整備した成果については、地表環境モデルの構築に反映し、山間部及び平野

部を対象とした適用事例の蓄積を行ってきた。この事例研究を通して、整備した手法により地下

水涵養量を含む地表環境構成要素の推定が可能であることを示すことができた。 

炭酸塩鉱物測定技術については、地球化学モデルの構築に反映できることを念頭に、普遍的に

存在する鉱物の一つである炭酸塩鉱物を対象とした ORP 測定技術の構築及び放射年代測定法の

開発などを進めてきた。ORP 推定技術の構築においては、代表的な炭酸塩鉱物及び地下水の分析、

希土類元素などの微量元素の定量分析の精度を向上させる技術の開発、ORP 測定を行うための微

小領域での分析手法の合理的な手順の検討及び ORP を推定する理論式の適用性の検討を実施し

た。その結果、地下環境などの還元的な環境下で生成された炭酸塩鉱物には、既存の理論式が適

用できることが確認された一方、酸化的な環境下で生成された炭酸塩鉱物への適用には問題があ

ることも示され、ORP 推定の際には地下水の酸化還元状態を規定している化学反応を検討するこ

とが重要であることを明確にした。放射年代測定法の開発については、LA-ICP 質量分析法を用

いたウラン系列の年代測定システムの整備、微小領域分析手法の構築及び高精度同位体分析に必

要な標準試料の選定を行い、炭酸塩鉱物の微小領域 U-Pb 年代測定を可能とした。従来の U-Pb 年

代測定法の適用が困難な低 U 濃度試料についても、本事業で検討した CL 観察や元素・同位体イ

メージング分析によって試料内の高 U 濃度領域を探査することにより、年代測定の適用性が広が

る。今後は、分析機器・分析技術の改良によって低濃度同位体測定の飛躍的向上が見込まれるこ

とから、年代測定範囲の更なる拡大が期待される。 

 本事業全体としては、地質環境の変化を三次元的に表現する地質環境長期変動モデルの開発と、
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モデルの構築を支える革新的要素技術の開発との相互連携を意識して進めてきた。理想的には、

革新的要素技術の開発で得られた成果を地質環境長期変動モデルの開発に反映するプロセスが実

現できるのが望ましいが、本事業では実施期間などの制約もあり、地下水涵養量推定技術を除き、

そのような理想的な流れとはならなかった。ただし、例えば後背地解析技術においては、技術の

適用性確認のための事例研究で得られた知見が、あらかじめ構築を進めていた地形・地質モデル

に対する妥当性の確認やモデルバリエーションの絞り込みに貢献するというような成果は得るこ

とができた。先に述べているように、本事業を通じて得られた個々の成果については、適用事例

の蓄積や第三者の専門家による評価・追試などによりその精度・品質を向上していくこと、また、

論文などによる成果の公表や普及活動などにより、幅広いユーザーに利用される機会を増やすと

ともに、広く一般層への理解促進に繋げていくことが望まれる。 
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Shibata, K., Shimizu, M., Suzuki, K., Sueoka, S. and Niwa, M. 
2015 年 12 月 @ American Geophysical Union 2015 Fall Meeting (AGU 2015) 

  



（19） 後背地解析技術開発に向けた鮮新・更新世堆積物とその周辺の基盤岩体中の 

石英 ESR 信号特性 

徳安佳代子, 安江健一, 小松哲也, 田村糸子, 堀内泰治 

2016 年 03 月 @平成 27 年度 ESR 応用計測研究会・第 40 回フィッション・トラック研究会・

ルミネッセンス年代測定研究会 合同研究会 

 

（20） Study of fault evolution based on texture and chemical analyses of fault gouge: Case 

study of the Byobuyama fault, Gifu prefecture, central Japan. 
香取拓馬, 小林健太, 丹羽正和, 清水麻由子, 小松哲也, 安江健一, 堀内泰治 

2016 年 05 月 @日本地球惑星科学連合 2016 年大会  

 
（21） 2016 年熊本地震に伴う九州南部のせん断帯における地殻変動（序報） 

渡部 豪, 浅森浩一, 梅田浩司, 雨宮浩樹, 野村勝弘, 中司 昇 

2016 年 05 月 @日本地球惑星科学連合 2016 年大会 

 

（22） The progress of the CHIME monazite dating on JXA-8530F FE-EPMA equipped with 

R=100 mm spectrometers. 
清水麻由子, 柴田健二, 鈴木和博, 末岡 茂, 丹羽正和 

2016 年 05 月 @日本地球惑星科学連合 2016 年大会 

 
（23） 河成段丘堆積物の OSL 年代測定と指標テフラ分析 

徳安佳代子, 田村糸子, 小松哲也, 安江健一 

2016 年 05 月 @日本地球惑星科学連合 2016 年大会 

 
（24） 地質環境長期安定性評価確証技術開発 

安江健一, 笹尾英嗣, 尾上博則, 岩月輝希, 加藤智子, 竹内竜史, 國分(齊藤)陽子, 浅森浩一, 梅田

浩司 

2016 年 05 月 @日本地球惑星科学連合 2016 年大会 

 
（25） 地質環境長期安定性評価確証技術開発 (1)地質環境長期変動モデル（東濃地域） 

尾上博則, 小松哲也, 安江健一, 岩月輝希, 竹内竜史, 加藤智子, 笹尾英嗣, 梅田浩司 

2016 年 05 月 @日本地球惑星科学連合 2016 年大会 

 
（26） 地質環境長期安定性評価確証技術開発 (2)地質環境長期変動モデル（幌延地域） 

松岡稔幸, 小松哲也, 安江健一, 尾上博則, 大山卓也, 岩月輝希, 笹尾英嗣, 梅田浩司 

2016 年 05 月 @日本地球惑星科学連合 2016 年大会  

 
（27） 地質環境長期安定性評価確証技術開発 (3)後背地解析技術 

徳安佳代子, 安江健一, 小松哲也, 田村糸子, 堀内泰治 

2016 年 05 月 @日本地球惑星科学連合 2016 年大会  

  



（28） 地質環境長期安定性評価確証技術開発 (4)地殻変動予測技術 

渡部 豪, 奥山 哲, 浅森浩一, 梅田浩司 

2016 年 05 月 @日本地球惑星科学連合 2016 年大会  

 
（29） 地質環境長期安定性評価確証技術開発 (5)地下水涵養量推定技術 

竹内竜史, 尾上博則, 安江健一 

2016 年 05 月 @日本地球惑星科学連合 2016 年大会  

 
（30） 地質環境長期安定性評価確証技術開発 (6)炭酸塩鉱物測定技術 

渡邊隆広, 國分(齋藤)陽子, 村上裕晃, 横山立憲, 雨宮浩樹, 水野 崇, 久保田 満, 岩月輝希 

2016 年 05 月 @日本地球惑星科学連合 2016 年大会 

 

（31） A Survey on New Standard Materials for U-Pb Dating of Carbonate Using LA-MC-ICP-MS. 

Yokoyama, T., Saito-Kokubu, Y., Murakami, H., Watanabe, T., Hirata, T., Sakata. S., Danhara, T., Iwano, 

H., Maruyama, S., Miyazaki, T., Senda, R., Chang, Q. and Kimura, J.-I. 

2016 年 06 月 @26th Goldschmidt International Conference 2016 

 

（32） High precision noble gas isotope measurement by NGX multi-collector noble gas mass 

spectrometer. 

Tamura, H., Saito-Kokubu, Y. and Umeda, K. 
2016 年 06 月 @26th Goldschmidt International Conference 2016 

 
（33） 瀬戸層群下部陶土層の化学組成の地域間比較; 新第三紀の古風化条件復元に向けて 

葉田野 希, 吉田孝紀, 笹尾英嗣, 久保田 満, 足立佳子 

2016 年 09 月 @日本地質学会第 123 年学術大会 

 
（34） EPMA を用いた東海層群土岐砂礫層の重鉱物の存在比・化学組成と後背地の解明 

清水麻由子, 佐野直美, 安江健一, 柴田健二, 丹羽正和, 鈴木和博 

2016 年 09 月 @日本地質学会第 123 年学術大会 

 
（35） X 線分析顕微鏡および画像処理・解析ソフトウェアを用いたモード測定 

植木忠正, 丹羽正和 

2016 年 09 月 @日本地質学会第 123 年学術大会 

 
（36） カソードルミネッセンスを用いた炭酸塩鉱物の成長構造の把握 

村上裕晃, 國分(齊藤)陽子, 横山立憲, 渡邊隆広, 湯口貴史, 藤川将之, 西山忠男 

2016 年 09 月 @日本鉱物科学会 2016 年年会 

 
（37） 電子スピン共鳴法を用いた後背地解析技術の研究 

安江健一, 徳安佳代子, 小松哲也, 堀内泰治, 清水麻由子, 丹羽正和 

2016 年 09 月 @日本地質学会第 123 年学術大会 

 



（38） 日本列島における測地・地質学的ひずみ速度の推定 

渡部 豪, 浅森浩一 

2016 年 10 月 @日本測地学会第 126 回講演会 

 

（39） Paleoweathering condition in middle Miocene to early Pliocene period in Japanese 

Island; From paleopedology and chemistry of muddy sediments. 

Hatano, N., Yoshida, K., Sasao, E., Kubota, M. and Adachi, Y. 
2016 年 12 月 @ American Geophysical Union 2016 Fall Meeting (AGU 2016) 

 

（40） Strain budget accompanied with the 2016 Kumamoto earthquakes inferred from 

geodetic and geological data. 

Watanabe, T., Asamori, K. and Umeda, K. 
2016 年 12 月 @ American Geophysical Union 2016 Fall Meeting (AGU 2016) 

 
（41） 堆積物および基盤岩における石英の電子スピン共鳴信号特性信号の特徴 

西村周作, 安江健一, 徳安佳代子, 斗澤皓正, 堀内泰治, 小松哲也 

2017 年 01 月 @第 1 回 QST 高崎シンポジウム 

 
（42） EPMA を用いた重鉱物の存在比・化学組成分析による後背地解析の試み 

：中部日本・屏風山断層の例 

清水麻由子, 佐野直美, 植木忠正, 安江健一, 丹羽正和, 鈴木和博 

2017 年 05 月 @JpGU-AGU Joint Meeting 2017 

 
（43） 日本列島における地質学的ひずみ速度の推定 

渡部 豪, 浅森浩一 

2017 年 05 月 @JpGU-AGU Joint Meeting 2017 

 
（44） 花崗岩地域における地下水の長期変遷に関わる地球化学解析  

村上裕晃, 渡邊隆広, 岩月輝希 

2017 年 05 月 @JpGU-AGU Joint Meeting 2017 

 
（45） 地質環境長期安定性評価確証技術開発 

(1)地質環境長期変動モデル構築に関する不確実性の抽出・分析 

松岡稔幸, 尾上博則, 小松哲也, 安江健一, 岩月 輝希, 竹内竜史, 加藤智子, 笹尾英嗣 

2017 年 09 月 @日本原子力学会 2017 年秋の大会 

 
（46） 地質環境長期安定性評価確証技術開発 

(2)地下水流動状態の長期的な変動性評価における不確実性の影響分析 

尾上博則, 松岡稔幸, 小松哲也, 安江健一, 岩月輝希, 竹内竜史, 加藤智子, 笹尾英嗣 

2017 年 09 月 @日本原子力学会 2017 年秋の大会 

  



（47） LA-ICP 質量分析法による炭酸塩鉱物の U-Pb 年代測定のための標準試料の探求 

横山立憲、國分（齋藤）陽子、三ツ口丈裕、村上裕晃、平田岳史、坂田周平、檀原 徹、岩野英

樹、丸山誠史、常 青、宮崎 隆、木村純一 

2017 年 09 月 @日本地球化学会第 64 回年会 

 
（48） 地質環境長期安定性評価確証技術開発―「地質環境長期変動モデル」の概要― 

石丸恒存, 安江健一, 尾上博則, 松岡稔幸, 小松哲也, 岩月輝希, 竹内竜史, 加藤智子,  

笹尾英嗣 

2017 年 09 月 @日本地質学会第 124 年学術大会 

 
（49） 後背地解析を目的とした EPMA による重鉱物の高速定量分析 

清水麻由子，佐野直美，植木忠正，代永佑輔，丹羽正和 

2017 年 09 月 @日本地質学会第 124 年学術大会 

 
（50） 山地の発達過程を把握するための後背地解析技術 

丹羽正和, 清水麻由子, 安江健一, 西村周作, 雨宮浩樹, 植木忠正, 堀内泰治 

2017 年 09 月 @日本地質学会第 124 年学術大会 

 
（51） 岩石・鉱物学的手法を用いた後背地解析指標の検討 

植木忠正，清水麻由子，佐野直美，丹羽正和 

2017 年 09 月 @日本地質学会第 124 年学術大会 

 

（52） Resolution of small neon isotope anomaly in helium rich gas samples from Kii 

peninsula, Japan by a NGX multi-collector noble gas mass spectrometer. 

Tamura, H., Saito-Kokubu, Y., Umeda, K. 
2017 年 09 月 @International conference on gas geochemistry 2017 

 
（53） 九州南部せん断帯における GNSS 観測 

渡部 豪, 雑賀 敦, 浅森浩一 

2017 年 10 月@日本測地学会第 128 回講演会 

 
（54） GNSS 稠密観測から推定される九州南部せん断帯の地殻変動 

渡部 豪, 雑賀 敦, 浅森浩一 

2017 年 10 月@日本地震学会 2017 年年度秋季大会 

 

（55） U-Pb dating of calcium carbonate using LA-MC-ICPMS. 

Yokoyama, T., Saito-Kokubu, Y., Mitsuguchi, T., Murakami H., Hirata, T., Sakata, S., 

Danhara, T., Iwano, H., Maruyama, S., Miyazaki, T., Chang, Q. and Kimura, J. 
2017 年 11 月@7th Asia-Pacific Winter Conference on Plasma Spectrochemistry 

 

（56） Identification of provenance rocks based on EPMA analyses of heavy minerals. 

Shimizu, M., Sano, N., Ueki, T., Yonaga, Y., Yasue, K. and Niwa, M. 
2017 年 12 月@ American Geophysical Union 2017 Fall Meeting (AGU 2017) 



（57） 北海道幌延地域の段丘堆積物における石英の OSL 及び ESR 信号の特徴 

西村周作, 斗澤皓正, 丹羽正和 

2018 年 02 月＠ESR 応用計測研究会, ルミネッセンス年代測定研究会, 

日本フィッション・トラック研究会 2017 年度合同研究発表会 

 
2.3 その他 

（1） 炭酸塩鉱物の局所領域年代測定に関するワークショップ 

2017 年 12 月 


